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　高齢化が急速に進展する中、2035（令和17）年には都民の4人に1人が65歳以上の高齢者と
なり、一人暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯が一層増加することが見込まれています。また、
地域には、認知症の方、障害のある方、一人で家族の介護をされている方、生活に困窮している
方など、何らかのサポートを必要とする方も暮らしています。
　多くの人はできる限り住み慣れた地域や自宅で暮らし続けることを望んでいますが、地域社会
や家族関係が大きく変化する中、医療や介護などの公的サービスだけで地域生活を支えることは
困難です。今後は、様々なサービスの組合せや、地域での支え合いにより複層的に支えていく体
制の構築を一層進めていく必要があります。
　その中でも、地域の力で支え、異変に早期に気付き、命を守る仕組みである「見守り」は、高
齢者が安心して在宅生活を継続していく上での基盤となるものです。
　現在、見守り活動については、地域の実情に応じて様々な取組が行われており、都においても、
「高齢社会対策区市町村包括補助事業」などを通じて区市町村の取組を支援しています。
　その中でも特に、「高齢者見守り相談窓口設置事業」は、一部の地域包括支援センターが介護
予防ケアプラン等の業務に追われ多忙である中、身近な地域の「見守り専門機関」として地域包
括支援センターの機能を補完し、戸別訪問や関係者とのネットワーク構築などの取組を行い、高
齢者の在宅生活に大きな安心を与えています。
　都は、これらの取組の更なる充実に向け、平成24年度に「区市町村の高齢者見守り体制充実
に向けた関係者会議」を設置し、実際に地域で起きている多くの困難事例を分析するとともに、
見守り活動に欠かせない個人情報保護の問題等についても整理し、見守り活動のポイントを「高
齢者等の見守りガイドブック」としてとりまとめました。
　本書は、その第4版として、見守り活動の手法・対象の多様化等、第3版以降の社会状況・見
守り活動の変化を踏まえて追記を行い、記載内容を新たにしたものです。
　区市町村、地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口、民生委員・児童委員、民間事業者、
生活支援コーディネーター、地域住民など、見守りネットワークの仕組みづくりや地域での見守
り活動に関係する様々な担い手の方に、本書を利用いただき、地域での効果的な見守り活動の実
施に活用していただければと思います。

　令和5年3月

� 東京都福祉保健局

はじめに





刊行に寄せて
　「見守り」は、私たちが日頃顔を合わせている家族や近隣の人々、学校や職場などの友人や仲
間に対して、その様子を見て気遣ったり、声をかけたりする日常的な行為です。また、高齢者や
子供、障害のある人々などについては、より注意深い見守りが行われてきました。
　しかしこのような見守りをわざわざ取り上げてその意義やあり方を検討し、見守りの仕組みを
構築しなければならないところに、孤立社会、無縁社会といわれる現代社会の難しさがあります。
さらに最近では、複雑で複合的な課題をもつ住民への対応など、いわゆる制度の狭間にある人々
への見守りを含む対応が求められるようになっています。
　そして、東京のような大都市においてこのような見守りを推進するにあたっては、その意義、
対象、方法、システム、ネットワーク、人材育成、個人情報の取扱いなど、多面的で体系的な対
応が必要であり、この「ガイドブック」では、多くの関係者の方々のご協力をえて、総合的な情
報を提供してきました。
　今回、最近の環境の変化を踏まえて、「ガイドブック」のあらたな見直しを行うにあたり、次
の視点を重視しています。
　第1は、高齢化の一層の進展や高齢者数の増加に対応していくには、一般市民による日頃から
の交流の中での緩やかな見守り、中でも生活の場での見守りが重要であることです。
　第2は、生活の場での見守りを増やしていくためには、見守りのシステムとともに、住民と関
係機関とつなぐ「高齢者見守り相談窓口」相談員や「地域福祉コーディネーター（コミュニティ
ソーシャルワーカー）」などとともに、平成27年から制度化された「生活支援コーディネーター」
が、市民の地域での活動を支援していく上で有効であることです。
　第3は、日常の交流の手段として、対面でのやりとりだけはなく、ICT技術等、新しい手段に
もチャレンジしていくことが交流の機会を増やし、緩やかな見守りの機会を増やしていく上で重
要であることです。
　第4に、見守りは地域の住民や事業者、福祉関係者による「個別支援」ですが、その活動を推
進するには、見守り活動を支えるネットワーク形成や住民がお互いに知り合う住民活動や居場所
などが重要であることです。
　このガイドブックが、地域住民、事業者、相談機関、区市町村行政関係者の方々の見守り活動
やネットワーク・コミュニティ形成のお役に立つことを願ってやみません。

　令和5年3月

� 東京都立大学名誉教授
� 小林　良二
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本ガイドブックの全体構成

第
１
章
　
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

主な
読み手
の方

区市町村職員の方
地域包括支援センター・
高齢者見守り相談窓口相談員の方

地域住民・地域団体
（町会・自治会等）の方

超高齢社会の到来、一人暮らし高齢者や認知症の症状のある人の増加など、見守りが必要となる背景、求められる住民
同士の支え合いによる見守りの重要性などについて解説しています。                                                     【P1～2】

１  今、なぜ、見守りが必要なのか　

ICT等の新しい技術を、地域のコミュニケーションや、見守りネットワークのツールとして取り入れることについて解
説しています。　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 【P10～13】

4  見守り活動へのICT（情報通信技術）の活用

見守りの対象者の増加、拡大・把握の困難化等について解説しています。
              【P3】

2  見守りの対象者　　

地域で行われている見守りには、「①緩やかな見守り」「②担当による見守り」「③専門的な見守り」の３つがあり、これら
が相互に機能を分担し合っています。この３つの見守りの方法について、特徴を解説しています。                 【P4～9】

3  見守りの方法　　

地域の主な見守りの担い手となる「民生・児童委員」「社会福祉協議会」「町会・自治会」「老人クラブ」「ＮＰO法人」「生
活支援コーディネーター・協議体」が、見守りにおいて、どのような役割を担っているか解説しています。       【P28～30】

高齢者等の日常生活でのさ
さいな異変に気付くために
は、様々な民間事業者の協
力を得ることが重要です。
ここでは、民間事業者との
協定締結について、協定で
定める事項や留意点などに
ついて解説しています。

【P35～38】

「区市町村」「地域包括支援センター・高齢者見守り相談窓口」「地域住民」が、それぞれの役割に応じて高齢者等の見守りネットワークを
構築しており、これらが相互に連携することでネットワークが有効に機能します。ここでは、その仕組みについて解説しています。【P14～15】

5  見守りネットワークの仕組み

6  見守りネットワークにおける各主体の役割　
（1）区市町村がつくるネット
　　ワークの基盤

区市町村は、見守りネットワーク
の基盤を広域的に整備します。
ここでは、ネットワークの基盤づ
くりを中心に、個人情報共有の
ための取組や人材育成など、区
市町村の役割について解説し
ています。            【P16～20】

（3）地域住民がつくるネット
　　ワーク

地域には、もともと住民による
様々なネットワークが存在しま
す。ここでは、地域住民が主体的
にネットワークをつくり、見守り
活動を行うことについて解説し
ています。             【P24～34】

（2）地域包括支援センター・
　　高齢者見守り相談窓口
      がつくるネットワーク
地域包括支援センター及び高
齢者見守り相談窓口は、地域の
見守りの専門機関であり、担当
圏域内で、様々な地域資源と連
携したネットワークを構築しま
す。ここでは、その役割につい
て解説しています。 【P21～24】

7  民間事業者との連携　 
　 について

〈
有
効
に
機
能
す
る
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
仕
組
み
〉

地域の主な見守りの担い手とそれを支える機関等について

社会福祉
協議会

 町会・
自治会

緊急通報
システム

NPO法人
ボランティア団体

民間事業者

ライフライン事業者

見守り・サービス・専門対応・強制介入

警察署

消防署
介護サービス
事業所医療機関

地域住民

個人情報共有のための取組

●個人情報保護審議会への諮問
●個人情報共有のためのルールづくり

人材育成

●地域包括支援センター、高齢者見守り
相談窓口の相談窓口担当者の育成・支援

●見守りボランティアの育成

広報・普及啓発

●地域の見守り活動を支援

1  気付き・共有

2  情報収集・対応調整

3  対応

基盤整備

地域課題の共有

区市町村がつくる
ネットワークの基盤

地域住民がつくる
ネットワーク

地域包括支援センター・高齢者見
守り相談窓口がつくるネットワーク

関係づくり・サポート

地域からの情報提供

見守りへの専門的な対応

様々な見守りの担い手による
地域の見守りネットワークづくり

ネットワークの基盤づくり

●見守りに関する庁内
　横断組織や検討体制
　づくり
●民間事業者等協力
　機関との協定の締結

見守りへの専門的な対応

気付き

住宅地の
町会・自治会

マンション
管理組合

それぞれの地域で、日常生活の
中でのさりげない見守り、サロ
ン活動、定期的な見守りなど、
様々な見守りを実施

民生・
児童委員

管理組合

見守りサポーター

生活支援コーディネーター

商店街

老人クラブ

フィードバック

趣味サークル
・ボランティア団体等

地域での日頃のコミュニケーション・支え合い

緩やかな見守り 担当による見守り

専門的な見守り

友人 
地域住民　等

企業　店舗
サービス　等

民生・
児童委員　等

NPO
地域団体　等

本人 家族

行政
専門機関

　本ガイドブックは、見守りネットワークの仕組みづくりや地域での見守り活動に携わっている
区市町村職員及び地域包括支援センター・高齢者見守り相談窓口相談員、地域住民、地域団体の
方々に参照いただくことで、充実した見守り活動が行われるよう、具体的な事例を交えつつ、解説
しています。
　本ガイドブックの全体構成は、以下のとおりです。�
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主な
読み手
の方

区市町村職員の方
地域包括支援センター・
高齢者見守り相談窓口相談員の方

地域住民・地域団体
（町会・自治会等）の方

第
２
章
　
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

見守り活動は基本的に、「１ 気付き・相談」→「２ 情報
収集・対応調整」→「３ 対応」の流れで行われます。ま
ず、この「見守り活動の流れ」をイメージ図を用いて紹
介しています。　　　　　　　　　　　    　  【P39】

１  気付き・気付きの共有、連絡、相談

（1）異変への気付き　　　　　　　　　
見守り活動で最も重要なことは、地域の様々な主体が異変に早期に気づき、
専門機関につなぐことです。このため、「気付き・相談のガイドライン」作成
に当たっての留意点を解説しています。　　　　　      　　  【P40～43】

（2）共有、連絡、相談しやすい体制の確保　　　　　　
気付きを確実に相談につなげるためには、住民等にとって相談しやすい体
制が確保されていることが重要となります。ここでは、相談先の明確化や
開庁時間外の相談先の設置など、相談しやすい体制づくりに向けた工夫を
解説しています。 【P44～49】

見守り活動を行う際、居住形態によって留意すべきポイントは異なります。
ここでは、「オートロックマンション」「集合住宅団地」「戸建て住宅」「賃貸ア
パート等」を取り上げ、それぞれの特性と見守りのポイント・方策を紹介して
います。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        【P62～72】

（3）気付きやすい地域の土壌
　　づくり　　　　　　
①地域包括支援センター・高齢
   者見守り相談窓口の取組

（3）気付きやすい地域の土壌
　　づくり　　　　　　
②住民等の取組

どのような時に、地域包括支援セ
ンターや高齢者見守り相談窓口
に相談したらよいか、異変への気
付き・相談のガイドラインの例を紹
介しています。　　　 【P40～43】

見守り活動の流れ（イメージ図）

（1）異変への気付き

気付きの感度を高め、相談につな
げるために、地域包括支援セン
ターや高齢者見守り相談窓口が行
う取組（地域住民との関係づくり、
緩やかに見守り合う地域づくり、民
間事業者との連携等）について解
説しています。　    　【P49～52】

町会・自治会等、地域住民で行う見
守り活動の方法として、サロンや
見守りマップ作りなどの取組を解
説しています。集合住宅における
管理人・管理会社による見守りの
方法についても解説しています。
　　　　　　　     　【P53～61】

（4）居住形態別の気付きのポイント

見守り活動の流れのイメージ

P40～

P73～

P78～
強制介入サービス見守り

気付き・気付きの共有、連絡、相談

専門対応
入院・入所

アセスメント

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

1  気付き・共有

2  情報収集・対応調整

3  対　応

対応の方法を決める

情報収集　対応調整

地域での日頃のコミュニケーション・支え合い

緩やかな見守り 担当による見守り

専門的な見守り

●地域包括支援センター
●高齢者見守り相談窓口　等

友人 
地域住民　等

企業　店舗
サービス　等

民生・
児童委員　等

NPO
地域団体　等

本人 家族

行政
専門機関
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第
２
章
　
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

地域包括支援センターや高
齢者見守り相談窓口は、地域
住民から相談を受けた場合、
迅速な対応を行うため、早急
に、本人、地域住民、関係機
関等から情報を収集する必
要があります。ここでは、対
象者の情報収集の方法につ
いて解説しています。

【P73～74】

2  住民の相談に対する専門機  
　 関の情報収集と対応調整
（アセスメント）

（1）対象者の情報収集

収集した情報を分析し、対応
の優先度と対応方法を検討
します。
これらの判断を的確に行う
ための基準作成の有効性等
について、解説しています。

【P74】

（2）緊急性の判断と対応
　　方法の検討

対応が困難なケースについ
ては、支援方針を確定するた
め、随時「見守り支援会議」を
開催します。ここでは、その
開催方法について解説して
います。

【P74～76】

（3）見守り支援会議の開催

収集・分析した対象者の情
報を定期的に見直すことの
有効性について解説してい
ます。 【P76】

（4）継続的な情報の検討
　　分析の実施

情報をフィードバックするこ
とにより、相談者は役に立っ
たことを実感でき、今後の気
付き・相談につながります。
ここでは、個人情報に配慮し
た情報のフィードバックの方
法について解説しています。 

【P76～77】

（5）相談者への情報の
　　フィードバック

主な
読み手
の方

区市町村職員の方
地域包括支援センター・
高齢者見守り相談窓口相談員の方

地域住民・地域団体
（町会・自治会等）の方



個人情報は、人の生命や身体の安全を守るためには、個人情報を法の趣旨を踏まえながら、保護一辺倒ではなく、効果的
に活用することが重要です。見守り活動を行う上で、個人情報を適切に共有することの重要性について解説しています。

【P125～126】

個人情報保護法と条例の基本的な考え方、個人情報取扱いの基本的なルール、管理方法等を解説しています。
【P126～131】

１  見守り活動における個人情報の重要性　

２  個人情報の基本的な考え方について

町会・自治会、民生委員・児童委員、民間事業者、地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口など、見守りに関わる関
係者間で、見守り対象者の個人情報の共有を進める際、問題となりそうなことを挙げ、その対応方法を解説しています。

【P132～138】

３  見守り活動での個人情報の共有に関するＱ＆Ａ
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区市町村職員の方 地域包括支援センター・
高齢者見守り相談窓口相談員の方

地域住民・地域団体
（町会・自治会等）の方

地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口、民生委員・児童委員などの見守り
の担い手が、現場で壁に突き当たることの多いケースや特に配慮が必要となるケ
ースを中心に、事例検討の形式で、具体的な対応のポイントを解説しています。

３  地域で支え見守るための対応事例

（1）本人が対応を拒否するケース 【P78～82】
（2）家族が介入を拒否するケース 【P83～86】
（3）自宅内で倒れている可能性があるケース 【P87～90】
（4）認知症の疑いがあるケース 【P91～101】
（5）複数人世帯で地域から孤立しているケース 【P102～108】
（6）消費者被害が疑われるケース 【P109～111】
（7）近隣の人々と高齢者見守り相談窓口による緩やかな見守りが行われてい
      るケース　 【P112～114】
（8）様々なケースの共通ポイント（サービスにつなげる） 【P114～117】

地域住民の見守り活動への参加を促進するために開催する、見守りサポータ
－養成研修の内容や、研修受講後にボランティアが継続した活動を行うため
の支援方法などについて解説しています。 【P119～122】

１  地域住民の見守り活動への参加の促進

地域包括支援センター、高齢者
見守り相談窓口相談員が、見守
りの専門機関としての役割を遂
行する際に必要となる能力を身
に付けるための専門研修の内容
について解説しています。　　
 【P123～124】

２  地域包括支援センター・高齢
者見守り相談窓口相談員の育成

４  対応後の評価

見守り活動は、一定期間経過後、評価を実施し、対応の修正・改善を行うことで
メリハリのある支援が可能となります。ここでは、対応後の評価の実施方法に
ついて解説しています。 【P118】

主な
読み手
の方
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高齢者等の
見守りネットワークについて

章１第

●�日本の少子高齢化は、世界でも例を見ないスピードで進んでいます。東京都においても、いわ
ゆる「団塊の世代」が後期高齢者となる2025（令和7）年には、人口に占める老年人口の割合（高
齢化率）が23.0％（高齢者人口：約326万人）に達し、2035（令和17）年には25.4％（高
齢者人口：約353万人）と、都民の4人に1人が65歳以上の高齢者となることが見込まれてい
ます。
●65歳以上の一人暮らし高齢者も増加の一途をたどっており、2025年には90万世帯を超え、
高齢者世帯数全体に占める割合は42.9％になるともいわれています。また、何らかの認知症
の症状のある高齢者も、同年には約55万人となり、高齢者人口の16.8％を占めると予測され
ています。
●急速に高齢化が進む中、高齢者を地域で支え、異変に早期に気づき、命を守る仕組みである見
守りは、ますます重要性を増してきています。
●介護保険法においては、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び生活支援が一体的に提
供される、地域包括ケアシステムが提唱され、国及び地方公共団体がその構築を目指していま
す。
●地域包括システムの中で、「見守り」は生活支援の一つとして、高齢者を支える重要な取組と
して位置付けられています。見守りは、自治体にとって、地域包括ケアシステムの一翼を担う
重要な施策です。
●また、地域包括ケアシステムの構築には、地域の住民が役割を持ち、支え合いながら、自分ら
しく活躍できる地域コミュニティづくり、すなわち、地域づくりの視点が重要です。見守りは、
住民同士で支え合う「互助」の取組でもあります。
●地域での住民のつながりは、様々な機能を持っています。かつては、「向こう三軒両隣」といっ
た濃密な近隣関係の中で、気遣い合いや気付き合いが行われてきました。その中のひとつが、
高齢者の見守りです。

1 今、なぜ、見守りが必要なのか
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●しかし、高度経済成長期を経て、地域におけるつながりの減少や家族関係の希薄化が進み、地
域の支え合い機能が低下しつつあったところ、2020（令和2）年からの新型コロナウイルス
感染症の流行が、対面でのコミュニケーションを困難にさせ、地域のつながりや支え合い、高
齢者の見守りに大きな影響を及ぼしています。
●こうした中において、あらためて、住民同士がさりげなく気遣い合い、困ったときに遠慮なく
助けを頼めるような地域社会づくりが重要です。
●ICTやAI、ロボット技術等が急速に発達し、生活の中で活用されています。これからは、高齢
者等の見守りにおいても、これらの技術の役割がより大きくなっていくかもしれません。その
中においても、人と人とのつながりが大事であることに変わりはありません。孤立を防止し、
人と人とがつながりを持つことが自ずと見守りに繋がり、また、見守り合うことが人と人のつ
ながりを作っていきます。
●効果的な見守りの実現には、地域の誰もが見守りに関わる意識を持つことが大切です。地域で
活動する民生委員・児童委員はもちろんのこと、小学生から高齢者自身、さらには、商店街や
新聞配達店、ライフライン事業者も見守りの担い手として重要な役割を担うことができます。
●このような地域づくりに向けて、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口が、専門性を
生かした見守りを行うとともに、地域の団体や地域住民も、住民の目線を生かした見守り活動
を行い、地域を支えています。また、生活支援コーディネーターが生活支援サービスの開発や
ネットワークの構築に取り組み、地域の見守りネットワークの拡充に寄与しています。
●このように、見守りは、様々な主体が、それぞれの役割分担の下、連携して行われるものです。
もちろん、過度の見守りは相互監視となり、かえって個人の自由な生活を阻害する危険性を持
つことも忘れてはなりませんが、地域で暮らす誰もが、同じ立場で、互いに助け合う関係性の
中で、見守りが行われることが何より大切です。それが、共に支え合いながら、安心していつ
までも住み続けることのできる地域社会づくり、すなわち、地域包括ケアシステムの構築へと
つながります。

2



●�見守りの対象者には、近年、以下のような変化が起こっています。これらの変化に対応し、見
守りのネットワークにつなげていくため、見守りの専門機関の他、地域住民等の参加を得て、
多くの、さまざまな立場からの視点、機会を利用して、見守りを行っていくことが重要です。
　　

（見守りの対象者数の増加）
●地域で行われている見守りの多くは、一人暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯、日中独居の高
齢者、認知症の方などを対象としており、高齢者人口の増加により、見守りの対象者数は増加
しています。

（見守りの対象者の拡大・把握の困難化）
●さらに、近年の新型コロナウイルス感染症の流行下においては、これまで活発に活動していた
高齢者が、外出機会が減少し、フレイルが進行してしまう場合や、地域活動が停滞することに
より、引きこもり気味になってしまうなど、従来、見守りの対象とは考えられてこなかった高
齢者が、見守りが必要な状態になってしまう状況が生じ、見守りの対象者は拡大しています。
また、外出自粛や地域活動の停滞は、見守りが必要な人の把握を従来よりも難しくしています。
●今後は、見守り対象者数の増加に加え、これまでの見守り対象者の類型にとらわれず、真に見
守りが必要な高齢者を把握し、地域で支えていくことが必要になります。
●そのため、住民のより一層の見守りへの参加や、日常生活や、サロンや地域活動などの場で
の、日頃のコミュニケーションを通じた緩やかな見守りがますます重要になってくると言える
でしょう。
●また、家族や地域の中に見守りが必要な人がいることを日頃のコミュニケーションを通じて周
りに伝えていくことが、その人が必要なサービスを受けながら地域で安心して暮らしていくこ
とにつながります。

（近隣住民に見守られること等に拒否感のある人・地縁のない人）
●近隣住民に見守られること等に拒否感のある人や、地縁のない人を見守りネットワークにつな
げることも重要です。
●そのためには、高齢者本人やその家族、友人などに、民間の見守りサービスなど個人で利用で
きるサービスや、地域包括支援センター等の専門的な見守り機関や地域活動等の存在を周知し、
地縁に頼らない、見守られる側にとっての選択肢を示していくことも有効です。

2 見守りの対象者
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●�地域で行われている見守りは、大きく分けて、①緩やかな見守り、②担当による見守り、③専
門的な見守りの三つがあり、それぞれの長所を生かして、相互に機能を分担、補完し合ってい
ます。

〈見守りの方法〉

①緩やかな見守り

◦地域の様々な人や団体等が、日々の生活や業務の中で、幅広い人を対
象として「いつもと違う」「何かおかしい」と感じる人がいた場合に、
可能な範囲でケアをしたり、見守りの担当者や、専門機関等に共有、
連絡、相談するさりげない見守り

②担当による見守り
◦�民生委員・児童委員、町会・自治会、老人クラブ、住民ボランティア
等が担当と役割を決めて、定期的な安否確認や声掛けが必要な人を対
象として、訪問等を行う見守り

③専門的な見守り
◦�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等の専門機関が、支援
の拒否、家族による虐待、認知症など、困難な課題を抱えている高齢
者等を対象として、専門的知識を生かして行う見守り

●これらの三つの方法は、見守りの対象の幅広さや、見守りの程度、専門性等に違いがあり、そ
れぞれ長所があります。それぞれが補完しあって、効果的な見守りにつなげることが重要です。
●三つの方法は、見守りが必要な人の状況（持病をお持ちの方などリスクの有無、見守られるこ
とや支援に対しての拒否感の有無、地縁の有無等）に合わせて、様々な組合せで行われます。
●これらの見守りの手段として、訪問等による対面での見守りの他、電話や手紙、書面など、ア
ナログな手法を利用した非対面での見守りを併用することも有効です。
●加えて、ICT技術が高齢者にも普及してきています。総務省「令和2年情報通信白書　年齢階
層別インターネット利用の目的・用途（複数回答）（2019年）」によると、60歳～ 69歳の
51.7%、70歳～ 79歳の40.7%、80歳以上の42.8%がSNS（ソーシャルネットワーキングサー
ビス）を利用しているとの調査結果があります。
●これからは、スマートフォン等の端末が高齢者にも普及してきていることを念頭に、Ｅメール、
メッセージアプリやSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）などのICT技術を、非
対面での見守りや、日頃のつながりづくりに積極的に活用していくことも重要です。

3 見守りの方法

4



❶緩やかな見守り
　（緩やかな見守りとは）
●�緩やかな見守りは、地域の住民や団体等が、日々の生活や業務の中で、幅広い人を対象と
して「いつもと違う」「何かおかしい」と感じる人がいた場合に、可能な範囲でケアをしたり、
見守りの担当者や、専門機関等に共有、連絡、相談するさりげない見守り活動です。
●地域での幅広い「気付き」を目的としているため、見守りの主体や、見守りの対象者を特
定する必要はなく、様々な手段や場で実施できます。
●支援を拒否している人や、地域でちょっとだけ気掛かりな人など、定期的な訪問が困難、
又は比較的リスクの少ない人をさりげなく見守る場合にも有効
な見守り方法です。
●緩やかな見守りでの気づきを、担当による見守りや、専門的な
見守りに携わる人や団体に共有してもらうことも重要です。
●高齢者人口が急速に増加し、見守りが必要な方が増加する中、
見守りのすそ野を広げていくためにも、緩やかな見守りは、今
まで以上に重要性が高まっています。

　（緩やかな見守りの手段）
●緩やかな見守りには、日常生活でのコミュニケーションが有効です。
●日常生活を送る中で、住民同士が互いにさりげなく気遣い合い、見守り合う関係が緩やか
な見守りとなっています。
●高齢者が社会と関わり、生きがいを発見できるように支援し、高齢者が仲間と集い、趣味サー
クルやボランティア活動に参加することも、緩やかな見守りにつながります。生活支援コー
ディネーターが住民の地域活動を開発していくことも、緩やかな見守りの機会を増やすこ
とにつながります。
●「日常生活でのコミュニケーション」は対面に限るものではなく、電話や手紙、Ｅメール
の他、近年高齢者にも普及してきている、メッセージアプリやSNS（ソーシャル・ネットワー
キング・サービス）といった手段も有効です。
●緩やかな見守りとしては、以下のような取組が挙げられます。

▶…地域住民が、散歩や買物、地域での定期・不定期のイベントなどの際に、不特定の
人や住宅をさりげなく気に留める見守り。
▶近所の複数の住民が、「郵便受けに新聞がたまっていないか」「昼間でも電気がつい
たままになっていないか」など、外部からさりげなく確認する見守り。
▶行政と協定を結んだライフライン事業者や民間事業者が日常業務の中で行う見守り。
▶交流の場や、趣味のサークル、ボランティア活動に参加し、仲間と集うなど、高齢
者自らが社会に関わり、生きがいを見つけることにより実現する見守り。
▶趣味のサークルやボランティア活動において、欠席がちなメンバーに電話や手紙等
の手段で近況を聞くなどの連絡を取ることによる見守り。
▶電話や手紙、Ｅメール、メッセージアプリやSNS（ソーシャル・ネットワーキング・
サービス）を利用した交流による見守り。／等

5

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編



事例
紹介

生活支援コーディネーターによる
住民活動の立ち上げ支援(東京都足立区) 

住民の活動の場が自然な見守りに

●足立区の梅島・島根地域では、新型コロナウイルス感染症の流行の中で、高齢者の運動
の機会や居場所を確保するため、地域包括支援センターに所属する生活支援コーディ
ネーターが支援して、地域住民の自主的なウォーキングサロンを立ち上げました。その
サロンが自然な見守りの場にもなっています。また、生活支援コーディネーターが、絆
のあんしん協力員に登録しているサロンの運営者や参加者と連携することで、地域の見
守りに関連する情報を共有し、一体的に活動を行っています。

＜ウォーキングサロン立ち上げまでの経緯＞
•� 足立区の「孤立ゼロプロジェクト」の一環である「絆のあんしんネットワーク」（※）
の連絡会（生活支援体制整備事業の二層協議体でもある）では、高齢者の閉じこもりや
フレイルの前段階にある方が増加傾向であること、男性の地域活動への参加が少ないこ
と等を課題として感じていました。
•� 地域包括支援センターでは新型コロナウイルス感染症の流行の影響を受け、室内でのサ
ロン活動が困難になっていた現状を把握していたことから、課題を解決する手段として、
屋外での活動の実施を目指し、先行事例を収集するとともに、活動の担い手の発掘のた
め、地域での実態把握調査の中で、活躍している高齢者をリストアップしました。
•� リストアップされた5名の男性に集まっていただき、屋外活動の具体案を相談、検討し
たところ、この5名の方に活動の中心メンバーになっていただき、公園でのウォーキン
グを実施してみることになりました。将来的に自主活動に移行することを目標に、まず、
6回のウォーキングサロンを地域包括支援センター主催の介護予防教室として実施しま
した。
•� 介護予防教室としてウォーキングサロンを開催している間、運営の役割分担や負担感の
把握、民生委員等にサロンの周知に協力していただく等、自主運営化に向けた伴走支援
を行いました。
•� 7回目からは、住民の自主的な運営によるウォーキングサロンとして実施しました。引
き続き地域包括支援センターの生活支援コーディネーターは広報等において支援してい
ます。

＜ウォーキングサロンの概要＞
•� 地域内2か所の公園を拠点にして、それぞれ隔週でウォーキングサロンを開催（地域内
で毎週1回開催）しています。
•� サロンでは、ラジオ体操等、公園内でのウォーミングアップののち、参加メンバーの歩
くペースや体力に合わせ3つ程度のグループに自然と別れウォーキングをしています。

6



季節によってはお花見や大学の学食などを目的地に設定してウォーキングを楽しんで
います。
•� 参加者は、毎回15人前後です（男女比はおおむね1：1）。常連の参加者が随時友人を
誘うなどして、少しずつ、参加者が拡大しています。
•� 参加者の体力は年齢等に応じて様々ですが、杖を突いている方に対しても、運営メン
バーや参加者が自然にサポートする体制が生まれ、幅広い年齢層が参加しています。

＜サロンの見守りの機能＞
•� ウォーキングサロンの参加者は顔見知りになり、日頃からお互いに気遣い合う関係性
ができてきています。
•� サロンに参加していた方が欠席がちになった場合など、異変を感じた際には、地域包
括支援センターに連絡していただけるよう、意識を共有しています。

＜生活支援コーディネーターと見守り担当部署との連携＞
•� 足立区の「孤立ゼロプロジェクト」の一環である「絆のあんしんネットワーク」の連
絡会を、生活支援体制整備事業の二層協議体としての性質を併せ持つようにし、自治
体の孤立ゼロプロジェクトの担当部署である絆づくり担当課、生活支援コーディネー
ター、絆のあんしん協力員等が連絡会に毎回参加し、定期的、日常的に、見守りが必
要な人の情報、見守りに資する資源の共有を行い、必要な支援につなげています。

（※）「絆のあんしんネットワーク」
…足立区の「孤立ゼロプロジェクト」の一環として、地域住民や協力機関が連携し
て高齢者が抱える問題を早期に発見し必要なサービスにつなげることで、住み慣
れた地域で安心して暮らせるまちづくりを目指すネットワーク(P159参照)
https://www.city.adachi.tokyo.jp/chiiki/kizunanoanshinnetwork.html

ウォーキングサロンの活動の様子
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❷担当による見守り
（担当による見守りとは）
●�担当による見守りは、民生委員・児童委員、町会・自治会、老人クラブ、住民ボランティ
ア等が担当と役割を決めて訪問等により見守りを行い、見守りの対象者について可能な範
囲でケアをしたり、見守りの専門機関等に共有、連絡、相談する見守り活動です。
●定期的な安否確認や声掛けが必要な人を見守るために有効な見守り手法です。

（担当による見守りの手段）
●担当による見守りの体制は、対象者を見守る担当者を１：１で決めて行う方法、複数人でチー
ムを組み交替で見守る方法などが考えられます。
●１：１の見守りは、毎回同じ担当者が訪問等をするため、時間をかけて信頼関係を構築す
ることが可能であり、人との関わりが苦手な対象者などに効果的です。
●チームを組み交替で訪問等をする見守りは、見守られる側に、複数人から見守られている
という安心感を与えるとともに、見守る側も複数の目による気付きを得ることが可能とな
るとともに、一人で課題を抱え込むことがなく、見守る側に参加する人の負担を分散でき
る利点があります。
●担当による見守りを行っている団体等は、見守りを行っていることを可能な範囲で公表・
周知し、地域の人の「緩やかな見守り」により発見された、見守りの必要な人の情報が集
まるようにできると、より幅広い見守りが可能となります。
●担当による見守りとしては、以下のような取組が挙げられます。

▶�民生委員・児童委員や住民ボランティアによる1：1の見守り
▶老人クラブの友愛訪問活動
▶団地住民が「両隣を見守る」活動
▶電話や手紙、Ｅメール、メッセージアプリやSNS（ソーシャル・ネットワーキング・
　サービス）を利用した定期的な連絡等による見守り。／等

❸専門的な見守り
（専門的な見守りとは）
●専門的な見守りは、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等の専門機関が、アウ
トリーチや、地域の人による「緩やかな見守り」、担当による見守り等により発見された見
守りを必要とする人のうち、主に、支援の拒否、家族による虐待、認知症など、困難な課
題を抱えている高齢者等を対象として、専門的知識を生かして行う見守りです。
●見守りの必要な人に気づきやすい地域づくりを行うとともに、自ら、見守りの必要な人に
対して定期的な訪問等を行い、必要に応じて、行政、介護サービス、医療などの関係機関
につなぎます。
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（専門的な見守りの手段）
●見守りの必要な人に気づきやすい地域づくりのため、地域の緩やかな見守りのネットワーク
を発達させていくためには、電話や手紙、Ｅメールの他、近年高齢者にも普及してきている、
メッセージアプリやSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の活用を住民に促
していくことも有効です。

●見守りを第一の目的としてはいない、地域での定期・不定期のイベントや、日常的な交流の
場、趣味のサークル・教室、ボランティア活動などは、見守られることを意識せず住民が
集うため、見守りのネットワークに繋がりにくい人と接点を持てる機会でもあります。こ
うしたイベント等を見守りの場やきっかけとして活用できることを意識し、住民に働きか
けていくことも重要です。

●地域での見守り体制の構築・充実を推進し、幅広く、見守りが必要な人の情報収集を可能と
するためには、積極的に地域に入り、情報提供を受けられる関係性を築くことが必要です。

●また、地域において生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート
を行っている「生活支援コーディネーター」や、地域の多様な主体が地域づくりを進めて
いく協議の場である協議体と連携し、協力関係を築くことが有効です。

●訪問のほか、連絡手段として、電話や手紙、Ｅメール、メッセージアプリやSNS（ソーシャル・
ネットワーキング・サービス）を利用することや、緊急通報システムや生活リズムセンサー
などの機器、ICT機器を活用した見守りを組み合わせることで、24時間365日の安全・安
心の確保に大きな効果を発揮します。
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●�日常生活の中で、ICT（情報通信技術（Information�and�Communication�Technology）
を活用したツールやシステムの利用が進んでおり、緊急通報システムなど、一部の見守り活動
にも使われ始めています。
●スマートフォンで、電話やＥメール、メッセージアプリ、SNS（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）を利用できると、対面に限らず交流することができます。高齢者が健康上の理
由で外出できない場合や、遠隔地にいる場合などでも、つながりを継続できる利点があります。
●普段からスマートフォンを利用していると、いざというときに見守りのツールとして使えます。
これからは、スマートフォンやICT機器を、人のつながりやコミュニケーションのためのひと
つの道具として積極的に使っていくことが重要です。
●一般的には、高齢者はスマートフォン等の新しいツールが苦手、というイメージがあるかもし
れません。しかし、高齢者にもICTがだんだんと普及してきています（P4）。
●各地で、未経験者、初心者の方を対象とした教室等が開催されています。これらの受講を勧め
る等して、高齢者がスマートフォンに触れ、家族や友人とのコミュニケーションに活用してみ
るきっかけを作っていくことも重要です。
●ICTを活用したツールやシステムは、日々、進化を遂げており、可愛いロボットなど、人に温
かみを感じさせることに配慮した製品も出てきています。また、見守りのツールとしてだけで
はなく、社会参加のツールとなるなど、様々な可能性を秘めています。
●人と人とのつながりがなければ見守り活動はできず、見守りのすべてをICTで置き換えられる
ものではありませんが、こうした新しい技術を受け入れ、地域のコミュニケーションや、見守
りのネットワークのツールとして有効に取り入れられないか、検討する姿勢が求められます。

4 見守り活動へのICT（情報通信技術）の活用

ＩＣＴを活用した高齢者の見守り
(東京都稲城市) 

•� 稲城市では、今後の高齢者人口の増加、見守りの担い手の減少を見越して、一人暮らし
高齢者等の日常生活の不安を軽減し、引き続き住み慣れた地域で安心してお過ごしいた
だくことを目的に、対面による見守り体制を補完・強化するものとして、ＩＣＴを活用
した高齢者の見守り事業を実施しています（令和4年度から3年間の試行事業）。
•� この事業は、①通信機能と一体のＬＥＤ電球（「見守り電球」）を活用した見守り事業「稲
城市在宅高齢者見守り電球サービス」　②生活リズム等をモニタリングすることが可能
な見守りセンサーを活用した見守り事業「稲城市在宅高齢者見守りセンサーサービス」

ＩＣＴを対面による見守りの補完としてだけではなく、地域
での見守りを生むツールとして活用

事例
紹介
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の2つの柱から成り立っています。
•� この2つのサービスは、ＩＣＴ機器により検知した情報を、事前に設定したご家族や知
人・友人、隣近所の住人、民生委員・児童委員等の見守る方にメールでお知らせしたり、
見守る方がスマートフォンやパソコンで確認することができたりするものですが、市で
は、見守る方同士で連絡先を共有されることを推奨しています。
•� これは、見守られる方を中心に、ご家族や知人・友人、隣近所の住人、民生委員・児童
委員等の見守る方が相互に連絡先を共有することで、日頃から、見守る側、見守られる
側に囚われないコミュニケーションを生み、見守られる方を核とした地域での小さな見
守り体制がいくつも構築されることを目的としています。また、このことで地域の小さ
な見守り体制が見える化されることも期待しています。

○稲城市在宅高齢者見守り電球サービス
【内容】見守り電球を自宅トイレなどに設置し、点灯・消灯から高齢者の活動を検知。24
時間、点灯・消灯の動きがない場合、事前に設定したご家族や知人等の通知先へメールで
お知らせ（通知先は4名まで登録可能）。通知先の方がすぐに訪問できない時には、依頼に
応じて委託事業者（宅配便事業者）スタッフが自宅を訪問して安否確認。確認が取れなけ
れば市、地域包括支援センター、家族等と連携して本人の安否を追跡。
【対象者】市内在住の75歳以上の一人暮らし高齢者

○稲城市在宅高齢者見守りセンサーサービス
【内容】睡眠解析機能を持ったセンサーマットと温度湿度の異常を検知するセンサーを寝
室等に設置し、常時、登録されたご家族や介護事業者、友人等の支援者が、利用者の睡眠
や活動の状態をスマートフォンやパソコンで確認することが可能。また、温度や湿度の異
常を検知した場合は、プッシュ通知でお知らせするほか、利用者宅のエアコンを遠隔操作
して室温を管理することも可能。
【対象者】市内に住所を有する一人暮らしまたは日中独居の在宅高齢者で要介護認定及び
要支援認定を受けた者

（稲城市ホームページ）
・稲城市在宅高齢者見守り電球サービス
https://www.city.inagi.tokyo.jp/kenko/koureifukushi/koureisya_mimamori/
mimamori_denkyu.html

・稲城市在宅高齢者見守りセンサーサービス
https://www.city.inagi.tokyo.jp/kenko/koureifukushi/koureisya_mimamori/
mimamori_sensor.html
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高齢者等のデジタルに不慣れな方を対象としたデジタル
デバイド対策を推進

＜東京都内各地でスマートフォン体験会・相談会を開催＞
●デジタルサービス局では、デジタル技術を扱うことができる人とできない人との間に生
じる格差（デジタルデバイド）の是正に向けて、スマートフォン体験会や相談会を開催
しています。
●�スマートフォン体験会は教室形式で開催しており、スマートフォンの使用に慣れてい
ない高齢者の方に楽しみながら学んでいただけるよう、基本操作はもちろん、アプリの
インストールやＱＲコードの読み取り、SNSの使用方法まで一通り体験していただくと
もに、スマートフォンの安全・安心な使用方法まで学んでいただけるプログラムにして
います。また、希望される方には最大1か月の試用スマートフォン貸出を行っています。
●スマートフォン相談会では、日頃スマートフォンを使用する中での様々な困りごとの相
談をマンツーマンで受け付けています。例えば、QRコードの読込方法、Wi-Fiの接続
方法、ビデオ通話のカメラやマイクの使い方等、スマートフォンの使い方や操作方法に
関する疑問や不安に関する相談ができます。

＜TOKYOスマホサポーター制度＞
●令和4年度から「TOKYOスマホサポーター制度」を開始し、身近な人が身近な場所で
助け合うデジタル社会の実現に向けて、スマートフォンを地域で教える人材の育成に取
り組んでいます。
●TOKYOスマホサポーターは、スマートフォン操作のスキルを持つだけでなくデジタル
に不慣れな高齢者の方に寄り添いながらスマホに関する困りごとを解決するための人材
として、区市町村や地域主催のスマホ相談会などで活動しています。

デジタルサービス局の取組コラム

スマートフォン相談会の様子スマートフォン体験会の様子

12



TOKYOスマホサポーター
シンボルマーク サポーター募集・サポート依頼Webサイト

URL:�https://sumasapo.metro.tokyo.lg.jp
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●�高齢者等の見守りネットワークとは、地域住民、民間事業者、専門機関など、地域の様々な主
体が、それぞれの役割分担の下、相互に連携しながら見守り活動を行うことで、誰もが地域で
安心して暮らし続けられる体制が構築されている状況を指します。
●�高齢者等の見守りネットワークは、「区市町村」「地域包括支援センター・高齢者見守り相談窓
口」「地域住民」が、それぞれの役割に応じて構築するものであり、相互のネットワークが連
携することによって、はじめて有効に機能します。
●�高齢者等の見守りネットワークは、見守りのためだけに構築する必要はなく、地域の多様な主
体が、生活支援・介護予防サービスの提供される地域づくりを進めていく協議の場である協議
体も、高齢者等の見守りネットワークとして活用することができます。
●�また、見守りの直接の担い手ではありませんが、生活支援コーディネーターが行う地域資源の
開発やネットワークの構築は、見守りにおける「地域住民がつくるネットワーク」の構築に大
きな役割を果たすことができます。
●�地域の見守りネットワークに生活支援コーディネーターも加わってもらうことにより、既存の
地域資源や、生活支援コーディネーターが新たに開発した地域資源を見守りにも活用するとい
う視点も必要です。

5 見守りネットワークの仕組み
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社会福祉
協議会

 町会・
自治会

緊急通報
システム

NPO法人
ボランティア団体

民間事業者

ライフライン事業者

見守り・サービス・専門対応・強制介入

警察署

消防署
介護サービス
事業所医療機関

地域住民

個人情報共有のための取組

●個人情報保護審議会への諮問
●個人情報共有のためのルールづくり

人材育成

●地域包括支援センター、高齢者見守り
相談窓口の相談窓口担当者の育成・支援
●見守りボランティアの育成

広報・普及啓発

●地域の見守り活動を支援

1  気付き・共有

2  情報収集・対応調整

3  対応

基盤整備

地域課題の共有

区市町村がつくる
ネットワークの基盤

地域住民がつくる
ネットワーク

地域包括支援センター・高齢者見
守り相談窓口がつくるネットワーク

関係づくり・サポート

地域からの情報提供

見守りへの専門的な対応

様々な見守りの担い手による
地域の見守りネットワークづくり

ネットワークの基盤づくり

●見守りに関する庁内
　横断組織や検討体制
　づくり
●民間事業者等協力
　機関との協定の締結

見守りへの専門的な対応

気付き

住宅地の
町会・自治会

マンション
管理組合

それぞれの地域で、日常生活の
中でのさりげない見守り、サロ
ン活動、定期的な見守りなど、
様々な見守りを実施

民生・
児童委員

管理組合

見守りサポーター

生活支援コーディネーター

商店街

老人クラブ

フィードバック

趣味サークル
・ボランティア団体等

地域での日頃のコミュニケーション・支え合い

緩やかな見守り 担当による見守り

専門的な見守り

友人 
地域住民　等

企業　店舗
サービス　等

民生・
児童委員　等

NPO
地域団体　等

本人 家族

行政
専門機関

＜有効に機能する高齢者等の見守りネットワークの仕組み＞

ア　区市町村がつくるネットワークの基盤 ⇒
イ、ウの見守りネットワークが、それぞれの機
能を発揮するための支援基盤

イ　地域包括支援センター・高齢者見守り
　　相談窓口がつくるネットワーク

⇒
地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口
が、地域の様々な資源、住民を連携させて構築
する見守りネットワーク

ウ　地域住民がつくるネットワーク ⇒
団地や町会・自治会等の単位で地域住民自らが
地域で行うネットワーク（イのネットワークの
一員ともなります。）
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事例
紹介

総合的な見守りシステムの構築
（東京都立川市）

子どもから高齢者まで全ての市民が安心して生活できる
地域づくりの推進

＜取組の経緯＞
•� �立川市では、平成24年2月、3月に母子死亡事例、高齢母娘死亡事例が発生したことを
受けて、庁内の関係各課をメンバーとした検討組織を立ち上げ、総合的な見守りシステ

（1）区市町村がつくるネットワークの基盤
区市町村は、見守りネットワークの基盤を広域的に整備するこ

とで、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口などが機動
的かつ効果的に見守り活動を行えるように支援します。

❶見守りの仕組みづくり
　■庁内の組織横断的な連携体制の構築
•� 見守りネットワークは、高齢者に限らず、障害者や生活困窮者など、地域で支援を必要と
する全ての人を対象にすることが有効です。高齢者のみを対象とした見守り活動を行う場
合であっても、一人の高齢者の方が高齢福祉分野のサービスのほかに、障害福祉や生活福
祉の分野等のサービスを受けていることもあるため、庁内関連部署が十分に連携し情報共
有を行った上で、支援を行っていくことが重要です。
•� 災害発生時における要援護者名簿等、支援の必要な住民を把握している部署と連携し、個
人情報の取扱い等について必要な手続きを行ったうえで、既存の情報、ネットワークを高
齢者の見守りに活用することも有効です。
•� また、生活支援体制整備事業（生活支援コーディネーターの活動等）をはじめとする、地
域支援事業を実施する中で、各事業と連携して地域の情報を収集するなど、見守りのネッ
トワークづくりにつながる取り組みをしていくことも重要です。
•� このため、区市町村は、以下のような取組で、組織横断的な連携体制を構築する必要があ
ります。

◆庁内連携会議の開催
•� 高齢福祉、障害福祉、生活福祉、保健医療、子育て、消費生活、住宅等の関係部署が
一堂に会する組織横断的な会議を定期的に開催し、ネットワークの構築に向けた検討
や、各部署が保有する見守り対象者に関する情報を共有します。

6 見守りネットワークにおける各主体の役割
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ムの構築に取り組んできました。
•� これまでも、「子ども支援ネットワーク」「高齢者見守りネットワーク」「障害者虐待の
防止と養護者の支援」等に取り組み、それぞれの施策で見守り機能の強化を図ってきま
したが、組織横断的な見守りシステムを整備し、一層見守り機能の充実を図りたいと考
えています。
•� 現在、全ての市民が地域で安心して生活できるよう「地域の見守り情報をキャッチする」
「地域の見守りを育む」「新たな見守り網を紡ぐ」の三つを柱とした取組を実施していま
す。
＜地域の見守り情報のキャッチと庁内共通の対応体制＞
•� 地域住民が市民の異変を察知しても、年齢、家族構成、障害の有無など状況が複雑であ
ると、どこへ相談したらよいか分かりにくく、「気付き」の情報がそのまま放置されて
しまう可能性があります。そこで、平成25年４月から、安否確認の専用ダイヤル「見守
りホットライン」を設置し、通報・相談を24時間体制で受け付けています。
•� 見守りホットラインに入電した通報は、「高齢者」「子ども」「障害者」や「身元不明」
など対象者の属性に応じて、あらかじめ決められた担当課へ確実につながれます。
•� 市の代表電話や直接窓口などでキャッチした情報も同様に、それぞれの担当課が対応し、
通報内容、安否確認の状況と結果、対応終了までに要した時間などさまざまな項目を共
有ファイルに記録し、全庁的に管理しています。
＜「新たな見守り網を紡ぐ」ための取組＞
•� 子どもから高齢者まで全ての市民が、地域から孤立することなく安心して暮らせるよう、
住民の方々、市内で活動を行う団体や地域の事業者の協力の下、日常の生活や業務の中
で気付いた異変を連絡していただく「地域見守りネットワーク事業」を推進しています。
この事業の趣旨に賛同いただける協力団体、協力事業者を募集し、協定締結式を開催し
ています。
•� 協力団体、協力事業者は、ライフライン事業者を始め、医療、商工、通信、運輸、金融、
福祉、地域団体など多岐にわたり、現在92の団体、事業所と協定を締結しています。
•� この協定の締結を通して、地域全体の見守り意識の促進や見守り力の向上を図り、安全・
安心な地域づくりを推進していきます。

◆各種行政情報を一元化したシステムの整備
•� 住基情報や介護保険情報、障害給付受給状況、更には地域包括支援センターにおける
相談・経過情報等、庁内各部署が保有する情報を一元管理するシステムを構築し、オ
ンライン等により区市町村と地域包括支援センター・高齢者見守り相談窓口とで情報
共有します。この際、個人情報の漏洩や目的外利用など、見守り対象者の権利利益を
侵害する事態が発生しないよう、システム整備・運用に当たって適切なルールを定め
ておく必要があります。
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事例
紹介

墨田区地域包括支援センター支援システム
（東京都墨田区）

区の「地域包括支援センター支援システム」の情報を、高齢者みまもり相談
室（高齢者見守り相談窓口）、高齢者支援総合センター（地域包括支援セン
ター）と共有

＜システムの概要＞
•� �墨田区では、平成21～ 23年度に「高齢者みまもり相談室」を8か所設置し（民間委託）、
在宅高齢者の生活実態の把握と見守り、高齢者や家族からの相談対応、地域住民と連携
した見守り活動等の充実を図っています。
•� こうした中、平成23年度に個人情報の目的外使用の承認を個人情報保護審議会で得て、
平成24年度から、「地域包括支援センター支援システム」において、以下の情報につい
て、高齢者みまもり相談室、高齢者支援総合センターと共有しています。

墨田区地域包括支援センター支援システム
高齢者支援総合センター
高齢者みまもり相談室 高齢者みまもり相談室

◆住民基本台帳の情報
　・氏名　・住所　・生年月日
◆要介護認定を受けている人の情報
　◦被保険者番号　・要介護度
　◦認定有効期間

◆みまもりリスト
　○高齢者福祉課所管の関連施策の利用情報
　　◦配食サービスの利用有無
　　◦福祉電話の利用有無
　　◦救急通報システムの利用有無
　○介護保険サービスの直近の利用状況
　○障害者福祉課所管の関連施策の利用情報
　　◦障害者手帳の有無
　　◦障害者ヘルパーの利用有無
　　◦障害者通所介護の利用有無

◆相談対応、実態把握等を通じて入手した都度、入力する情報
　◦緊急連絡先
　◦自宅の電話番号　
　◦�支援経過の記録（高齢者みまもり相談室、高齢者支援総合センター、民生委員・児童委員等に
よる支援内容）

•� みまもりリストの登録情報の更新は、月に1回行っています。
•� 高齢者みまもり相談室の職員が地域に出向き、戸別訪問等を行う中で収集した電話番号、
緊急連絡先や、支援経過の記録は、高齢者みまもり相談室の職員が相談室の端末から随
時入力しています。特に「サービスを利用していない」「一人暮らしである」「要介護で
ある」等の「孤立死リスクの高い」人については、重点的に情報の収集と更新を行って
います。
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•� 地域包括支援センター支援システムにおける個人情報のセキュリティ管理は、職員ごと
に登録してあるID番号とパスワードを入力することで閲覧を可能としており、パスワー
ドは定期的に変更しています。
＜システムによる情報共有の効果＞
•� システムによる情報の共有化によって、例えば、新聞受けに新聞がたまっているのを発
見した近隣の人が高齢者みまもり相談室に通報し、相談室がこのシステムに登録されて
いる緊急連絡先に連絡を取り、了解を得てから室内に入り状況確認するなど、迅速な対
応ができるようになりました。
•� また、住民から通報があった際、介護保険サービスや、他の関連サービスの利用状況を
確認してから自宅を訪問し、必要に応じて担当部署と今後の対応方法を相談するなど、
庁内の連携もスムーズになりました。

•� 地域包括支援センター支援システムにおける個人情報のセキュリティ管理は、職員ごと
に登録してあるID番号とパスワードを入力することで閲覧を可能としており、パスワー
ドは定期的に変更しています。
＜システムによる情報共有の効果＞
•� システムによる情報の共有化によって、例えば、新聞受けに新聞がたまっているのを発
見した近隣の人が高齢者みまもり相談室に通報し、相談室がこのシステムに登録されて
いる緊急連絡先に連絡を取り、了解を得てから室内に入り状況確認するなど、迅速な対
応ができるようになりました。
•� また、住民から通報があった際、介護保険サービスや、他の関連サービスの利用状況を
確認してから自宅を訪問し、必要に応じて担当部署と今後の対応方法を相談するなど、
庁内の連携もスムーズになりました。

■見守りネットワーク会議の開催
◦�見守りネットワークを構成する関係機関・団体（地域包括支援センター、高齢者見守り相
談窓口、生活支援コーディネーター、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、見守りボラ
ンティア、ケアマネジャー、消防署、警察署、消費生活センター等）の代表者が集まる場
を設定し、各機関の活動状況について意見交換を行います。庁内連携会議（P16参照）と
合わせて開催すると、見守りの現場の様々な課題やニーズの吸い上げが可能となり、ネッ
トワークの基盤強化の観点から有効です。

■民間事業者との協定の締結
◦�電気・水道・ガスなどのライフライン事業者や新聞販売組合、宅配事業者などと自治体全
域にわたる広域的な見守りの協定を締結します。

■医療機関及び介護事業者との連携
◦�地域包括支援センター等が見守り活動を行う際、見守り対象者の入院・通院先である医療
機関から、必要な情報を提供してもらうことで、適切な支援が可能となる場合があります。
こうした地域包括支援センター等と医療機関との情報共有の体制について、医師会などと
あらかじめ相談・協議しておくことも重要です。このことにより、現場での対応がスムー
ズになります。
◦�同様に、介護サービス事業者に対しても、事業者連絡会等の場を活用して、地域包括支援
センター等への情報提供について協力を依頼します。

◆見守り主管部署の設定
•� 縦割りによる弊害を廃し、一元的な対応を行うため、庁内に見守りに関する主管部署
を設定することも有効です。主管部署が、見守りに関する相談に一元的に対応すると
ともに、高齢福祉、障害福祉、生活保護等の担当部署間で、見守りに必要な情報の共
有や迅速な対応を図るための調整を行うことで、スムーズな対応が可能となります。
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❷個人情報共有のための取組
　地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口及び民生委員・児童委員は、行政から個人
情報の提供を受けることなしに、その職務を遂行することはできません。このため、区市町
村は、見守り活動に必要な情報を、個人情報保護審議会に諮問するなどして、関係機関に提
供します。
このほか、個人情報保護条例の改正又は新たな条例の制定等の取組により、町会・自治会等
の見守りの担い手に個人情報を提供している自治体もあります。

❸人材育成
■地域包括支援センター職員、高齢者見守り相談窓口相談員の育成・支援
◦�見守り専門職の資質向上は、ネットワークの充実強化に直結します。このため、地域包括
支援センター職員及び高齢者見守り相談窓口相談員を対象に、見守りに関する専門的な研
修を行い、スキルアップを図ります。

■「見守りサポーター」の養成
◦�地域住民を対象に、地域で高齢者の異変に気付くことができる「見守りサポーター」を養
成する研修を行います。

❹権限の行使
　地域包括支援センターをバックアップするための情報収集として、戸籍・住民票等の公用
請求や福祉事務所長名での情報照会・協力依頼等を行います。そのほかにも、緊急対応のた
めの措置等による権限の行使として、老人福祉法による「やむを得ない措置」や成年後見制
度区市町村長申立て、高齢者の虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以
下「高齢者虐待防止法」といいます。）による立入り調査及び警察署長への援助要請、面会制
限等を行います。

❺見守りネットワークの広報・普及啓発
　自治体で行っている高齢者等の見守りの取組や、見守りが必要な人への支援体制を広報し、
高齢者等の見守りについての普及啓発を行って住民の認知度を上げるとともに、緩やかな見
守り・担当による見守りへの参加を呼びかけます。また、高齢者等の異変に気付いた際の連
絡先として、担当窓口の周知を行い、緩やかな見守り等による住民の気づきが、適切に担当
部署に伝達されるようにします。これらの取組により、住民の見守り活動や、地域包括支援
センター、見守り相談窓口等の専門機関の見守り活動、生活支援コーディネーター等による
地域住民の見守り活動の開発がスムーズに行われるよう後押しします。
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（2）地域包括支援センター、高齢者見守り相談
窓口がつくるネットワーク

　地域包括支援センター及び高齢者見守り相談窓口は、地域の見
守りの専門機関としての役割を担うとともに、担当圏域内で、様々
な地域資源と連携したネットワークを構築します。

　地域包括支援センターは、高齢者の地域での自立した生活を支える拠点として、介護保険法に規
定されている地域支援事業の中の「包括的支援事業」における地域包括支援センターの運営（①総
合相談支援業務、②権利擁護業務、③包括的・継続的ケアマネジメント支援業務）及び「介護予防・
日常生活支援総合事業」における「介護予防ケアマネジメント」を行うこととされています。
　見守りネットワークの構築は、総合相談支援業務に位置付けられ、地域における見守りの総合相
談窓口として、関係機関や地域住民とネットワークを構築し、見守り活動を推進する役割を担って
います。
　しかし、一部の地域包括支援センターにおいては、介護予防ケアプランの作成など、総合相談支
援業務以外の業務の負荷が大きいため、見守りの相談窓口としての役割を十分に果せていないとい
う現状があります。
　このため、東京都では独自の施策として、「高齢者見守り相談窓口設置事業」（平成22年度に開
始した「シルバー交番設置事業」を平成27年度に再構築）を実施し、アウトリーチによる見守りや
安否確認等の取組を推進しています。
　「高齢者見守り相談窓口設置事業」とは、高齢者の在宅生活の安心を確保するため、生活実態の
把握や関係機関と連携した高齢者に対する見守りを行うとともに、高齢者からの相談を受けて問題
解決に当たることを目的として、区市町村が主体となって実施するものです。
　高齢者見守り相談窓口の主な機能としては、次の三つが挙げられます。
①在宅高齢者の生活実態の把握、見
守り⇒アウトリーチによる高齢者
等の情報収集、安否確認など

②地域の組織・住民と連携した高
齢者見守りの実施（見守りネット
ワークへの参加・支援）

③在宅高齢者、家族等からの相談
窓口

　高齢者見守り相談窓口は、令和3年
度時点で、20区市町村102地区で設
置されており、地域包括支援センター
と連携して、見守り専門機関としての
活動を行っています。

地域包括支援センターの課題と高齢者見守り相談窓口設置事業の推進

≪高齢者見守り相談窓口設置事業≫
https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kourei/
jiritsu_shien/mimamori_soudan.html
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❶見守りの専門機関
　高齢者の総合相談窓口として、地域からの多様な相談に応じるとともに、見守りに関する
連絡を受け付けます。連絡・相談を受けた後は、速やかに状況を確認し、個々の高齢者の状
況に応じて、専門的な見守りや医療・介護サービスの提供など必要な対応につなげます。
　また、地域から相談が寄せられず支援につながらないケースもあることから、地域に存在
する隠れた問題やニーズを把握するため、戸別訪問等の手法で実態把握を行います。
　なお、高齢者見守り相談窓口が設置されている区市町村における、地域包括支援センター
と高齢者見守り相談窓口の役割分担については、いずれも、高齢者の総合相談窓口としての
役割を担いますが、介護保険サービスによる対応が必要な場合、又は虐待の可能性がある場
合などは、地域包括支援センターに引き継ぎ、対応していきます。

❷地域見守りネットワークの構築
　担当地域内の様々な地域資源と連携し、ネットワークを構築します。ネットワークは、
福祉事務所、警察署、消防署等の関係行政機関はもとより、民生委員・児童委員、社会福
祉協議会、町会・自治会、老人クラブ、ＮＰＯ法人、商店街等、様々な地域の関係者で構
成されます。
　また、見守りの直接の担い手ではありませんが、生活支援コーディネーターは、地域資
源の開発やネットワークの構築という点で、見守りにおける「地域住民がつくるネットワー
ク」の構築や情報収集にも大きく関わりますので、地域包括支援センターや高齢者見守り
相談窓口がつくるネットワークの構成員として加わってもらうことも有効です。
　これらの関係者が、高齢者等の異変に気付いた場合は、速やかに地域包括支援センター
や高齢者見守り相談窓口に連絡・相談が入るようにします。

❸地域における「見守り支援会議」の開催
　個別のケースについて、どのような見守りの方法で支援したらよいかを検討する会議を開
催します。会議には、民生委員・児童委員、町会・自治会、近隣住民、親族など、対象者を
取り巻く関係者が参加し、その人に合った見守りの方法や頻度、各自の役割分担などを決定
します。介護や医療が必要のない場合であっても、見守り等の支援が必要となるケースは多く、
見守りのみならず、配食や買物支援などの生活支援サービスと組み合わせた支援策を検討し、
地域の力によるサポートにつなげます。地域の生活支援サービス等の把握のためには、区市
町村等の所管部署や、生活支援コーディネーターとの協力体制の構築が有効です。
　（本会議は、本書において新たに位置付けるものではなく、従前から、地域包括支援センター
や高齢者見守り相談窓口で行われている個別事例を検討する会議及び打合せを指します。）

❹個別の相談から「地域の課題」を見い出し、解決策を検討
　個別の相談に対応する中で、同様の問題を抱えている高齢者が地域に多くいることが想定
される場合は、地域の現状等を総合的に判断した上で、相談の背後にある「地域の課題」を
見出します。
　また、この「地域の課題」を自治体内で共有し、自治体の所管部署とともに解決策・改善
策を検討します。
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事例
紹介

おおた高齢者見守りネットワーク：愛称「みま～も」
（東京都大田区）

〈取組の経緯〉
▶�「おおた高齢者見守りネットワーク（愛称：みま～も）」は、平成20年に、医療・保健・
福祉分野の専門職、民間企業、行政機関が手をつなぎ、地域の高齢者の安心・健康をテー
マに活動しています（令和4年10月現在、55事業所・施設・企業の協賛、4団体の後援を
得て活動）。地域の全ての人たちによる「見守り支え合いのネットワーク」と、専門機関
による「支援のネットワーク」の有機的な連携により、安心して暮らし続けられる地域
づくりを目指しています。

〈活動の主な内容〉
▶活動の主な柱は、以下の4点です。
①地域づくりセミナー
◦�地域住民に「気付き」の視点を伝え、身の回りの「異変」に気付くことができる人
を増やすことを目的として、コロナ禍でも定期的に開催し、70～ 80歳代の方が
多く参加されています。セミナーの内容は、介護予防や、いざというときの備えに
なるもの、身の回りの人の異変に気付くためのポイント等です。
◦�住民と地域の専門職が顔の見える関係を築き、元気なうちから地域包括支援セン
ターや専門機関の存在を知っておくことで、いざというときに相談しやすい環境づ
くりにつながっています。

②高齢者見守りキーホルダー
◦平成21年に、みま～もの地域づくりセミナーをきっかけに誕生した、「高齢者見守
りキーホルダー」は、平成24年4月より大田区の高齢者施策となりました。対象者
は65歳以上の区民の方で、緊急連絡先や医療情報などを登録し、登録番号の入っ
たキーホルダーを受け取ります。キーホルダーを持った方が、外出先で突然倒れ
るなど、救急搬送・保護された場合に、
24時間体制で情報提供が行えます。
◦登録者の情報は年に1回更新します。地
域包括センターに来所するか連絡を取る
こととしており、登録者と地域包括支援
センターが継続した関わりを持つことが
できます。

③みま～もステーション
◦�住民と専門職が日常生活の中で行き交う

地域の多様な団体、民間事業者、商店等が協力し合っ
て地域の見守りネットワークを構築

園児と高齢者がミニ菜園で交流
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場、住民にとって仲間がいて役割がある場として、平成23年4月から商店街の空き
店舗を活用した無料休憩所を利用し、行っているサロン事業です。各種講座や食事
会、体操教室、公園の花壇・ミニ菜園の管理や清掃、商店街との合同のイベント等
を行い、令和3年度は約200回開催し、延べ365名が参加しています。
◦�これらの活動の応援者である“みま～も
サポーター（サポーター）”として登録
している住民は35名。サポーターが講
師になる講座もあり、中でも「手話ダン
ス部」は、協賛施設などを訪問し、レク
リエーションの一環として入居者からも
大好評であり、またサポーター自身も、
社会参加・役割の創出の機会として介護
予防につながっています。
◦�平成27年6月からは、新事業「元気かあ
さんのミマモリ食堂」をスタート。毎週
金曜日、限定20食の500円ランチの提
供を通し、サポーターが、同じ地域に暮
らす住民という立場で、更に広い範囲の
住民に目を向け活動をしています。

④まちづくりが元気！おおた
◦�地域の企業や店舗が、まちづくりに向け
てのメッセージをステッカーに載せて、
地域に発信する事業です。例えば薬局で
は「血圧、体重、体脂肪測定がどなたで
もできます」など、地域住民に向けてのメッセージが込められたステッカーが、約
50か所に貼られています。

「手話ダンス部」がデイサービスを訪問

「元気かあさんのミマモリ食堂」の様子

（3）地域住民がつくるネットワーク
❶主体的に独自のネットワークを構築
　地域には、もともと住民による様々なネットワークが存在
し、主体的に独自の見守り活動を展開していることも少なく
ありません。例えば、団地自治会による見守り活動や、町会
主催のサロン、更には自主防災組織による要援護者リスト作
成など、様々な地域で、住民による自主的な見守り活動が行われています。
住民が近所に住む高齢者のことをさりげなく気に掛けているといった状態も、住民がつくる
ネットワークといえるでしょう。
　新型コロナウイルス感染症の流行による高齢者の外出自粛や地域活動の停滞は、地域のつ
ながりや支え合い機能に大きな影響を及ぼしており、住民同士がさりげなく気に掛けるよう
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大山自治会の取組（東京都立川市）

〈自治会の概要〉
・大山自治会は、東京都立川市の都営・上砂町1丁目アパートの住民自治組織です。（令
和4年3月現在、約1,600世帯、人口約4,000人。うち、高齢者約1,170人、独居高齢者
398人。高齢化率約30％）

・昭和38年の入居開始時から、団地の住民全員に対して、自治会への加入を義務付けて
いることから、現在も、自治会加入率は100％です。

・団地は29棟あり、棟毎に自治会の組織として区を設けています。1つの区は、おおよそ
50～ 60世帯からなります。

〈名簿の作成〉
・大山自治会では、「子どもの名簿（小学校1年生から中学3年まで）」、「高齢者（65歳以上）
の名簿」、「自治会全体の名簿」の3つの名簿を作成しており、傷害保険加入のために全
世帯の名簿への登載を義務付けています。（年1回更新する）

・また、一人暮らしの高齢者について、姿を見掛けなくなった、認知症の方が増えた等の
状況に早期に対応できるよう、一人暮らし高齢者の名簿も作成しています。安否が不安
な一人暮らしの高齢者がいれば、民生委員・児童委員を通じて状況を調べてもらうほか、
名簿に家族・親族を登録しているため、すぐに連絡を取るなどの対応を行います。

・名簿の管理は自治会事務所で行っており、事務所専属の職員が管理しています。これま
で一度も名簿情報の漏えいはなく、住民の信頼を得ています。名簿の更新は年に1回行っ
ています。

〈孤独死０対策〉
�・平成13年頃までは、団地内で孤独死がありました。若いときに自治会で一緒に活動し
た仲間が、一人で亡くなっていくことは寂しいことでした。仲間を孤立死させない運動
をしようと「孤独死0対策」を掲げ、活動を始めました。

・まず、「両隣の見守りネット」の活動を行いました。住民同士、自分の両隣2軒を見守る
もので、住民に一人一役を担ってもらいます。軽い負担で見守りの大きな効果が得られ

住民同士で見守り合うネットワークを自治会主導で構築

事例
紹介

な形の見守りが以前にも増して求められています。
　住民による見守りの機運を生活支援コーディネーターがサポートし、住民による新たな見
守りのネットワークを開発していく、ということも有効です。

❷見守り専門機関との連携・協力
　地域住民がつくるネットワークには、様々な気付きの情報が集まります。独自の見守りノ
ウハウを有しているネットワークもあります。こうしたネットワークが地域包括支援センター
や高齢者見守り相談窓口などの見守り専門機関と連携・協力し、情報を相互に共有することで、
地域の見守りネットワークがより充実します。
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ています。
・安否確認の一環として、毎月、訪問しての自治会費、管理費の集金を行っています。各
区に役員が7～ 8人おり、1人の役員が6世帯ほどを受け持ちます。

・毎月第一日曜日の清掃活動で、声掛け、安否確認を行っています。
・さらに、東京電力、東京ガス、水道局、新聞販売店4社との連携も行っています。前回
配達した新聞がそのまま残っていた場合、自治会に連絡をしてもらいます。電気、ガス、
水道についても、1か月使われていない場合、連絡してもらいます。いずれも、自治会
長の携帯電話や自治会事務所を連絡先としています。

・外出時には、両隣、又は役員まで連絡をしてもらっています。
・高齢者のたまり場として、サークル活動を行っています。（180サークル、870人が参
加しています）

・各号棟ごとに、「防犯・防災連絡員」を配置しました。
・自治会専用電話（携帯電話）を常設し、24時間体制で対応にあたっています。
・相談窓口は、月・水・金曜日の9時～ 15時に開設しました。
・こうした活動により、平成16年から、孤独死は0件となりました。
〈相談窓口〉
・自治会事務所には、専従の事務員を配置し、住民や事業者からの通報を受け付けている
ほか、自治会長が住民と協力して24時間365日、携帯電話で対応しています。さらに、
災害や事件時は、防犯防災連絡所が各棟にあるほか、防火女性の会、防災・防犯連絡員
など、必ずいずれかで連絡を取ることができる体制としています。

・また、月・水・金曜日の9～ 15時、土曜日の9～ 12時には、自治会事務所で住民の相
談窓口を開設しています。民生委員・児童委員、会長・副会長などが待機し、気軽に相
談できるシステムを作っています。

〈大山MSC（ママさんサポートセンター）〉
・�自治会だけでは、見守りが十分にできないため、平成11年に、母親が24人集まり、大
山ＭＳＣ（ママさんサポートセンター）を立ち上げました。子育て支援のほか、高齢者
見守りネットワークをつくり、希望者に対して登録制で安否確認を行っています。1人
のスタッフが高齢者3～ 4人を担当し、定期的に訪問するなどの活動を行っています。

〈住民によるサロン、クラブの推奨〉
・�自治会として、高齢者のたまり場を多く作ることを奨励しており、5人のグループがで
きれば、社会福祉協議会の「ふれあいサロン」という形をとり、補助金を受けながら、
サロンを運営しています。現在、19か所のサロンがあります。
・また、「創年クラブ」を立ち上げ、健康体操教室、脳
のトレーニング教室、料理教室、ハイキングクラブ
など、様々な分野を設け、やりたい人にリーダーを
務めてもらいます。「創年クラブ」は、高齢者・老人
という言葉を使わないなど、ネーミングにもこだわ
りました。
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町会・自治会、管理組合の皆さん、
あなたの地域でも見守り活動を始めてみませんか？

●�地域での見守り活動はちょっとした工夫で始めることができます。マンション、団地、
戸建て住宅地など、お住まいの地域の実情に合わせて、まずは、無理なく見守り活動を
始めてみませんか？　
　地域で行う見守り活動としては、例えば、以下のような取組があります。

1　見守りマップの作成
　◦�見守り活動をスムーズに行うために、見守りが必要な人、見守り活動に協力してくれ

る人がどこにいるのか、一目で分かるマップを作成することは、地域の現状を把握し、
見守り方法を検討する際に効果的です。

2　サロンの開催
　◦�住民同士の交流の場として地域に設置されているサロンは、高齢者と住民のコミュニケ

―ションの場となり、地域の様々な情報が集まってきます。「最近、顔を見掛けない」「様
子がいつもと違う」など、気掛かりな高齢者に関する情報が入った場合は、地域包括支
援センターや高齢者見守り相談窓口に連絡し、必要な支援へとつなげることができます。

地域で見守り活動を始めるには

・高齢者の事業団「愛の樹」を設立して10年になります。「愛の樹」は高齢者の仕事場づ
くりの活動をしています。（有償ボランティア活動）

〈自治会葬儀、終焉ノート〉
・主に一人暮らしの高齢者や高齢者のみ世帯を対象に、住民でよ
いお見送りをする、できるだけ経費を掛けない、葬儀の心配を
せずに看病に専念していただくなどを目的に、自治会葬を行っ
ています。

・葬儀を行うに際して、様々な問題が起こるため、平成21年度、
自治会で「終焉ノート」を作成しました。ノートには、自分の
病気、遺産・相続に関する情報、家族等の連絡先、葬儀の希望
などについて記入できるようになっています。

コラム

見守りマップの作成は、P54�②住民等の取組（見守りが必要な人の把握をしましょ
う）を参照

サロンの開催は、P53�②住民等の取組（住民同士が集まる場所をつくりましょう）
を参照
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3　住民同士の見守り合い
　◦�町会・自治会、管理組合などで、希望者を募り定期的に訪問する、又は緩やかな見守

りを行い異変に気付いたら役員などの担当者に連絡する等、住民同士で見守り合う活
動は、地域のつながりを強くするという点においても、大変有効な取組です。どのよ
うに見守り活動を行うかは、住民同士で十分に話し合って決めていきます。監視の関
係とならないよう十分配慮し、ほどよい近所付き合いの中で、お互いに気遣い合う関
係をつくっていきましょう。

4　会報や情報紙への活動記事の掲載
　◦�町会・自治会等の団体で発行している会報などに、見守り活動について紹介する記事

を掲載しましょう。見守り活動に特化した情報
紙を作成してもよいでしょう。こうした会報や
情報紙は、地域住民に対して継続して活動を周
知し、見守り活動への関心を高める上で非常に
効果的です。また、会報や情報紙を戸別に配布
する中で、同時に見守りを行うことができます。

地域の主な見守りの担い手とそれを支える機関等について

1　民生委員・児童委員
▪地域福祉に関する特別職の地方公務員としての役割
　�　民生委員・児童委員は、民生委員法及び児童福祉法に基づき、厚
生労働大臣から委嘱を受け、それぞれの地域で、住民の立場に立っ
て相談に応じています。地方公務員法の「特別職の地方公務員」に
位置付けられており、活動を行う上で必要な個人情報の提供を受け
ることから、民生委員法で守秘義務が規定されています。
▪地域住民の身近な相談相手
　�　地域住民の身近な相談相手として、定期的に見守りが必要な高齢者等を訪問するなどして、
安否確認や必要な支援の把握などを行います。相談の際には、地域包括支援センターや高齢
者見守り相談窓口などの総合相談窓口、各種制度・サービスについて情報提供し、支援へと
つなげていきます。
▪支援が必要な人の発見
　�　地域住民から、心配な高齢者等がいないか情報収集し、区市町村や地域包括支援センター、高齢
者見守り相談窓口で把握できていない「支援が必要な人」を発見します。支援が必要な人が見つか
れば、区市町村等と連携して対応方法を検討し、見守りなど、必要な支援へとつなげていきます。

住民同士の見守り合いは、P57�②住民等の取組（町会・自治会の日頃の活動から始
めて見守り活動につなげましょう）を参照
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▪地域住民の意識啓発、地域福祉の推進
　�　地域住民に対して、見守りに関する意識啓発を行い、緩やかな見守りが行われる環境をつ
くっていくことも重要な役割の一つです。
▪関係機関と連携した見守り活動
　�　見守りが必要な人に対して、区市町村や地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口な
どと連携しながら、定期的な訪問を行うなどして、継続した見守りを行います。

2　社会福祉協議会
▪福祉のまちづくりの実現
　�　社会福祉協議会は、社会福祉法に基づき、地域住民、関
係機関・団体が連携し、地域住民が住み慣れた地域で安心
して生活することのできる福祉のまちづくりの実現を目指
した活動を行います。地域団体、地域住民等に働き掛けて、
見守りに対する意識を啓発し、住民主導で見守りが行われ
る地域づくりを行います。
▪住民主体の見守り活動の支援
　�　見守りが必要な高齢者等に対して、地域住民が連携して支えることができるよう、地域団
体、地域住民に対して働き掛け、地域住民における見守りネットワークの構築を支援します。
例えば、サロン活動や配食サービスなど、住民主導の様々な見守りに関わる支援やサービス
を創り出していく支援を行います。

3　町会・自治会
▪地域コミュニティの中心的な存在
　�　町会・自治会は、地域住民によって自主的に組織された
団体です。一定の地域で、地域住民の助け合いにより、防
犯・防災、環境保全、住民交流など、様々な地域に関わる
テーマに取り組んでおり、地域コミュニティの中心的な存
在として、住民同士が支え合う「互助」の取組や、行政と
連携した活動を行っています。
▪自主的な見守り活動の実施
　�　町会・自治会では、様々な地域課題に取り組む中、地域住民の高齢化に伴い、高齢の住民
に対する支援の必要性を感じているところも増えています。気になる住民がいたら町会・自
治会の役員や担当者に知らせる仕組みを作ったり、自治会館などで、見守りを目的としたサ
ロンを開催するなど、地域に合った見守り活動を自主的に行うことで、よりきめ細やかな地
域での見守りが可能となります。

4　老人クラブ
▪老人クラブにおける見守り活動
　�　老人クラブは、仲間づくりを通して、生きがいや健康づくりを行う
とともに、高齢者の知識や経験を生かして、地域の諸団体と協働し、
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地域を豊かにする社会活動に取り組み、保健福祉の向上に努めています。
　老人クラブの活動の一つとして、友愛訪問など、定期的に　高齢者宅を訪問して、話し相
手となる活動が行われています。

▪地域の見守りネットワークとの連携
　�　地域で課題を抱える高齢者の発見やその後の見守りなどにおいて、老人クラブ会員のネッ
トワークや友愛訪問等の見守りに関わる活動経験を生かして取り組んでいます。また、地域
包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等が構築する地域の見守りのネットワークとも連
携し、その一員として重要な役割を果たしています。

5　NPO法人
▪様々な地域課題をテーマに活動
　�　ＮＰＯ法人は、特定非営利活動促進法に基づき法人格を取得し
た法人で、福祉、教育・文化、まちづくり、環境、国際協力など、
様々な分野をテーマに社会貢献活動を行っています。見守りに関
わる課題をテーマに、地域で専門性の高い活動を行っているとこ
ろもあります。
▪見守りに関わる事業運営とネットワークとの連携
　�　NPO法人では、サロンや居場所づくり、相談・情報提供、話し相手、外出支援、生活支援サー
ビス、人材育成など、見守りに関わる様々な事業が運営されています。地域包括支援センター
や高齢者見守り相談窓口等が、こうした活動を行っているNPO法人と連携することで、見守
りネットワークをより充実したものにすることができます。

見守りに関する活動を行っているNPO法人の情報を得るには？
　区市町村に、NPO支援センター、市民活動支援センター、ボランティアセンターなど
があれば、そこで地域で活動しているNPO法人、ボランティア団体の情報を得ることが
できます。区市町村にこうした機関がない場合は、区市町村の担当部署で把握している場
合がありますので、問い合わせてみるとよいでしょう。
　直接「見守り」をテーマとして活動している団体は少ないかもしれませんが、配食サー
ビス、サロン活動、生活支援サービスなど、見守りにつながる活動を行っている団体は数
多くありますので、「高齢者」などをキーワードに問い合わせてみましょう。

6　生活支援コーディネーター・協議体
▪生活支援コーディネーター
　�　生活支援コーディネーターは、区市町村が定める区域ごとに生活支援・介護予防サービス
の充実・強化及び高齢者の社会参加を推進するため、地域資源の開発や関係者間の連携体制
づくり、地域活動の担い手の養成等を行います。既存の地域団体等にサービスや活動を開始
するよう働きかけたり、新たな活動の立ち上げを支援する等、見守りをしていくうえで重要
な地域づくりの中核を担う存在です。
▪協議体
　�　各地域における生活支援・介護予防サービスの提供主体等、多様な主体が参画し、定期的
な情報共有及び連携強化の取組を推進する協議の場を「協議体」といいます。
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警視庁の取組

消費者被害防止活動、高齢者交通安全対策に関する取組、
ふれあいポリスの取組により、高齢者の見守りを推進

＜消費者被害防止に関する取組＞
•� �高齢者の消費者被害の中でも、特殊詐欺は大きな問題となっています。そこで、警視庁
では、特殊詐欺の被害を防止するために、協力が得られる企業、団体又は地域のボラン
ティアを「特殊詐欺被害防止アドバイザー」として委嘱しています。特殊詐欺被害防止
アドバイザーは、地域の防犯協会や交通安全協会の会員や金融機関の窓口係員、民生委
員・児童委員、生命保険会社営業職員、宅配業者配達員などが担っており、最新の詐欺
手口等が書かれた警視庁作成のチラシを窓口で配布するほか、戸別訪問時において特殊
詐欺の被害について話をするなど、日常業務を通じて注意喚起等をしてもらいます。
•� また、元女性警察官を「警視庁犯罪抑止女性アドバイザー」に委嘱しています。女性ア
ドバイザーは、元警察官の経験を活かして、特殊詐欺などの被害防止に向けた高齢者宅
への訪問活動や、金融機関における声かけ活動を行っています。

＜高齢者交通安全対策に関する取組＞
•� �都内の交通事故死者数の4割以上が65歳以上の高齢者となっています。（2021年12月
末現在）そこで、様々な手法や場所で交通安全対策を行っています。
•� 民生委員・児童委員の方々が活動の一つとしている高齢者宅訪問時に、高齢者の交通事
故防止に関するチラシを配布するなどの御協力をいただいています。
•� また、各地域で、高齢者の交通事故防止活動を行う交通ボランティアとして、警察署長
が「高齢者交通指導員」を委嘱しています。指導員は、警察官とともに高齢者が交差点
を横断する際の保護誘導や高齢者が多く集まる場所等で交通安全の啓発を行っていま
す。車のライトがあたると光る反射材シールを靴のかかと等に直接貼り付けるなどの活
動を通じて、夕暮れ時や夜間に交通事故に遭わないように呼びかけています。

＜ふれあいポリスの取組＞
•� 警視庁では、地域と密に連携し、地域住民の要望や地域の実情に合った警察活動を推進

「高齢者交通安全指導員」の活動の様子

コラム
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する警察官として「ふれあいポリス」を配置していま
す（2022年9月現在、都内23区9市55警察署に配置）。
ふれあいポリスは、同一警察署に長期間勤務している
ベテランの警察官が担い、「安全安心まちづくり」に向
けた自治体との連携や、高齢者や子供などの身近で発
生する犯罪・交通事故の防止のため、警察と地域住民
や行政機関等を結ぶパイプ役として活動しています。
•� 高齢者等の見守り活動においても、「ふれあいポリス」
は、地域住民や地域団体、地域包括支援センター等専門機関とともに、住民の暮らしに
異変がないか地域を巡回する、緊急時に住民の安否確認を行う、虐待が行われている疑
いのある世帯に対応するなど、地域の頼れる存在として活躍しています。

ふれあいポリスの活動の様子

要配慮者を対象とした住まいの防火防災診断を推進

＜高齢者を取り巻く現状＞
•� �令和3年中に発生した住宅火災（行為者不明を除く）のうち、高齢者が出火原因に関係
している住宅火災の件数は、住宅火災全体の約31.3％ですが、高齢者が出火原因に関
係している住宅火災による死者数は、住宅火災全体の死者数の約68.6％を占めていま
す。

東京消防庁の取組コラム

•� これは、高齢者が出火原因に関係している住宅火災が、高齢者以外が出火原因に関係し
ている火災に比べ、死者が発生しやすい、より危険な住宅火災であることを示していま
す。
•� だからこそ、高齢者の住宅火災を予防することは、とても重要なことです。次の項目に
住宅火災予防チェックリストを掲載しました。参考にしてください。
＜東京消防庁管内の全消防署で、住まいの防火防災診断を実施＞
•� 東京消防庁では、高齢者や障害者など、災害発生時に支援が必要な方のお宅を消防職員
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が戸別に訪問し、火災・地震・日常生活事故などの住まいに潜む危険のチェックと、改
善ためのアドバイス等を行う「住まいの防火防災診断」を管内の全消防署で実施してい
ます。
•� 診断の結果は、その場で「結果のお知らせ」という資料に記入し、訪問先の高齢者等に
手渡しています。その際は、「防火防災上どの点を改善したらいいのか」ということを
具体的にお伝えしています。

結果のお知らせ住まいの防火防災診断の様子

項番 内容 チェック

1 たばこ たばこを吸っており、寝具や床に焦げあとがあり、灰皿に吸殻をためた
り、直接ゴミ箱に捨てている

2 ストーブ ストーブの近くに洗濯物や燃えやすいものを置いている

3 こんろ こんろの周りに燃えやすいものを置いている

4 裸火 仏壇のろうそくに火をつける等、ライターやマッチ等を使っていて、付近
に焦げあとがある

5 コンセント
電気配線

コンセントにホコリが溜まっている

6 たこ足配線をしている

7 整理整頓 部屋に物が多く、雑然としている

その他の気になること

＜住宅火災予防チェックリスト＞
•� 過去の住宅火災のデータから、特に危険性が高いものを記載しました。
•� 高齢者や障害者のお宅に訪問する機会がある方々は、お宅に訪問したときに、以下の
チェックリストを参考に、確認してみてください。
•�「この人は火事を起こしてしまいそう」、「この人は火事が起きたら心配だ」「消防署員に
アドバイスしてもらいたい」そんな場合は最寄りの消防署に相談をしてください。
•� 東京消防庁の公式ホームページにおける電子学習室には、お部屋の住宅火災危険を
チェックできるコンテンツ「自分で住まいの安全チェック」もあります。「東京消防庁
電子学習室」で検索してください。

住宅火災予防チェックリスト
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消費生活センター等の取組

相談業務・出前講座やボランティアとの協働により
高齢者の見守りを推進

＜相談業務により高齢者の消費者被害に対応＞
•� 東京都及び区市町村が設置する消費生活センター（消費生活相談室）では、事業者に対
する消費者からの苦情や相談を受け付け、問題の解決に向けた助言、あっせんや情報提
供等を行っています。
•� 高齢者の場合、本人だけでなく、高齢者の家族やホームヘルパーなど見守りを行う方か
らの相談にも対応しています。
•� また、相談者との会話などから判断力が不十分と思われる場合は、地域包括支援センター
につなぐなど、高齢者の消費者被害の防止・解決に向けた支援を行っています。
＜出前講座により地域の見守り人材に対する情報提供を実施＞
•� 消費生活センターでは、目的や年代に合わせた各種講座の開催や消費者教育教材の作成な
ども行っており、消費者に対する普及啓発を積極的に推進
しています。
•� 取組の一つとして、「届ける消費者教育」である出前講座を
実施しています。出前講座は、区市町村の相談員や職員が
出張講座を行うもので、多くの自治会などで利用されてい
ます。内容は、高齢者に多い悪質商法被害の紹介や、高齢
者を見守る立場の方向けに気づきのポイントを講義するも
のなど、申込者の要望に合わせて様々です。

•� 東京都でも、東京都消費者啓発員を講師として派遣する出
前講座を実施しており、区市町村が出前講座を実施できな
い場合などにも対応しています。また、通常の出前講座と
は別に、高齢者を見守る立場の方向けの内容に特化した出
前講座を実施するなど、増加する高齢者の消費者被害の防
止に向けて活動しています。
＜ボランティアとの協働による啓発活動等を実施＞
•� 東京都では、大学の落語研究会や社会人の消費者啓発ボランティアグループと連携し、落
語・漫才・コントにより様々な消費者問題を伝える出前寄席を実施しています。楽しく、わ
かりやすく伝えることができるため、高齢者が参加する地域包括支援センターや老人会
の催しなどで多く活用されています。出前講座と出前寄席を組み合わせて実施するなど、
工夫して活用することも可能です。
•� また、消費者被害の防止に意欲のある住民ボランティアが、高齢者や高齢者の身近にいる
方などを対象に講座を実施するなど、住民と協働して啓発活動を行っている区市町村も
あります。高齢者の消費者被害は、親しい友人や日頃から接点のある人などが、ふとした
きっかけで気付くことが少なくないと言われており、高齢化の進展に伴って、このような
取組はますます重要となってきています。

コラム

地域包括支援センターでの出前講座の様子

老人クラブでの出前寄席の様子
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（1） 民間事業者との連携の重要性
●�高齢者等の日常生活でのささいな異変に気付くためには、様々な民間事業者の協力を得ること
が重要です。例えば、水道・電気・ガスの検針員、新聞配達員、郵便事業者、宅配業者などは、
定期的に高齢者等の自宅を訪問していることからいち早く異変に気付く可能性があります。地
域住民が日常的に利用するスーパー、コンビニエンスストア、銀行なども、来店時の異変に気
付くことができます。

（2）民間事業者との見守りに関わる協定の締結
●�このような気付きを相談につなげるため、民間事業者と見守りに関わる協定を締結することも
有効です。協定の内容は、区市町村が定めた連絡・相談先に、配達や集金など自宅を訪問した
際に異変を感じたら連絡する、店舗に来店した際に様子に心配な点があったら相談する、滞納
があった際に連絡が取れないなど心配なことがあれば相談するなどが考えられます。

（3）協定締結のポイント
●�民間事業者と見守りに関わる協定を締結する際のポイントは、
以下のとおりです。実効性のある協定とするためには、協定の
締結に先立って事業者と打ち合わせの機会を持ち、区市町村の
見守りの取組内容や方法等を伝え、協定で定める事項や留意点、
見守りの方法について、意識のすり合わせを行うことが重要で
す。

【協定締結先】
●�主な協定締結先として、以下が考えられます。地域の事業ごとの契約のほか、組合や連合会、
業界団体との締結も考えられます。区市町村内の事業者の状況を踏まえ、協力を得ていき
ましょう。

7 民間事業者との連携について

■ライフライン事業者
・電力会社
・ガス会社
・水道事業者（※）
■民間事業者
・新聞販売店、新聞販売組合、新聞社
・郵便事業会社、郵便局
・宅配事業者、運輸事業者
・牛乳販売店
・乳酸菌飲料販売店
・生活協同組合
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・農業協同組合
・配食サービス事業者・スーパー、コンビニエンスストア、商店、商店街・商店会
・銀行、信用金庫、信用組合、保険会社
・バス事業者、タクシー会社
・住宅管理会社
■医療・介護関連事業者
・高齢者福祉施設
・在宅介護サービス事業者
・医師会、病院、診療所
■地域団体等
・町会・自治会、町会・自治会連合会
・マンション管理組合
・老人クラブ連合会
・ボランティア団体、ＮＰＯ団体　／等
※東京都水道局では、23区及び多摩地区の都営水道を利用する市町の福祉部門と、
「行政による支援を必要とする者に係る情報の提供に関する協定」を締結し、連
携を図っています。

【協定で定める事項】
●��協定で定めておく事項例としては、以下が挙げられます。これらの事項について協定書を
作成し、取り交わしましょう。

①目的、趣旨
②対象者
③対象地域、活動範囲
④都道府県、区市町村の役割
⑤協定締結先の協力内容
⑥連絡範囲
⑦相談・連絡先
⑧免責事項
⑨守秘義務、個人情報の保護
⑩協定書の有効期間　／等

【協定締結の際の留意点】
●�民間事業者との協定締結の際の留意点として、以下の点が挙げられます。

協定書の文案は、P161「（1）民間事業者と自治体の協定書文例」を参照
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◆①連絡が必要な場合を明示
◦�どのような場合に連絡が必要なのかを具体的に明示する必要があります。日常業務の
範囲内での緩やかな見守りとなるため、「新聞がたまっている」「異臭がする」など地
域住民と同様の「気付き」が主となりますが、ライフライン事業者の場合は、「使用量
の大幅な変化」「料金滞納による供給停止」といった、事業者しか知りえない異変察知
の機会もあります。

◆②相談・連絡先
◦�区市町村の窓口に一本化したり、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等で
対応する場合は、事業所の所在地別に対応する連絡先を決めておくなど、出来る限り
特定しておく必要があります。夜間、土・日曜日、祝祭日の連絡先を明記しておくこ
とも重要です。
◦一方で、生命に関わる緊急性がある場合には警察、消防へ通報するよう依頼します。

〈相談・連絡先例〉
○日常生活に異変を感じた際の相談・連絡先例（訪問時／訪問道中）
◦区市町村担当部署、区市町村支所の担当部署
◦地域包括支援センター
◦高齢者見守り相談窓口
◦民生委員・児童委員　／等
○生命に関わる緊急性のある場合の通報・連絡先例
◦警察
◦消防

◆③免責事項の明示
◦�民間事業者が、訪問先等で異変に気付けなかった場合等も責任を負わないことを明示
するものです。このことで、事業者の協定締結への協力を得やすくなるとともに、責
任の範囲も明確になります。

〈免責事項の記載例〉
◦�○は、第○条第○項の規定による連絡を行ったこと、又は連絡を行うことができ
なかった場合であっても、生じた問題等について、その責任を負わないものとする。
◦�○は、高齢者等の異変に関する連絡の誤報について、その責任を負わないものと
する。

【見守り方法の提示】
●�協定書は、契約文書であるため、異変の判断基準や対応方法など具体的な内容を記載しに
くい面があります。そこで、別途、実施要項やマニュアルなどを作成し、その中で具体的
な見守り方法を明示する方法もあります。
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ライフライン事業者等との協定の締結
（東京都練馬区）

•� �区の高齢者人口約16万人のうち、一人暮らしの高齢者は、全体の約3割を占めており、
地域における日常的な安否確認等の見守りを必要としています。
•� 区は、平成15年度から高齢者見守りネットワーク事業を開始し、地域包括支援センター
支所を拠点として、町会・自治会や民生委員・児童委員、介護サービス事業者等と連携
し、緊急時の通報を受けるなど一定の成果を上げています。しかしながら、孤独死や徘
徊の件数は増加傾向にあります。そこで、区は、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮
らし続けられるよう、平成26年9月に、電気・ガス・新聞販売店・配食事業者等の高齢
者と接する機会を多く持つ多様な事業者等と「練馬区高齢者等見守りネットワーク事業
協定」を締結しました。
•� 協定は一人暮らし高齢者の方などを地域で見守ることを目的としたもので、訪問先のポ
ストに新聞や郵便物がたまっている、同じ洗濯物が干されたままである、などの異変に
気付いた場合、区の地域包括支援センターや警察、消防に速やかに通報してもらいます。
区は、通報に基づき、住民を特定し、安否確認など必要な対応を行います。

お互いに気付き合えるまちづくりをめざして協定を締結

事例
紹介

（4）協定締結後の取組
●見守りネットワークを十分に機能させるためには、協定締結後も、地域包括支援センターや高
齢者見守り相談窓口等が協定締結事業者との接点を持ち続け、お互いに顔の見える関係となり、
連携した活動を行うことが重要です。
●協定締結後も事業者に対して、見守りに関連する区市町村の新たな取り組みを紹介したり、見
守り関係者の連絡会に事業者が参加する機会を設けたり、協定に基づいた事業者の取組状況を、
対面、書面等で定期的に共有していくことなども有効です。

（5）協定を締結していない民間事業者への協力依頼
●民間事業者との関係づくりは、協定締結に限るものではなく、協定を結んでいない事業者に対
しても働き掛けていく必要があります。
●様々な機会を用いて、高齢者等の見守りの重要性や、区市町村の取組内容を民間事業者に伝
え、高齢者の異変察知のポイントや、異変を察知した場合の連絡先等を記載したチラシやパン
フレットを配布するなどして、民間事業者の日々の業務の中で高齢者の異変に気付いた際には、
すぐに相談していただけるよう、幅広く協力を求めていきましょう。
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章2第

見守り活動の
基本的な流れとポイント
●�見守り活動は基本的に、以下の図に示すように、「1　気付き・気付きの共有、連絡、相談」→「2
　情報収集・対応調整」→「3　対応」の流れで行われます。本章では、この流れに基づき、
それぞれのポイントについて解説します。
●�見守り活動の流れがスムーズに進むよう、地域の実情に応じて、地域での見守りの土壌づくり
や、情報収集・対応調整、対応の体制づくりを工夫する必要があります。

見守り活動の流れのイメージ

P40～

P73～

P78～
強制介入サービス見守り

気付き・気付きの共有、連絡、相談

専門対応
入院・入所

アセスメント

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

1  気付き・共有

2  情報収集・対応調整

3  対　応

対応の方法を決める

情報収集　対応調整

地域での日頃のコミュニケーション・支え合い

緩やかな見守り 担当による見守り

専門的な見守り

●地域包括支援センター
●高齢者見守り相談窓口　等

友人 
地域住民　等

企業　店舗
サービス　等

民生・
児童委員　等

NPO
地域団体　等

本人 家族

行政
専門機関
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（1） 異変への気付き（気付き・共有のガイドライン）
■多様な主体による気付き・気付きの共有、連絡、相談の重要性　
•	 見守り活動で最も重要なことは、異変への早期の気付きと専門機関による適切な対応で
す。そのため、地域の様々な主体が、高齢者等の異変に気付き、専門機関につなぐ（共有、
連絡、相談する）ことが望まれます。
•	 住民の異変にできるだけ早期に気付くために、地域包括支援センターや高齢者見守り相
談窓口は、地域住民や民間事業者と連携し、ささいな気付きでも共有、連絡してもらえ
る関係づくりや、気付いてもらえる仕組みづくり（地域の気付きの感度を上げる仕組み）
が求められます。

■気付き・共有のガイドラインの作成
◆対象や目的の明確化
•	 �気付き・共有のガイドラインを作成する際には、誰に向けたガイドラインなのか、といっ
た対象や、どういった場面で活用するのか、といった目的によって、記載内容を工夫
していきましょう。
•	 例えば、地域住民向けのガイドラインを作成するのであれば、気付きのポイントや共
有までのフローを複雑にしない、といった「分かりやすさ」を中心に工夫をすることで、
より効果的なガイドラインを作成することができます。

◆気付きのポイントの整理
•	 ガイドラインの場合、住民の見守りに対する感度を上げることを目的として気付きの
ポイントを数多く記載すると、かえって分かりにくくなり、実際には読んでもらえない、
活用されない、といったことが起こります。
•	 重要な異変に気付いた場合は、確実に共有するという観点から、数多くの気付きのポ
イントを示すのではなく、より重要と思われるポイントを整理して見せることが優先
されます。
•	 以下には、住民向けのガイドラインとして気付きのポイント例を示しています。より
分かりやすくするために、項目に合わせたイラストを用いるなどの工夫をしましょう。

1 気付き・気付きの共有、連絡、相談
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気付き・共有のガイドライン　＜気付きのポイント例＞

□�昼間でも電気がつい
たままになっている。

□�何日も同じ洗濯物が
干したままになって
いる。

□�郵便受けに新聞や郵
便物がたまっている。 □�異臭がする。

□�庭が荒れている。
□�家の中から怒鳴り声
がする、悲鳴が聞こ
える。

外観からの気付き

□�最近知らない人が出
入りしている。

□�家に閉じこもって、
ほとんど外に出てこ
ない。

□�顔色が悪く、具合が
悪そうに見える、急
に痩せてきたような
気がする。

□�今まで挨拶していた
のにしなくなった。

□�話がかみあわなく
なった、同じ話を何
回もするようになっ
た。

□�暴言を吐くなど、性
格が変わった。

対面での気付き

以下の項目に、１つでもチェックがついたら、「地域包括支援センター・高
齢者見守り相談窓口」に御一報ください（下記以外でも、異変に気付いた
ら共有をお願いします！）
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□��髪や服装が乱れてい
る、季節に合わない
服を着ている。

□�お店などで、勘定が
できない、同じもの
を大量に購入してい
る。

□�身体（顔や手足など）
にあざがある、あざ
があるが話したがら
ない。

□�認知症や寝たきりの
家族を抱え、介護者
が疲れている様子が
ある。

□�長い間、顔を見掛け
ない。

□�町内会、サロン、サー
クルといった地域の
集まりや行事にいつ
も参加しているのに、
急に来なくなった。

◆連絡先の記載
•� �住民が何か異変に気が付いたときの連絡先として、行政の担当窓口や地域包括支援セ
ンター、高齢者見守り相談窓口、民生委員・児童委員の連絡先を記載する必要があり
ます。なお、住民がどこに連絡したらよいか判断に迷わないよう、区市町村は、関係
機関と連携し、記載する連絡先を統一しておきます。ただし、意識の障害やけいれん
があったり、大量の出血があるなどの場合は、ためらわずに119番通報してから、上
記の連絡先に連絡するよう記載します。

よく見掛ける場所等での気付き
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（記載例）

気になることがあったら、「地域包括支援センター」にお電話ください。
　ご連絡いただいた内容が結果的に思い過ごしであったとしても問題ありません。ご
連絡いただいた方に不利益は生じません。匿名での連絡でも大丈夫です。
◆ ○△地域包括支援センター
　　�TEL�03-△△△△―△△△△　担当：○○、□□

もし、以下の様子があれば、至急、119番通報しましょう。
◎意識がない（返事がない）またはおかしい（もうろうとしている）
　◎けいれんがとまらない
　◎大量の出血を伴うけがをしている
　◎広範囲のやけどをしている
　◎冷や汗を伴うような強い吐き気がある
　◎物をのどにつまらせた
　◎交通事故や転落、転倒で強い衝撃を受けた
　◎その他、いつもと違う場合、様子がおかしい場合
※高齢者は自覚症状が出にくい場合もありますので、注意が
　必要です。

119番通報してよいか迷ったら、＃7119（携帯電話、PHS、プッシュ回線）へ（24時間年中無休）
　救急車を呼んでよいか迷った際の相談窓口として、東京消防庁では、24時間年中無
休で救急相談センターを開設しています。
＃7119に電話すると、医師、看護師、救急隊経験者等の職員が救急性を判断して、救
急車を呼んだり、近くの病院を紹介してくれたりします。

※ダイヤル回線電話やつながらない地域からは以下へ。
　2 3 区：03－3212－2323
　多摩地区：042－521－2323

（注）119番通報する症状例については、総務省消防庁「救急車利用リーフレット　高齢者版」
　　（https://www.fdma.go.jp/publication/portal/post9.html）から引用。　
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（2） 共有、連絡、相談しやすい体制の確保
●�地域住民等の異変への気付きが、相談窓口へつながるようにするためには、区市町村や地域包
括支援センター、高齢者見守り相談窓口等において、共有、連絡、相談しやすい体制が確保さ
れていることが重要となります。ここでは、そのための効果的な対応方法について整理します。

❶相談先の明確化
■相談先を一元化する
◦�地域住民が異変を感じた際に、すぐに相談できるよう、区市
町村は相談先を明確にし、地域住民に広く周知する必要があ
ります。
◦�相談先を一元化し、「何か気付いたことがあれば、この番号
にすぐ連絡を！」と日中・夜間別に連絡がつく電話番号を明
記することが効果的です。

❷効果的な周知
■分かりやすいチラシやパンフレットを作成する
◦�相談先を効果的に周知するために、地域住民向けに、見守り方法や連絡先について、分か
りやすく解説したチラシやパンフレットを作成しましょう。
◦�連絡した内容が結果的に思い過ごしであったとしても問題ないこと、連絡をした人に不利
益は生じないこと、匿名の連絡でも大丈夫であること等を記載すると、共有、連絡のハー
ドルを下げることができます。
◦�通報された人が、通報が間違っていた、あるいは不要だったとして、通報されたことを失礼、
迷惑に感じる場合もあるかもしれません。しかし、通報があることは、早い段階で安否確
認に繋がる、お互いを心配し合う地域であることの現れです。通報を不満に思う人に理解
を求めていくことも大事です。
◦�気持ちに訴える紙面づくりを行うために、以下のような工夫を行うと効果的です。

＜紙面づくりのポイント＞
•… 表紙や見出しに、「伝えたいポイント」を一言で表したキャッチコピーを置く。
•… 一番に伝えたいこと、次に伝えたいことなど、重要な順に文字の大きさや配置の仕方を変
えて表記することで、メリハリのある紙面にする。

•… 見守りの具体的な場面が思い浮かぶイラストを作成する。
•… どこへ連絡すればよいか、相談窓口の電話番号、所在地を分かりやすく掲載する。気軽に
連絡できる窓口であるというメッセージも添える。

•… 掲示したり、棚に置いたりするときに目立つよう、明るい色合いを使用する。
•… 携帯、掲示しやすいように、両面1枚とすることも効果的。目的に応じて、
ボリュームを検討する。

•… 地域住民にチラシやパンフレット等を配布する際には、いざという時にす
ぐに連絡してもらえるよう、例えばクリアケースにチラシを入れて配布し、
電話のそばに置いてもらうよう呼び掛ける。
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港 区 の チ ラ シ 例

府 中 市 の チ ラ シ 例

文字の大き
さ、配置を
工 夫 メリ
ハリを！

明るい色合いで
目立つように！

「伝えたいポイント」
が一言で表された
キャッチコピー

どこへ連絡すれば
よいか

わかりやすく記載

どこに連絡すれば
よいか

わかりやすく記載

「伝えたいポイント」
が一言で表された
キャッチコピー

明るい色合いで
目立つように！
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■地域関係機関に対して広報を実施する
◦�作成したチラシやパンフレットを活用して、地域で広報を行いましょう。
◦�広報先としては以下が考えられます。高齢者に関する団体だけでなく、企業や店舗、学校
など、地域の様々な主体や世代に周知していくことが重要です。
◦�また、一度限りでなく定期的・継続的に広報を行い、認知度の維持向上を図ることが重要
です。

＜広報先＞
…・町会・自治会（全戸配布、回覧板、会合への参加　等）
・マンションや団地の管理組合（全戸配布、回覧板、会合への参加　等）、管理人
・老人クラブ（会員への配布、会合への参加　等）
・民生委員・児童委員（会合への参加　等）
・小学校、中学校、図書館（お知らせ情報のプリントに掲載させてもらう　など）
・公民館、児童館（チラシ・パンフレットの設置　等）
・病院、診療所、介護関係のサービス事業所（チラシ・パンフレットの設置　等）
・スーパー、コンビニ、商店、銀行（チラシ・パンフレットの設置　等）　／等

■相談先が見つけやすいよう、目印となる看板や
のぼり等を設置する

◦�相談先の建物の入口に見守りの相談窓口だと一目で分かるように、
看板やのぼりを立てたり、ポスター等を貼っておくことも効果的
です。日頃から、建物の前を通りがかったときに目に入ることから、
「いざというときには、ここへ行けばよい。」と住民の記憶に定着させる効果があります。

入口に看板やのぼりを設置して、入りやすい工夫を事例
紹介

文京区の高齢者あんしん相談センター本富士分
室（地域包括支援センター）では、のぼりや窓
にセンター名を大きく表示

墨田区の高齢者支
援総合センター
（地域包括支援セ
ンター）では、ロ
ゴマークを表示し
た看板を作成し、
通行人から見やす
い位置に設置
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■住民に親しみやすく記憶しやすいネーミングにする
◦�気になることがあったときに気軽に相談できる場所がどこなのか、住民に分かりやすく示す
ために、相談機関のネーミングを親しみやすく記憶しやすいものにすることも効果的です。
見守り相談・連絡窓口を地域包括支援センターの一部門とする場合などは、見守りの相談・連
絡窓口として「地域包括支援センター内：みまもり相談窓口」などと設定してもよいでしょう。

＜高齢者見守り相談窓口の名称例＞
自治体名 高齢者見守り相談窓口名
港区 ふれあい相談室
墨田区 高齢者みまもり相談室
品川区 支え愛・ほっとステーション
荒川区 高齢者みまもりステーション
狛江市 こまほっとシルバー相談室

＜地域包括支援センターの名称例＞
自治体名 地域包括支援センター名
文京区 高齢者あんしん相談センター
世田谷区 あんしんすこやかセンター
板橋区 おとしより相談センター
江戸川区 熟年相談室
東大和市 高齢者ほっと支援センター
あきる野市 高齢者はつらつセンター

■“ささいな気付き”についての情報も伝えやすい場作りをする
◦�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口に、地域情報の掲示版を設置したり、コー
ヒーやお茶を飲むスペースを設けるなど、相談がなくても気軽に立ち寄れるような場を作
ることができると、そこへ集まる地域住民等と相談しやすい関係を構築することができま
す。地域の人が集まることで、ささいな気付きについての情報も集まりやすくなります。　

ふらっとカフェ（東京都八王子市）

•� 八王子市の館ヶ丘団地内の1階に設置されている高齢者見守り相談窓口「シルバーふ
らっと相談室館ヶ丘」は、相談室に「サロン（ふらっとカフェ）」を併設することで、
多くの住民が集まる場となっています。
•� 低廉な価格で本格コーヒーを提供するふらっとカフェは、「利用者それぞれの好みの濃
さに合わせた本格コーヒーを出してくれる店」として団地住民の評判を呼び、利用者が
増え、その中から「相談室」にも立ち寄って相談する人が出てきています。喫茶店を利

サロンで入れる本格コーヒーが好評！！
多くの住民が利用

事例
紹介
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用する感覚で気軽に立ち寄ることができるため、
「相談室」を利用するという“敷居”を下げる効
果を発揮しています。
•� また、ふらっとカフェを利用する住民が近隣住
民の様子などを情報提供してくれるため、見守
りに関する地域課題を把握することができます。

■区市町村の「暮らしの手引」等に相談・連絡先を掲載する
◦�見守りに関する相談先として、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口の連絡先を、
区市町村の暮らしの手引等の表紙・裏表紙等に掲載しておくことも効果的です。

❸開庁時間外の相談先の設置
■開庁時間外の連絡先を決める
◦�異変はいつ何時起こるか分かりません。住民に周知している連絡先が24時間対応の場合は
問題ありませんが、夜間、早朝等を開庁時間外としている場合は、その間、住民はどこに
相談したらいいのかについて、あらかじめ決めておく必要があります。
◦なお、時間外の相談受付体制については、夜間専用電話窓口を設置する、地域包括支援セ
ンター等の見守りの担当機関が連携して当番制で対応する（時間外相談窓口のネットワー
ク構築）、区市町村の当直から担当部局担当者に連絡する等の方法があります。

■時間外対応の役割分担を決める
◦�開庁時間外の夜間・早朝の連絡は緊急を要する内容が多いことが予想され、迅速な対応が
必要となります。よって、相談を受けた後の対応について、区市町村、地域包括支援センター
等であらかじめ役割分担を決めておく必要があります。

■各種関連機関に対して、相談受付機関の時間外対応体制について周知する
◦�さらに、警察、消防、民生委員・児童委員、ＵＲ都市機構、東京都住宅供給公社（ＪＫＫ東京）、
マンション管理会社など、同様の時間帯に相談の入る可能性のある機関に対して、区市町
村の時間外の対応体制について周知し、連携できるようにしておきます。

■住民に対して相談受付機関の時間外対応体制について周知する
◦�区市町村が作成する「暮らしの手引」や自宅に常備する「気付きのポイントと相談先パン
フレット」等に、時間外の対応体制について記載し住民に対して周知を図りましょう。

カフェコーナーで談笑する住民のみなさん
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安心見守り電話（東京都三鷹市）

•� �三鷹市では、誰もが住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすことができるように、
地域住民、民生委員・児童委員、地域包括支援センター、地域ケアネットワークや各家
庭を訪問することの多い民間事業者等の「見守り協力団体」などと協働で、子どもから
高齢者までの生命に関する緊急事態に適切・速やかに対応する見守りの仕組み、「見守
りネットワーク事業」に取り組んでいます。

•�「最近一人暮らしになり、引きこもりがちになった」などの『きざし』から「最近、姿が
見えなくて心配」「新聞や郵便物がたまっている」などの『気付き』を感じ、生命に危な
い兆候があり安否が心配なときに「安心見守り電話」に連絡してもらいます。生命にか
かわるような連絡の場合は、各担当職員が現場に行き、警察署、消防署（救急）、地域包
括支援センター、民生委員・児童委員などと連携しながら安否確認等の対応をします。
•�「安心見守り電話」は、24時間受付です。ただし、閉庁時（平日の午前8時30分から午
後5時15分まで以外の時間帯）は対応に時間がかかる場合があります。
•� 緊急を要する異変（応答があるが動けない、在室が明らかなのに応答がない、異臭がす
る…等）については、110番（警察）又は119番（救急）にご連絡いただきます。

子どもから高齢者までの緊急事態に適切に対応する見
守りの仕組みを整備

事例
紹介

（3） 気付きやすい地域の土壌づくり
●�気付きや見守りの難易度は、居住形態や地域によって異なります。例えば、オートロックマン
ションや集合住宅団地は、建物の外からの気付きや見守りが困難ですし、戸建て住宅において
も、住民同士の関係性が希薄な新興住宅地などでは、近隣での「緩やかな見守り」に期待する
ことが難しい地域もあります。
●管理人・管理組合が設置されていない集合住宅や町会・自治会が活発でない地域もあることか
ら、様々な社会資源の力を借りる工夫や行政の取組等も重要になってきます。
●ここでは、住民の気付きを速やかに見守り専門機関につなげるためには、どのような視点や工
夫が必要なのかを整理します。

❶地域包括支援センター・高齢者見守り相談窓口の取組
■地域住民との関係づくりを進めましょう
◦�緊急時に適切に対応するためにも、平常時から必要な情報を収集しやすい関係を住民とつ
くっておくことが重要です。
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〈関係づくりのポイント〉
•… まずは、地域に出て、住民と顔の見える関係を構築
します。例えば、地域のお祭り、イベント、サロ
ンなど、住民が多く集まるところに顔を出し、身近
な相談先として活動していることを知ってもらいま
しょう。
•… 住民からの様々な情報が集まりやすい組織（地域ケア会議、協議体、民生委員・児
童委員、町会・自治会、老人クラブ、ＮＰＯ活動、小地域福祉活動、管理組合等）
の会合に出席し、会合を通じての情報収集に加えて、積極的に見守り活動をアピー
ルすることも効果的です。
•… これらの組織やサロンなどでお茶飲みの機会などを設けてもらい、そこに定期的に
出掛けていくなど、情報収集の場や機会をコーディネートすることも必要です。
•… また、ごみが散乱し近隣から迷惑がられている家の片付けや、外出機会が限られて
いる高齢者の外出支援を行うなど、住民の困りごとに積極的に関わっていくことで、
住民からの信頼を得ることができます。
•… このように、多くの住民と関わることで、地域の一員として認知され、いつでも気
軽に共有、連絡、相談できる窓口として、地域包括支援センターや高齢者見守り相
談窓口が地域に浸透していきます。地域住民との関係づくりが進むことで、気掛か
りな人がいる際など、地域住民から情報提供を受けやすくなります。
•… 住民1人では地域包括支援センター等に共有、連絡するのを躊躇する場合もありま
すので、気掛かりな人の存在を住民の間で共有されるように働きかけることも、情
報提供を受けやすくするのに有効です。
•… さらに、個別の課題が発生した際に問題を共有し、様子を見に行く、情報を提供する、
緩やかに見守るなど、対応を行ってくれる人材を発掘し、地域の見守りのネットワー
クの構築につなげていきましょう。

■住民同士で緩やかに見守り合う地域づくりを進めましょう
◦�見守りは、地域住民による緩やかな見守りが土台となります。住民同士が緩やかに見守り
合う地域づくりを進めることも、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口の職員の
重要な役割となります。地域住民との関わりを通じて、お互いに気に掛け合う雰囲気が地
域の中にあるかどうかを感じ取り、地域に合った方法で住民主体の見守りを支援していき
ましょう。
◦例えば、町会・自治会、老人クラブ、地域団体など地域住民が中心となってネットワーク
づくりを行っていくための仕組みづくりの一環として、地域包括支援センターや高齢者見
守り相談窓口の職員が地域に赴き、将来の不安を解消するための講座や相談窓口の設置、
グループワークを行うことも有効です。近隣同士や友人などで、「緩やかな見守り」を行う
きっかけづくりを行うことができます。
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◦�町会・自治会、老人クラブなどで見守りが必要な人の把握が進んでいない場合には、地域包括
支援センターや高齢者見守り相談窓口が発行する情報紙やチラシを地域住民に個別配布し、見
守り活動に必要な情報を提供することで、ネットワークづくりのきっかけとします。紙面は、健
康や医療、行政サービスなど、その時々に、住民の関心が高いテーマを設定するよう努めましょう。

■定期的に訪問する民間サービス事業者・介護サービス事業者等と連携しましょう
◦�新聞や配食サービス、宅配業者など定期的な訪問を行う事業者の協力を得て、異変を察知
した場合に連絡してもらう体制を整えておくことも重要です。
◦�また、介護サービス事業者やケアマネジャーから、何か気になることがあった場合に連絡
をもらえるように日頃から関係を構築しておく必要があります。

■消費生活センターと連携しましょう�
◦�消費生活センター（消費生活相談室・消費生活相談窓口）は、都道府県・区市町村が設置
する行政機関であり、消費生活全般に関する商品、サービスについての住民からの苦情・
相談について、専門の相談員が受け付け、問題の解決に向けた助言・あっせんや情報提供
等を行っています。
◦�また、近年高齢者の消費者被害が急増している現状を踏まえ、消費者被害の未然防止や、
暮らしに役立つ情報の提供に加え、苦情・相談の事例や消費生活に関することをテーマと
した講座の開催等、啓発活動にも力を入れています。
◦�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、消費生活センターと密に連携し、高齢
者等をねらった消費者被害等の情報収集を行い、消費者被害の未然防止・早期発見に努め

「緩やかな見守り」を行うきっかけづくりとなる講座の内容例

◦�「エンディングノートに取り組もう」「将来のために準備すること」「介護にまつわるお金の話」
など、将来誰もが経験する可能性のある入院や介護に関する講座は、将来への備えとともに、
見守りの必要性について考える一歩となります。講座では、将来何かあったときにどうしてほ
しいのか、自分の意思を決め、身近な人に伝えることを勧めます。
◦�「緩やかな見守り」に関する講座では、「住民同士で何を見守るのか（観察の視点）」「異変に
気付いたら、どこにどのように通報するのか」をイラスト付きのシートにするなどして分か
りやすく説明します。また、シートを自宅の見やすいところに置いてもらうなどの工夫を併
せて紹介します。
◦�講座では、グループワークを行い、住民同士で意見を交換
する場を設けることも大切です。「自分が誰を見守り、誰
に見守ってもらっているかを意識化するワーク」「地域の
マップ作りを通して、見守りが必要な人がいないかを意識
化するワーク」などは、自分の地域に気になる人がいない
かを意識するためのきっかけづくりとして有効です。
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ましょう。また、消費者被害に遭った高齢者については、迅速かつ適切に消費生活センター
につなげることが重要です。

■地域のキーパーソンから情報を収集しましょう
◦�民生委員・児童委員等は、日頃の活動から、多くの地域の情報を収集、把握しています。地
域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、民生委員・児童委員や、生活支援コーディ
ネーターと地域の情報について共有するとともに、気になる人がいれば、様子を確認しても
らうなど、密接に連携していきましょう。
◦�その他、例えば、地域のキーパーソンや交番などにも、見守りに関わる様々な地域情報が
集積しています。このような地域のキーパーソンからどのように情報を得ていくかを考え
ることも重要です。

■区市町村による全戸訪問調査や機器見守りシステムを活用しましょう
◦�管理人や管理組合が設置されていないマンション又は町会・自治会等の活動が活発でない地
域においては、住民による気付きや見守りを補う方法として、以下のような、区市町村によ
る全戸訪問調査による実態把握や、機器・システムによる見守りシステムの導入が有効です。

区市町村による全戸訪問調査の例

①一人暮らし高齢者世帯、高齢者のみ世帯を対象とする生活実態調査
②介護保険計画策定のために3年に1回定期的に実施する高齢者実態調査
③認知症予防のための訪問調査
④熱中症予防対策における戸別訪問

①行政の緊急通報サービス
②�電気使用頻度やドアの開閉頻度、電気ポットの使用頻度、照明機器の使用頻度、人感センサー
等の情報に基づく機械見守りシステム

機器・システムによる見守りシステム

■管理会社や管理事務所に働き掛けましょう
◦�マンションの管理会社や集合住宅団地の管理事務所に、マンション及び集合住宅団地にお
ける見守りの必要性を伝え、居住者への相談窓口の周知や、居住者同士の見守り体制の構
築の可能性などについて、検討してもらうことも有効です。
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百草団地の取組（東京都日野市）

〈取組の経緯〉
•� �東京都日野市では、平成16年度から、「高齢者見守り支援ネットワーク」事業を開始し、
市民と行政の協働により、高齢者の見守り活動に取り組んでいます。
　�　まず、見守られることを希望する高齢者に対して、ボランティアによる1対1の見守
り活動をスタートしました。その活動が軌道に乗ってきたので、さらに踏み込んで、自
ら手を挙げない人への見守りを行っていこうと、サロン活動に取り組むこととなりまし
た。
•� そこで、平成19年、高齢化の進んでいる百草団地において、百草団地自治会が中心と
なり、民生委員・児童委員、商店街、UR都市機構、日野市とともに「ふれあいサロン」
の開設準備を始め、「百草ふれあい協議会」を立ち上げました。そして平成20年4月、「百
草団地ふれあいサロン」が開設しました。

〈サロンの特徴、活動内容〉

事例
紹介

団地自治会や行政が協働で協議会を立ち上げ、
空き店舗でサロンを運営

❷住民等の取組
ア�町会・自治会等の取組
■どんなささいなことでも、相談窓口へ連絡しましょう
◦�郵便受けに新聞や郵便がたまっている、しばらく見かけない等、住民の異変を少しでも感
じたら、どんなささいなことでも構わないので地域包括支援センター、高齢者見守り相談
窓口等の見守りに関する相談窓口へ連絡しましょう。

■住民同士が集まる場所をつくりましょう
◦�集会所や共有スペースがあれば、町会・自治会でサロンを行うことも有効です。
◦�住民同士が気軽に集まって、お茶を飲みながら雑談をする機会を作る中で、地域で気にな
る人がいる、サロンに来ていない人の様子を後で見に行くな
ど、自然と「気掛かり」な情報を交換し合う場が生まれます。
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■見守りが必要な人の把握をしましょう
◦�町会・自治会で、住民名簿を管理することも見守り活動につながります。年齢や世帯の情
報が分かれば、高齢者の一人暮らし世帯、夫婦のみ世帯などを記載した見守りマップを作
成することができます。
◦�マップ上で住民の年齢や世帯状況を色分けすると、地域の高齢化の状況や、見守りが必要
な状況が一目で分かるため、見守り活動の検討に有効です。住民の危機意識の共有にもつ
ながります。
◦�こうした名簿やマップの取扱いには十分な注意が必要です。町会・自治会の事務所内の施
錠できる場所に保管する、又はコピーは厳禁として会議の際に見るだけとするなど、情報
の管理方法を決めておく必要があります。
◦�作成したマップは、災害時に避難誘導が必要な人がどこにいるか一目で分かるため、災害
時の要援護者に関する情報としても活用することができます。

個人情報の管理はP125「第4章　個人情報の適切な共有について」を参照。

•� 当サロンは、百草団地の中心地、住民が足を運
びやすいショッピングセンター内にある空き店
舗を活用して開設しました。
•� 住民がサロンに興味を持ち気軽に立ち寄っても
らえるよう、お茶やコーヒーを出すだけでなく、
コンサートや地域住民が作品を持ち寄っての展
示会を開催するなど、サロンスタッフが工夫を
凝らした活動を行っています。
•� また、男性高齢者にも多く立ち寄ってもらうた
め、窓側の外から見えやすいところで、囲碁や
将棋を行うなどしています。その結果、男性の
利用者が多いことも特徴となっています。
•� その他に、大学生との交流活動など、様々な世
代の人の参加もあります。
•� このようにサロンを中心に、多様な世代の住民
同士顔の見える関係づくりが進んでいます。

商店街の一角の明るく暖かい雰囲気の
看板などが目印です。

用事のついでにふらっと立ち寄った人、
囲碁を楽しむ常連さんなど、いつも多くの
人でにぎわっています。
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集合住宅団地の住民マップ作り

①　自治会役員が、各住戸を訪問し、マップ作成の趣旨とともに、世帯人数、世帯員の年齢、性
別等を記入する用紙を配布します。
収集する情報は、自治会で見守りが必要と思われる世帯を把握するために必要な項目を設定
します。ただし、項目数が多かったり、プライバシーに関わる情報を設定すると、回収率が
悪くなるため、最低限必要な項目にとどめておきます。

②　数日後、用紙を回収し、「65～ 74歳の一人暮らし高齢者世帯」「75歳以上の一人暮らし高齢
者世帯」「65～ 74歳の高齢夫婦のみ世帯」「75歳以上の高齢夫婦のみ世帯」など、見守り
が必要となるリスクの高い世帯を設定し、団地のマップに色分けして落とし込んでいきます。

③　現在の状況だけでなく、そのまま居住した場合を想定して年齢を追加し、5年後、10年後のマッ
プを作ってみることで、将来の姿を予測することもできます。

〈マップ例〉
501 502

●
503
●

504
●

505

401
●

402
●

403
●

404 405

301 302
●

303 304
●

305
●

201
●

202
●

203 204
●

205

101
●

102 103
●

104 105

●65～ 74歳の一人暮らし高齢者��●75歳以上の一人暮らし高齢者��●65～ 74歳の高齢夫婦のみ世帯
●75歳以上の高齢夫婦のみ世帯� （資料）東洋大学�小林研究室
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介護者サポートネットワークセンター・アラジンの取組
（地域資源マップ作り）

〈地域資源マップの概要〉
•� �NPO法人介護者サポートネットワークセンター・アラ
ジンでは、杉並区馬橋地区を対象に、地域の認知症高
齢者や介護家族の生活応援を目的とした地域資源マッ
プ作りを行いました。
•� �マップには、認知症高齢者の生活を応援する機関、団
体、商店などのほか、「オススメ散歩コース」「配達可
のスーパー」「車いす可の美容室」など外出を支援するための情報や介護家族にとって
有益な情報を掲載しています。マップは、町会、民生委員・児童委員等の協力を得て、
直接、地域住民へ配布しました。

〈作成に当たってのポイント〉
•� �地域資源マップを作成するに当たり、地域の協力を得るため、まず、該当地区内の9町
会長を個別に訪問しました。地域の高齢者の様子、町会の活動内容、民生委員・児童委
員との連携状況、町会内で困っていることなどについて聞き取りを行った後、地域資源
マップに対するニーズを把握し、協力を依頼しました。
•� �地域の理解、協力を得た後、検討組織として、対象地域の町会長、地域包括支援センター、
民生委員・児童委員、区担当課からなる「地域会議」を設置しました。さらに、「地域会議」
の下に、実際にマップ作りを行う作業部会（地域資源マップ作り作成チーム委員会）を
設置しました。作業部会のメンバーは、アラジンのスタッフと住民ボランティアです。
•� �作業部会では、地域資源マップ作成に当たり、まず、以下の四点について、明確にしま
した。
　　①誰のためのマップなのか（対象者の設定）
　　②マップにどのような地域資源を掲載するか（テーマの設定）
　　③どこに普及させるのか（配布先の設定）
　　④地域をどこに絞るか（対象地域の設定）
•� �①～④を決めた後、対象地域の街歩きを、作業部会のメンバーで1グループ6～ 7人、
3グループ程度に分かれて実施し、情報収集を行いました。
•� �マップ作成は、「見やすく」「伝わりやすく」「文字を大きく」の3点に気を付けました。
一つのマップの中に情報を詰め込み過ぎてしまうと、読みづらくなってしまうため、本
当に伝えたいことに焦点を絞って情報を掲載することが重要となります。

〈地域資源マップの効果〉
•� �取組の効果として、マップを見た高齢者や介護家族が買い物や散歩に出掛けやすくなる
など、地域住民の役に立っています。

地域資源マップ作りにより地域ネットワークづくりを推進

事例
紹介
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•� マップ作りの活動を通じて、地域の関係者同士、お互いの活動を知ることができたほか、
地域課題の共有も進んだことで、地域のネットワークづくりにつながりました。

■�町会・自治会の日頃の活動から始めて見守り活動につなげましょう
◦�日頃の町会・自治会の活動の中にも、例えば以下のように住民同士の見守りに活用できる
ものがあります。これらの取組から始めて、地域全体での見守り体制が構築できるよう活
動へとつなげていきましょう。

▶…町会・自治会費を訪問して徴収する（原則訪問徴収とする、まとめて回収せず毎月
とする／等）。
▶…手渡しで回覧板を回す（ポスト等に入れない）。
▶…清掃活動や花壇の手入れといった町会・自治会
の環境整備活動の際に様子を見る（欠席者は活
動終了後に様子を見に行く）。
▶…町会・自治会の広報紙を手渡しで配布する。
▶…要援護者マップの作成や防災訓練をきっかけと
した見守り活動を行う。　／等
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大島四丁目町会による見守り活動
（東京都江東区）

•� �江東区の大島四丁目町会は、戸建てを中心とした
約450世帯の町会で、そのうち150世帯が老人ク
ラブに加入している、高齢者が多い町会です。
•� 平成27年度に区で行っている「高齢者地域見守
り支援事業」サポート地域の指定を受け、町会、
老人クラブと協力をしながらサロン活動を開始し
ました。コロナ前は手づくりの食事会やカラオケ
などで40名ほどが活発に集っていました。
•� コロナ禍となり、手作りマスクの配布や励ましの手紙のお届けなど工夫を凝らしました
が、他に何か皆さんの笑顔が見られることはないだろうかと考えていました。
•� そこで区内で見守り活動を行う住民の方に相談したところ、「地域を元気に」の視点か
ら高齢者に限定しない活動をしてみようということとなり、地域に愛されている大島四
丁目公園をコミュニティガーデンにすることを決めました。早速手続きを進め、皆で協
力をし合いながら、あっという間に素晴らしい花壇が出来上がりました。
•� 花壇には高齢者に限らず人が集い、皆さんが進んで花のお世話を手伝ってくれます。花
植えの際には近隣の保育園に声をかけ、子どもたちが花の水やりに来てくれるなど、こ
れまでにはなかった新たなつながりも生まれました。
•�「花壇のこの場所、以前は何だったか…、もう思い出せないね！」きれいな花を眺めな
がらこんな会話を楽しんでいます。

「地域を元気に」、高齢者に限定しない見守り活動

事例
紹介

■消費者被害防止の取組を進めましょう�
◦�近年急増している高齢者をねらった消費者被害の未然防止・早期発見のため、消費生活セ
ンター等が実施する消費者被害防止に関する講座等に参加し、その情報を住民同士で共有
し合う機会を設けることも効果的です。
◦�また、住民で消費者被害が疑われる方がいる場合は、適切に消費生活センターに連絡しま
しょう。

■地域包括支援センター等と一緒に見守り方法を検討しましょう
◦�日常的に居住者と接する中で、少し心配な人がいる、高齢者の一人暮らしで家賃滞納があ
る等、見守りが必要だと思われる人がいる場合には、地域包括支援センターや高齢者見守
り相談窓口に相談し、一緒に見守り方法を検討しましょう。
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◦�町会・自治会の会合に地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口の担当者を招いて、
これらの相談窓口の活動内容や見守りの必要性、見守り方法などについて継続的に講座を
開いて説明してもらうことも有効です。

■緊急時の連絡先を決めましょう
◦�町会・自治会の中には、休日・夜間・早朝も、住民からの
緊急の連絡に対応している団体もあります。
◦�特に、行政の相談窓口が休日や夜間に対応していない場合、
いつでも相談できる連絡先が身近な地域にあると、住民に
大きな安心感を与えます。

常盤平団地の取組（千葉県松戸市）

•� 常盤平団地では、「緊急時の通報ネットワーク体制」（孤独死110番）を整備しています。
これは、住民が、新聞や郵便物がたまっているなどの異変に気付いた際、直ちに連絡で
きる相談窓口です。午前9時から午後6時まで連日対応しています。
•�「孤独死110番」の連絡先は、まつど孤独死予防センター（団地地区社会福祉協議会の
事務所に設置）、又は団地自治会会長と団地地区社会福祉協議会会長のそれぞれの自宅
の電話番号となっており、各会長は連絡を受けると、ＵＲ都市機構、警察、民生委員・
児童委員等に連絡を取り、現場に駆けつけるなど、迅速に適切な対応を行います。
•� �別途、常に住民の「困ったこと」に配慮し、通報・相談に応じる「平常時の通報ネット
ワーク」も整備しています。窓口は、団地自治会と団地地区社会福祉協議会の事務所です。

異変に気付いた際、ただちに連絡できる「孤独死110番」
を設置

事例
紹介

■行政の相談窓口を周知しましょう
◦�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口、消費生活センター等の相談窓口について
住民に知ってもらうため、回覧板や掲示等で情報提供に努めましょう。

イ 集合住宅における管理人・管理会社の取組
■�居住者と日常的にコミュニケーションを取りま
しょう

◦�居住者を見掛けたら挨拶を交わしたり、さりげない会話を
するなど、居住者と日常的なコミュニケーションを取るよ
う心掛けることで、元気がない、いつもと様子がおかしい
といった、ささいな異変にも気付きやすくなります。日常の中で気付き合い、見守り合う関
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ＪＫＫ東京（東京都住宅供給公社）の取組

•� ＪＫＫ東京では、居住者の緊急時に迅速に入室して安否確認できるよう、職員向けに「入
居者の安否確認要請への対応マニュアル」を定めています。
•� 安否確認に際しては、迅速な入室を基本とし、入室判断の具体的な基準を三つに分けて
設定しています。

（1）次の①～④の項目のうち、一つでも該当する場合、直ちに入室
①家族・親戚、警察・区市町等の官公署、担当する介護事業者から入室依頼がある。
②室内から応答があるが、扉が開かない。
③対象世帯が室内に在室しているのが明らかであるが、応答がない。�
④室内から異臭がする。

（2）次の①と②に該当する場合、直ちに入室
①住宅の状況

•� 応答がないのに、テレビが付きっ放し、昼間なのに室内の照明が付きっ放し、
などがある。
•� 郵便物や新聞がたまっている。
•� その他通常の生活と相異する異変の情報がある。

②世帯の状況
•� 対象世帯の世帯員が高齢で、普段長期に不在にすることがない。
•� 対象世帯の世帯員に障がい者がいる。
•� 対象世帯の世帯員に、生命に係わる持病（人工透析等）や要介護（寝たきり、
認知症等）の情報があるが、入院等の情報がない。
•� 生活を支える世帯員が一人のみで、他の世帯員が高齢・幼少などで自ら救出
を求めることができない。

（3）再調査時に、次の①と②に該当する場合、直ちに入室
①現地調査以外の調査において、対象世帯の状況が分からない。
②①の調査後、直ちに現地で行う再調査の結果、対象世帯の状況に変化がなかった（水
　道メーターの動きがなく、郵便物や新聞がたまり続けている。）。

入居者の安否確認要請への対応マニュアル作成の事例

事例
紹介

係性を構築していきましょう。

■居住者と鍵の取扱い方法について、予め決めておきましょう
◦�部屋の中の様子を緊急に確認しなければならなくなった場合の鍵の対応などについても、
居住者と取決めを行っておくことも必要です。
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•� 更に、より的確な対応ができるよう、地元区市町との間で、緊急対応時における情報交
換等の連携・協力体制の確立に取り組んでおり、また、安否確認に際し、自治会と協力
しながら対応するとともに、入居者向け広報紙等で安否確認等について周知しています。

■緊急通報の仕組みを地域包括支援センター等と共有しましょう
◦�管理会社や管理事務所において、居住者による緊急通報の仕組みがある場合には、その仕
組みについて地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口と情報共有し、何かあった場
合には、必要に応じて連携した対応を行っていきましょう。

■�騒音、ごみが放置された家、住民トラブルなどで、居住者に異変を感じたり対応に
困ったら、地域包括支援センター等に連絡しましょう

◦�騒音やごみが放置された家など、他の居住者からの苦情や居住者同士のトラブルがあった
場合、何らかの心身の問題を抱えている場合もあります。居住者に少しでも異変を感じたら、
地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等へ相談しましょう。

■�突然の家賃滞納、連絡不通など、普段と異なる状態を感じた場合は、すぐに地域包
括支援センター等へ連絡しましょう

◦�これまで滞りなく家賃を納めていた方が突然滞納し、督促を行おうとしても連絡が取れな
い、部屋の中の様子がおかしいなど、普段と異なる様子を感じたら、すぐに地域包括支援
センターや高齢者見守り相談窓口等へ連絡しましょう。
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（4）居住形態別の気付きのポイント
●�地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口等が見守り活動をするに当たり、居住形態別に
留意すべきポイントを整理しました。

❶オートロックマンション
【オートロックマンションの特性】
●�オートロックマンションは、構造上、マンション内に
入ることが難しいため、対象者との接触が制限される
という課題があります。
●�住民同士の交流や町会・自治会等の地域との交流も少
ない場合が多く、住民関係が希薄になりやすい傾向に
あります。
●�オートロックに限らず、マンション共通の課題となりますが、建物の構造上、室内の明か
り等の状況を把握しにくく、外部からの日常的な見守りを行いにくいという状況にありま
す。
●�このため、オートロックマンションの見守りにおいては、日常的に住民と接しかつ外部と
の窓口である管理人がキーパーソンとなります。
●�管理組合や自治会が、自主的な見守り活動を行っているマンションもあります。

【見守りのポイント・方策】
■管理人と顔の見える関係を構築しましょう
◦�マンションの管理人と顔の見える関係をつくることが大切です。高齢者が多く住んでいる
と思われるマンションがあれば、管理人がいる時間帯に訪問し、心配な高齢者がいる場合は、
どんなささいなことでも気軽に連絡してもらうよう伝えましょう。
◦�訪問は、自治体や地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口で作成しているチラシや
情報紙などの配布も兼ねて定期的に行い、気付きのポイントを伝えることで、管理人自身
にマンション住民に対する見守りの視点が養われていくことも期待できます。

■管理組合や住民と情報交換する機会を持ちましょう
◦�管理組合の会合に出席し、気軽に相談できる窓口があることや、オートロックマンション
は外部からの見守りが難しく、住民同士の見守り活動が有効であることなどを説明しましょ
う（管理組合へのアプローチは、管理人に依頼するとよいでしょう。）。
◦�高齢者の多いマンションにおいては、住民が日頃不安に思っていることを教えてもらう等、
管理組合や住民と情報交換を行うことで、個別の課題のみならず、地域の課題やニーズも
把握することができます。

■管理組合や町会・自治会の活動を見守り活動につなげましょう
◦�オートロックマンションに限った話ではありませんが、管理組合や町会・自治会が日常的に
行っている活動に、見守りの視点を盛り込むことで、大きな負担を掛けずに住民同士の見守
り合いを行うことができます。その点を、管理組合や町会・自治会にアドバイスしましょう。
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■町会・自治会から、マンション住民が会員となるよう働き掛けてもらいましょう
◦�町会・自治会からオートロックマンションの管理組合に対して、町会・自治会の会員とな
るよう働き掛けてもらうことも効果的です。町会・自治会の会員となることで、地域との
つながりができ、マンション住民が抱えている課題も明らかとなってきます。一人暮らし
で不安を抱えている高齢の住民が多い場合は、町会・自治会の見守り活動につなげていく
ことができるかもしれません。

■管理組合同士の横のつながりを作りましょう
◦�マンション住民の高齢化が進むに従い、住民同士の交流、孤立死防止のための取組などの
必要性を感じている管理組合も多いものと思われます。そこで、担当地域にあるマンショ
ンの管理組合を対象に、「マンションの高齢化対策」などと題した見守りの研修会を開催し、
管理組合の担当者同士が情報交換する機会を設けることも有効です。研修会をきっかけに、
マンション管理組合同士の横のつながりができるよう働き掛けましょう。お互いに情報交
換する中で、見守り活動に対する意識が啓発され、各マンションに合った見守り活動の推
進が期待できます。

居住者同士で異変に気付くための取組例

◦�管理組合等の広報紙を、出来る限り手渡しとして、住民同士が顔を合わせる機会を増やす。
◦�サロンなど、居住者同士が顔を合わせる機会をつくる。
◦�交流のある居住者同士で、見守り合いを行う（見守りの仕
組みづくり）。
◦�生協の共同購入等を行っている住民同士のつながりを、見
守り活動へと発展させる（マンション内で心配な人がいな
いかの情報交換など）。　／等

朝日パリオ親睦会（東京都墨田区）

〈取組の経緯〉
•� �墨田区にあるオートロックマンション「朝日パリオ鐘ヶ淵」では、住民による自主的な
見守り組織「朝日パリオ親睦会」により、高齢者の見守り活動が行われています。
•� 発足の経緯は、同じマンションに高齢者が住んでいると分かっていても交流がないた
め、顔見知りの住民4人が「マンション内の高齢者の親睦会を作ろう。」と発起人となり、
平成23年4月、朝日パリオ親睦会を設立しました。

住民が有志で高齢者の親睦会を結成
お茶会で親睦を図りながら、見守り合いも

事例
紹介
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〈入会条件〉
•� �入会条件は、世帯のいずれかが65歳以上としていますが、単身の65歳未満の方から心
細いので入れてほしいと要望があり、単身の場合は60歳以上としました。会員数は、
40数名です。

〈活動内容〉
•� 活動内容は、まず、2か月に1回、地下の集会室でお茶会を開催し、定期的に顔を合わ
せ、親睦を図っています（会費は1人300円）。毎回25～ 30人の参加があります。最
初のお茶会は、3月に東日本大震災が起きた直後の4月で、皆怖い思いをしたこともあり、
地震などが起きた時、どのように対応したらよいかなどが話題となりました。
•� �お茶会で顔を合わせる中、会員同士名前も部屋番号も知らないのでは親睦も深まらない
という意見があがり、会員にアンケートを取った上で、各会員の差し支えのない範囲で
氏名、部屋番号、電話番号等を記載した会員名簿を作成することとなりました。
•� �更に、同じフロアであれば、顔を合わせる機会も多く、異変などの状況確認もしやすい
ことから、同じフロアで見守ってほしい人と見守る人とを募ることとなりました。見守
りといっても、定期的に訪問するようなものではなく、火事や地震その他異変を感じた
時に声を掛けるなど、何かあった時に、お互いに助け合いましょうというものです。活
動への負担を大きくしないように配慮しています。

〈管理組合との関係〉
•� �マンションの管理組合からは、お茶会での集会室の使用料を無料にしてもらっています。
また、マンション内の活動を活発にするため、お茶会の回数を増やして欲しいとの要望
があり、7月後半に暑気払い、1月に新年会を開催することとなり、年8回の開催となり
ました。普段はお茶とお菓子ですが、暑気払いと新年会は、お酒も出します。

〈お茶会での情報提供と高齢者見守り相談窓口との連携〉
•� �お茶会では、参加者各々に、特にテーマを設けず、その
時々の気持ちを自由にスピーチで披露してもらっていま
す。また、住民間のコミュニケーションを深めるため、
うめわか高齢者みまもり相談室（高齢者見守り相談窓口）
が区からのお知らせや健康・生活情報を盛り込んで発行
している「みまもりだより」も活用しています。
•� �お茶会の様子や「みまもりだより」は、マンションのエ
レベータ横にある掲示板に掲示しています。「みまもりだより」が掲示されることで、
他の住民も区の情報を得たり、相談室の存在を知ることにつながっています。
•� うめわか高齢者みまもり相談室は、「みまもりだより」を提供するほか、相談室職員が
定期的にお茶会に参加し、相談室の役割や見守りについて説明しています。直近のお茶
会では、「ノロウィルスの予防の大切さ」と「一人暮らしの方は緊急通報システムが有益」
などの情報を提供しました。
※上記内容は2018年1月時点のデータです。
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❷集合住宅団地
【集合住宅団地の特性】
●�都内には、昭和40年代に入居の始まった多摩ニュータウンなどの集合住宅団地が多数存在
します。現在、これらの団地の多くで急速な高齢化が進んでいます。
●�一方、団地においては、自治会が組織されている場合が多く、自治会を通じた見守りや住
民間の結びつきがあるなど、見守りの機運が高まっています。
●�オートロックマンションよりは自由に行き来すること
ができるものの、団地という構造上外部からの日常的
な見守りが行いにくい状況にあります。
●�マンションと異なり、管理組織が明確であり（東京都
住宅政策本部、東京都住宅供給公社、UR都市機構）、
管理組織と連携した見守りが可能な環境にあります。

【見守りのポイント・方策】
■自治会や住民と顔の見える関係を構築しましょう
◦�自治会等の住民組織や団地住民と、何か気になることがあれば、気軽に連絡してもらえる
関係を構築することが大切です。そのために、自治会の総会や役員会、団地のお祭り等日
常的な活動に継続的に出席して、お互いに顔の見える関係を構築し、地域包括支援センター、
高齢者見守り相談窓口が身近な相談先として活動していることを知ってもらいましょう。

■管理組織との関係を構築しましょう
◦�東京都住宅供給公社、UR都市機構等の管理事務所に対して、心配な居住者がいる場合や、
居住者から管理組織に連絡や相談があった場合は、すぐに連絡してもらうよう、連携体制

高層オートロックマンションの防災センターによる見守りの可能性

防災センターにも、高層マンション内の見守りの必要性を周知しましょう

◦�高層マンションには、24時間警備員が常駐する防災センターが設置されている場合が
あります。
◦�防災センターは、主に消防設備や消火設備の制御・監視を集中的に行う機関ですが、そ
の他にも、セキュリティサービスも担い、その一環でマンション内を巡回して安全管理
を行うなどのサービスを行っていることがあります。
◦�24時間対応でマンション内の安全管理を行う防災センターが、見守りの視点を持って
巡回などを行うことで、異変への気付きの幅が広がることが期待できます。
◦�こうしたことから、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、高層マンション
の防災センターに、マンション内の見守りの必要性、異変の気付きポイント、何かあっ
たときの連絡先などについて、周知しておくと良いでしょう。

コラム
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を構築しておきましょう。
◦�管理事務所は、様々な手続きのために住民が訪れるところであり、直接、高齢者の応対を
行う中で、職員が異変に気付くこともあります。管理事務所に直接訪問して、心配な人が
いれば一緒に対応することなどを説明し、協力を依頼することが大切です。

■自治会会員の役割を把握し、効果的な見守りにつなげましょう
◦�自治会では、共有部分の清掃、ごみ集積場の掃除、防犯のための見回り、交通安全活動などを、
各自役割分担の上、定期的に行っている場合があります。こうした活動は、住民の異変に
気付きやすく、さりげない見守りも行いやすいため、見守りへの協力を呼び掛けるとよい
でしょう。
◦�また、自治会内で誰がどのような役割を担っているかを把握しておくと、いざというとき、
必要な対応を依頼することが可能になり有効です。

■高齢者が集まる場へ継続的に参加するようにしましょう
◦�自治会が主催する地域のお祭りや老人クラブ、サロンなど、高齢者の集まる場に足を運び、
普段からつながりを作っておくことが大切です。顔の見える関係となることで、気になる
ことがあれば連絡してもらえるようになります。
◦�サロンなどの集まりでは、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口、消費生活セン
ターの役割や見守りについて説明する時間をもらいましょう。異変に対する気付きのポイ
ントや連絡先を伝え、気になることがあれば、気軽に連絡してもらうよう依頼します。

※�ＪＫＫ東京が管理する集合住宅団地には、大きく分けて「都営住宅」
と「公社住宅」の2種類があります。

＜居住者からの相談受付窓口及び相談への対応方法＞
•� 居住者からの電話での相談窓口は「ＪＫＫ東京お客さまセンター（コールセンター）」
に一元化しており、24時間365日、相談に応じています。また、都内16か所に「窓口
センター」（平日9時～ 18時営業）を設置しています。
•�「お客さまセンター」に安否確認の要請があった場合、平日9時から18時までの間であ
れば、担当の「窓口センター」につなぎ、「窓口センター」の職員が入室確認等に必要
な対応を行います。
•�「窓口センター」の営業時間外に安否確認の要請があった場合でも、「お客さまセンター」
から「窓口センター」の責任者へ連絡の上、入室確認等に必要な対応を行います。
•� なお、「公社住宅」の団地内には、管理事務所が設置されており、原則9時から17時ま
での間、フロントスタッフが勤務しています。団地内のフロントスタッフが居住者から
安否確認の連絡・相談を受けた場合、「窓口センター」と連携しながら対応していきます。

ＪＫＫ東京（東京都住宅供給公社）の集合住宅団地に
おける緊急時の相談受付体制

事例
紹介
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〈居住者からの相談受付窓口〉
•� �ＵＲ賃貸住宅には、一部の市街地住宅や団地を除いて管理サービス事務所が設けられて
おり、管理主任や管理主任の業務を補助している「ゆあ～メイト」がお住まいの方との
窓口となっています。管理サービス事務所は、お住まいの方からの問合せなどに対応し
ているほか、居住者の安否確認の必要があるなどの緊急時の連絡・相談についても受け
付けています（管理サービス事務所の開設曜日・時間は団地によって異なります。）。
•� �管理サービス事務所の開設時間外は、都内に6か所設置されている「住まいセンター」
で9時30分から17時30分まで、連絡・相談を受け付けています（日・祝・年末年始を
除きます。）。
•� �管理サービス事務所、「住まいセンター」ともに開設時間外の場合でも、水漏れや断水、
停電等の際の窓口である「緊急事故受付センター」が連絡を受け付け、緊急の対応が必
要な状態であると判断される場合は、住まいセンターの担当などに連絡します。
•� �なお、ＵＲ賃貸住宅の一部には、高齢者の相談に応じる「生活支援アドバイザー」を管
理サービス事務所内に配置しているところもあります。

〈相談を受けた際の対応方法〉
•� �管理サービス事務所で連絡・相談を受けた場合、管理主任などが現場を確認し、必要な
対応を行います。緊急性が高いと判断される場合には警察や消防等関係機関に連絡し、
対応していきます。
•� �管理サービス事務所の開設時間外でも、「住まいセンター」や「緊急事故受付センター」
で連絡を受け付け、必要な対応を行います。
•� �「生活支援アドバイザー」が配置されている団地では、日頃から高齢者から受け付ける相
談内容に応じ、地域包括支援センター、民生委員・児童委員、団地自治会等、地域の見
守りに関わる機関等との連絡を密に行っており、緊急事態の連絡を受けた場合でも関係

ＵＲ賃貸住宅における緊急時の受付体制について

〈居住者からの相談受付窓口〉

事例
紹介

＜緊急時対応体制の充実＞
•� ＪＫＫ東京では、居住者の緊急時に迅速に入室して安否確認できるよう、職員向けに「入
居者の安否確認要請への対応マニュアル」を定めています。（詳細は、P60を参照）
•� また、緊急時の対応がよりスムーズになるよう、地元自治体との連携・協力体制を強化
するため、福祉関係部署の担当者と顔の見える関係づくりを進めています。
•� さらに、「窓口センター」の職員を中心に、「認知症サポーター養成講座」を受講してお
り、認知症の方への接し方を学ぶとともに、地域包括支援センターや社会福祉協議会な
ど地域の見守りに関わる機関について認識することで、居住者からの相談を適切につな
ぐことができるようにしています。
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機関等と連携し、スムーズな対応を取ることができます。
•� また、日頃から高齢の方の様子に気を配っており、高齢の方の異変に気付いた場合は、自
宅を訪問したり近隣の居住者に話を聞くなどしたりして、必要に応じて地域包括支援セン
ター等の専門機関につなぎます。

滝山団地の取組（東京都東久留米市）

〈取組の経緯〉
▶�平成24年に、滝山団地自治会とＵＲ都市機構が協
働で、団地内の集会所を「滝山あんしんつながり
の家」（「ダイニングカフェ滝山」「自治会事務所」
「こどもラウンジ」で構成）として改修しました。
ここに誕生した「ダイニングカフェ滝山」が、団
地居住者の皆様を中心に、周辺地域の人々も併せ
て集うことのできるコミュニティ拠点となってい
ます。また日本社会事業大学とも連携し、様々な
取組を行っています。

〈カフェの特徴、活動内容〉
▶�「ダイニングカフェ滝山」は月～土（水曜定休日）の11時～ 16時（月曜のみ11時半
～ 16時）にオープンします。飲み物やお菓子のほか、豆から作るあんこがこだわりの
お汁粉やうどん、また毎週月曜のランチに出すカレーが人気メニューです。スタッフは
団地自治会の会員によるボランティアで、合わせて約35名が交代で行っています。土
曜日には日本社会事業大学で福祉を学ぶ学生達がスタッフに加わります。
▶�また、月２回音楽体操とカラオケを実施している（参加費300円）ほか、毎月第３土曜
日の夜は、大皿に盛られたスタッフ手作りの料理とお酒が並ぶ「酒処多来山」に変身し
ます（参加費500円）。
▶�団地内の管理サービス事務所に配置されているUR都市機構の生活支援アドバイザーと
も連携して毎日来られる方を見かけたかやりとりしたり、スタッフから積極的にご利用
者へお声掛けをしたりする等、カフェはゆるやかな見守りの拠点となっています。

〈カフェの開催状況、参加者の状況〉
▶�スタッフからは、「ここで働くことが生き甲斐になっている。自分の役割があり、自分
の居場所がある。」との声が聞かれます。また、1日に平均50名の利用があり、居住者
同士や地域の人々のコミュニケーションの場となっています。
▶�特に「酒処多来山」は男性居住者の交流の場になっており、互いに差し入れを持ち寄っ
たりして大変賑わいのある会となっています。

集合住宅団地内のカフェをきっかけとした
つながりづくり

事例
紹介

「滝山あんしんつながりの家」の外観
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❸戸建て住宅地
【戸建て住宅地の特性】
●�戸建て住宅地は、地域や開発時期で特徴が異なります。古くに開発された地区は、その地
で長く暮らしてきた住民が多く、地縁による見守りや町会等の住民組織による見守りが行
われている所もありますが、新興住宅地等は、住民同士の関係が希薄になりがちです。
●�戸建て住宅地は、洗濯物が干したままになっている、郵便受
けに郵便物がたまっている、電気がつけたままになっている、
庭が荒れているなど、外観からの異変に気付きやすく、住民
による緩やかな見守りが行いやすいという特徴があります。
●�戸建て住宅地では、住民同士の気付きや町会の活動が重要に
なります。

【見守りのポイント・方策】
■町会との関係を構築しましょう
◦�近隣同士で何か気になることがあれば、気軽に連絡してもらえる関係を、町会・自治会と
構築することが大切です。そのために、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、
町会・自治会の総会や役員会、お祭りや地域サロン活動等に継続的に出席して、お互いに
顔の見える関係を構築し、自分たちが身近な相談先として活動していることを知ってもら
いましょう。

〈その他〉
▶�同施設内に「こどもラウンジ」も運営されており、月１回の子供向けイベントや出前保
育等（近隣の児童館、保育所スタッフがラウンジに出向きます。）が実施されています。
毎回約10名程度の方が参加されています。
▶�自治会は、孫の手クラブ（助け合い活動）の運営も行っており、電球交換、家具移動等
にお困りの高齢者等をサポートしています（有償対応）。
▶�団地では、毎年映画会やすいか割り等、様々なイベントが開催されています。高齢者だ
けでなく、学生や子育て世代との交流も行われており、ミクスト（多世代）コミュニティ
が形成されています。

※上記内容は2015年12月時点のデータです。
「ダイニングカフェ滝山」のスタッフ 「酒処多来山」での利用者の団らんの様子
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片倉台福祉ネットワーク（東京都八王子市）

＜地域の特徴＞
•� 片倉台自治会のある地域は、昭和45年、八王子市のニュータウン開発計画を受けて、
電鉄会社系不動産会社が開発した緑豊かな戸建て分譲住宅団地です。令和4年10月現在
の人口は約4,900人、世帯数は約1,600世帯です。
•� 高齢化が急速に進んでおり、令和4年10月現在50％を超えています。世帯主の年代は
70歳代が中心で、子供世代の多くが独立して他に転出していましたが、近年は若い世
代の転入が徐々に増えて世代交代が始まったところです。自治会の加入率は92％程度
です。
＜取組の経緯＞
•� 片倉台自治会は、昭和50年に設立され、共有財産の管理運営のため平成9年に法人化し
ました。平成9年度、自治会の福祉委員会で、高齢者支援について話題となりました。
翌年度、検討プロジェクトを立ち上げ、自治会会員の全世帯を対象としたアンケートや、
福祉について考える集会を行い、高齢者支援に対する住民ニーズを確認しました。その
結果を受け、平成12年度から「片倉台福祉ネットワーク」が活動を開始しています。
•� 片倉台福祉ネットワークの最高責任者は自治会会長が兼任し、事務局長1人、コーディ
ネーター 12人、ボランティア56人で活動しています。ボランティアは女性が多く、平
均年齢は60歳代後半です。ボランティアには民生委員も参加しています。
•� また、自治会会長の再任を妨げず、最長5年まで担うことができるようにしており、そ
の結果、地域課題に対する継続した検討が可能となっています。
＜「困りごと支援」による見守り＞

自治会で生活支援を通じた見守り活動を実施
ケアプランづくりにも参加するなど、関係機関とも連携し、
安心して暮らせる地域づくりを実践

事例
紹介

◦�なお、戸建て住宅地の場合は、①町会・自治会が独自に各種のコミュニティ活動に取り組
んでいる地域、②老人会や子供会、商店街、各種自主活動組織等と協働してコミュニティ
活動に取り組んでいる地域など、地域特性に応じて、コミュニティの中心となる地域組織
が異なる場合があります。担当する地域の状況を十分把握した上で、町会・自治会、その
他地域組織のキーパーソン達との間で顔の見える関係を構築するようにしましょう。

■清掃業者等との関係を構築しましょう
◦�一部の区市町村では、ごみを戸別収集しているところがあります。戸建ての住宅の場合、
ごみが出されなくなったなどの状況は、異変に気付く機会となります。ごみの収集を行う
事業者等と連携することも、見守りにおいて有効です。
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•� 片倉台福祉ネットワークは、助け合いの精神に基づき、健康
で安心した暮らしのできる“新しい地域づくり”を目指し、
活力ある長寿社会の建設に寄与することを目的としています。
自治会館を活動拠点とし、買い物、ごみ出し、掃除から子供
のお守り、電球の取替まで、住民のちょっとした困りごとを
解決するサービスを提供するとともに、こうした日頃の手助
けを通じ、見守り活動が行われています。
•� サービスの利用申込みは、コーディネーターが受け付け、活動可能なボランティアにつ
なぎます。コーディネーターは、自治会館の専用室に火・木・土の10時～ 13時に待機
しており、その他の時間は、事務局長、会長の自宅の電話にて24時間対応しています。
＜地域包括支援センターや民生委員・児童委員との連携＞
•� 活動の内規として、「秘密を守る」「話を遮らない」「できないことは、他につなぐ」「分
からないことはプロの人に尋ねる」ことを定めており、困ったことがあれば抱え込まず、
地域包括支援センターや民生委員・児童委員に相談するようにしています。片倉台福祉
ネットワークの事務局長は、地域包括支援センターの職員と緊密に連絡を取り合ってい
ます。
•� また、2か月に1回、片倉台福祉ネットワーク、地域包括支援センター、民生委員・児
童委員、自治会で定例会議を開いて情報を交換しています。会議では個人情報を出さず
に、見守りが必要な方について情報共有します。
＜サービス担当者会議に出席し、支援計画づくりにも参加＞
•� �本人や家族の了解の上、片倉台福祉ネットワークのメンバーが、介護保険の担当者会議
に出席し、ケアマネジャーや地域包括支援センターの職員などと一緒に、ケアプランづ
くりを行っています。ケアプランに福祉ネットワークのボランティア活動が位置付けら
れることもあります。地域包括ケアが推進される中、インフォーマルな支援である片倉
台福祉ネットワークの今後の活動が期待されます。
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❹賃貸アパート等
【賃貸アパート等の特性】
●�賃貸アパート等は、居住者の入れ替わりの激しいところ
が多く、居住者の様子が把握しにくい特性があります。
●�居住者の世帯状況は様々で、生活時間帯も多様であるこ
とから、居住者同士の接触頻度が少ないという特徴もあ
ります。更に、町会・自治会への加入率は低く、地域と
の交流も少ない状況にあります。
●�賃貸アパート等は、住宅密集地域にあることも多く、隣家と密接している場合、外からの
安否確認が難しいという課題もあります。

【見守りのポイント・方策】
■住宅を管理している大家や不動産業者等に働き掛けましょう
◦�賃貸アパート等の場合、住民同士の見守り合いは難しい状況にあることを伝え、異変を感
じたら連絡してもらうよう、直接訪問するなどして周知しましょう。
◦�特に、家賃の件で連絡しても応答がない場合などは、すぐに連絡してもらうよう依頼しましょう。
◦�民生委員・児童委員は、大家や不動産業者等にとって、地域住民として、より身近で相談
しやすい面があります。入居者とのトラブルや不安なことがあれば、いつでも気軽に相談
してもらう関係づくりに努め、見守りが必要な入居者の情報を収集し、必要に応じて、地
域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口につなぎます。

■定期的に住宅を訪問する機会を増やしてもらいましょう
◦�大家や不動産業者に対して、アパートを定期的に訪問し、見守りの視点をもって居住者の
状況を確認してもらうよう依頼することも効果的です。緩やかな見守りの担い手を増やす
ことにつながります。

■住民に地域活動への参加を呼び掛けましょう
◦�住民に対して、サロン、介護教室、健康教室など、継続的に参加できる地域活動を地道に
案内し続けることが大切です。最初は無関心でも、繰り返し案内するうち、興味のある活
動に目がとまり、参加するきっかけとなるかもしれません。
　�少しでも地域とのつながりができると、そこから、地域包括支援センター、高齢者見守り
相談窓口などとつながることができます。
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●�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、地域住民から「近隣の高齢者の様子がいつ
もと違うので心配」などの連絡、相談等を受けた場合、迅速な対応を行うため、早急に、本人、
地域住民、関係機関等から情報を収集する必要があります。そして、収集した情報に基づき、
緊急性の判断や対応方法の検討を行い、特に対応が困難と思われるケース等については、関係
者が一堂に会する「見守り支援会議」を開催し、支援の方針を確定していきます。

（1） 対象者の情報収集
　地域住民から「近隣の高齢者の様子がいつもと違うので心配」等の連絡、相談等を受けた場合
は、以下のような方法で、速やかに対象者の情報収集を行います。　
なお、相談内容から緊急を要すると思われる場合は、対象者宅を訪問しての状況確認が優先されます。
◆各種行政情報の確認
◦�連絡、相談があった対象者に関する住民基本台帳の情報、介護保険の受給状況、高齢福
祉サービスの受給状況、医療保険の受給状況、障害福祉サービスの受給状況、生活保護
の受給状況、健康診断の受診状況、区市町村が受けた相談履歴などを確認しましょう。
◦�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口による相談・経過情報等も漏れなく確認
する必要があります。本人からではなく、地域住民から相談を受けている場合もあるため、
その点も注意して確認しましょう。

◆訪問による状況確認
◦�対象者宅を直接訪問して状況を確認します。対象者宅に到着したら、家の外観から情報
収集を行い、対象者像や抱える課題を予測しておく必要があります。
◦�客観的な判断を行うためには、複数人での訪問がよいでしょう。ただし、対象者に緊張
感を与えない程度の人数としたり、訪問する職員の職種や男女の構成等も工夫するなど、
配慮が必要です。
◦�直接対面で対象者の主訴を把握し、さらに、同居家族、室内内部の状況、生活の様子な
どについても確認します。
◦�同時に、顔の表情や服装の状態、体の状況も観察します。
◦�緊急対応が必要と思われる場合は、その緊急性に応じて、行政の関係各課職員、警察署
や消防署の職員と連携して対象者宅を訪問し、速やかな状況確認と情報収集に努めます。

〈対面拒否、不在等で本人と会えない場合の対応〉
◦�呼び掛けても応答がない場合は、新聞受けに新聞や郵便物がたまっていないか、昼間で
も電気がついたままになっていないか、異臭がしないか等を確認し、何らかの異変を察
知した場合は、警察・消防等に対応を依頼します。
◦�対面を拒否している場合、「市の健康診断の案内に来ました。」「区の保健センターの者で
す。」など、公的な機関であることや、健康に関する専門職の訪問であることを伝えるこ
とで、対象者が安心して、対面と状況確認が可能になる場合があります。
◦�拒否をされた場合には、一度だけでなく何度も訪問し、支援者であることを理解しても
らいます。その際は、訪問の時間帯を変えるなどの工夫も効果的です。

2 住民の相談に対する専門機関の情報収集と対応調整（アセスメント）
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◦�玄関のドアを開けてもらえない、又は不在と思われる場合は、簡単なメッセージを書い
たメモと名刺をドアに挟んでおくとよいでしょう。翌日訪問時に、その手紙がなくなっ
ていれば、ドアが開いたということで、安否確認を行うことができます。
◦状況確認ができない場合の対応を各区市町村でマニュアル化しておくことも有効です。
◆民生委員・児童委員、地域住民、かかりつけ医、ケアマネジャー等からの情報収集
◦�民生委員・児童委員から情報収集を行うとともに、近隣住民や商店等にも話を聞きます。
◦�また、対象者のかかりつけ医やケアマネジャーについて情報が得られた場合は、当該医
療機関や居宅介護支援事業所を訪問して状況を説明の上、可能な範囲で本人の健康状況
等について情報を入手します。そして、見守りや介入の緊急性を評価するための基礎情
報として活用します。

（2）緊急性の判断と対応方法の検討
●�まず、収集した対象者の状況に関する情報に基づいて、「本人の主訴」のほか、健康状態、日
頃の本人及び同居家族の生活状況や抱えている課題、住宅の状況、関係機関の関わり方等を整
理・分析します。その際、現状のままで推移した場合の将来のリスク（予後予測）についても
分析します。
●�分析結果に基づき、対応方法を検討する際には、生命に関わる状態なのか、専門職での対応が
必要なのか、見守りで対応可能なのか等、対応の優先度を判断します。
●�見守りで対応する場合は、①緩やかな見守り、②担当による見守り、③専門的な見守りの中か
ら、本人の状況に合った方法を選択するか、複数の方法を組み
合わせるなどして、具体的な対応を判断します。
●�これらの対応を迅速かつ的確に行うためには、見守り専用のア
セスメントシートや判断基準を作成しておくことが有効です。
既に一部の自治体では、見守りの必要度を判断する基準が作成
されています。

（3）見守り支援会議の開催
●�対応が困難なケースについては、支援方針を確定するため、地域包括支援センターや高齢者見
守り相談窓口が随時「見守り支援会議」を開催します。
●�「見守り支援会議」は、見守りが必要な方の個別事例を検討する会議であり、従前から地域包
括支援センター等で行われているものです。
●�会議には、本人と関係のある地域住民や地域団体等も参加し、支援のあり方を検討しますが、
適切なメンバーを招集し、有意義な検討を行うためには、地域包括支援センター等が日頃から
地域との関係性を深め、十分にネットワークを構築している必要があります。
●�開催のポイントは以下のとおりです。

74



▶…会議目的：
対応が困難なケースについて、関係者が一堂に会し、支援のあり方を検討することで、
対象者の生命と権利を守る。

▶…参加者：
対象者の状況に応じて、会議の構成メンバーは
変わりますが、おおよそ以下の構成となります。
◦行政の高齢福祉課
◦生活保護担当ワーカー
◦地区担当民生委員・児童委員
◦町会・自治会長
◦近隣住民（対象者と顔なじみやその他関係が
ある方等）　等
※1…�建物の構造上の問題や、精神障害など本人の状態に係る問題がある場合は、消防

署や警察署にも参加を求めます。
※2…消費者被害が疑われる場合は、消費生活センター等にも参加を求めます。
▶…開催頻度：
随時開催します。通例では、1人の対象者に対して1回集まり、対応方法と分担、モニター
期間を決めて、モニター期間の終了期日に再度開催します。
なお、生命に関わるなど緊急度が高い場合は、即日開催するなど柔軟に対応します。
▶…開催上の留意点
近隣者が集まりやすい場所（例：自治会・町内会館等）で、参加しやすい時間帯に開
催するなど、参加者に負担をかけないように工夫します。
▶…会議の成功のポイント
◦�地域包括支援センター及び高齢者見守り相談窓口の職員が、今回の議題のポイント、
終着点の予測、進行方法、想定問答についてあらかじめ検討しておきます。ただし、
そこに固執してしまうと結論が決まった会議になってしまい、参加者の主体性が生
まれないので、あくまでも当日の参加者から出てきた意見を大切にします。
◦�集まっていただく方に連絡を取り、趣旨や当日話し合う議題などを伝えておきます。
◦�ホワイトボードを活用し、話しながらエコマップで関係図を作り、誰がキーパーソ
ンなのかを見極めます。
◦�話し合いで出た意見をボードに記載し、重要な点には赤字を引くなど視覚化して、
参加者が共通認識をもつことが最も重要です。参加者、特に住民に「よし！やろう！」
という気持ちになってもらうことが重要です。
◦�自由に意見が言える場づくりが大切です。話が明らかに反れた（他の人の話題にな
るなど）際にはホワイトボードの隅に囲いを作ってそこに記入します（今回の議題
ではないことをさりげなくアピール）。
◦�役割分担をする際に無理強いはしません。支えるメンバーの「ここまではできる」
という自発的意思を尊重します。
◦�地域住民等の見守りチームによる見守りは、長期間になって負担にならないように、

◦近隣住民（対象者と顔なじみやその他関係が
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（4）継続的な情報の検討分析の実施
　対象者に関して収集分析した情報は、定期的に見直しを行います。例えば、月に1回程度関係
者が集まって、情報の見直しを行います。このことで見守りの必要度合いの変化を確実に把握す
ることができます。

（5）相談者への情報のフィードバック
❶相談者へのフィードバックの必要性
●�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等が相談を受
けた場合、相談者が地域に関心をもち、その後も気になる人
がいれば連絡してくれるよう、相談者に対して情報をフィー
ドバックしていくことが重要です。
●�相談した結果がフィードバックされることで、相談者は役に
立ったことを実感でき、地域包括支援センターや高齢者見守
り相談窓口等との信頼関係の構築につながります。

期間を限定して行うようにします。
▶…決定すべきポイント：
◦�当面の方針・目標
◦�誰がどのような役割をもって関わるのか
◦�どの程度の期間で方針・目標を見直すのか　／等
▶…効果：
対象者に関わる関係者が一堂に会することで、それぞれの専門性や特徴を生かした、
総合的な対応方法を検討することができます。
更に、近隣住民や町会・自治会等にも会議に参加してもらうことで、不安や課題を共
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❷個人情報への配慮
●�相談者に対してフィードバックする際、その内容について個人情報保護の観点からの配慮
が必要となります。提供できる情報が限られるため、連絡してもらったことへの感謝の気
持ちを伝え、個人情報保護の観点より、伝えることのできる情報が限られることを理解し
てもらいましょう。
�とりわけ、虐待のケースについては、正当な理由のない情報漏洩は、高齢者虐待防止法第
29条の罰則規定の適用となりますので、注意が必要です。
●�プライバシーの侵害に当たらない程度の情報であれば、本人の同意なしでフィードバック
することができます。例えば、「無事であった。」「不在であった。」程度であれば、本人の
同意を得なくても伝えることができます。
●�入院先、病名、障害名、家族の個人情報、その他本人が他者に知られたくないと思われる
情報は、本人同意なしにフィードバックするべきものではありませんが、相談者による継
続的な見守りを依頼する上で、知っておいていただいた方が良い情報については、本人の
同意を得た上でフィードバックします。
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●�いち早く異変に気付き、共有、連絡、相談が行われても、結果としてその人に必要な支援につ
ながらなければ、最悪の場合、命に関わる事態になることも考えられます。
●�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、日々様々な工夫を凝らし、適切な支援につ
なげるための取組や地域のネットワークを生かした見守り活動を行うことにより、支援を必要
とする高齢者等の地域生活を支えています。
●�ここでは、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口が、現場で直面することの多い対応
が困難なケースや特に配慮が必要となるケースを中心に取り上げ、それぞれについて対応のポ
イントをまとめました。

（1） 本人が対応を拒否するケース

本人の状況

● 戸建住宅で独居の80代男性。
● 長年社会との関わりが薄く、近隣との付き合いはない。
● 顔色が悪く、ぜん息と思われる激しい咳をしているが、病院を信用
しておらず、これまで何十年も医者にはかかっていない。介護サー
ビス等も一切利用していない。
● ドアの外まで異臭が漂っており、部屋の
中は、かなりごみがたまっている様子。
● 近所の方からの連絡を受け、地域包括支
援センター職員が訪問したが、ドアを開
けてもらえない。

（近隣からの連絡と職員による安否の確認）
● 近所の方から、「隣りに具合の悪い一人暮らしの高齢者がいて、最近、顔を
見ないが、家で倒れているのではないか。特に咳が激しいようで心配。」と
の連絡が地域包括支援センターに入る。
● 地域包括支援センターの職員が訪問し、何度か呼び掛けるが応答なし。
　 《安否確認のアセスメント》
　 郵便物がたまっていないこと、ドアポストからごみ以外の異臭がないこと、
近隣の聞き取りから数日前に出前を取っていたこと、時々買い物をしている
ことが分かる。聞き取り時点で自宅内で倒れているとは断定できないと判断。
ドアに手紙を挟み、退去。

人との関わりを拒否する独居の男性高齢者事例

1

対応の
経過

3 地域で支え見守るための対応事例
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（見守り支援会議の開催、包括職員の訪問と近隣住民による緩やかな見守り）
● 翌日、ドアに挟んだ手紙がなかったため、再度ドアを何度か叩いて呼び掛け
たところ、「うるさい」と室内から大声が聞こえ、安否は確認できたが、本
人とは接触することができなかった。
● 地域の民生委員・児童委員や近隣の協力者などに参加してもらい見守り支援
会議を開催し、今までの関わりの情報共有と今後の対応について検討する。
その中で、本人がよく買い物をする場所や行動範囲についての情報が入る。
また、しばらく近隣者が「緩やかな見守り」を強化することを約束する。そ
の後、ドアを開けてもらうことはできないが、週に2回、地域包括支援センター
の職員が継続して訪問。「身体が心配。一緒に病院に行きましょう。」と声掛
けを続ける。
● 近隣者からも「地域包括支援センターの人に相談したらいいよ。」と声を掛
けてもらった。その後、本人から「今日は来なくていい。」と電話を掛けて
くるようになり、双方向の連絡ができるようになる。

（サービスによる見守りへの移行）
● 継続的な訪問を続け、2週間後にドアを開けてくれるようになる。
　《実態把握のためのアセスメント》
　 食事が不規則で食べたり食べなかったりするため、配食サービスを勧めるが
拒否。食べたいものを購入する支援は受け入れたため、生活支援ヘルパーを
週1回から利用することとなる。
　 生活支援ヘルパーから地域包括支援センターに、「本人から、部屋のごみを
片付けてほしいと要望があった。」と連絡があり、地域包括支援センターが
部屋の片付けを行うNPOを本人に紹介。片付けの当日も訪問し、立ち会う。
　 ぜん息と思われるぜい鳴があるため、地域包括
支援センターの職員が本人に受診を勧めるとと
もに、定期的に訪問して受診状況を確認。受診
していない場合は、かかりつけ医に連絡し、受
診に同行。受診と服薬により、ぜん息の症状が
落ち着いてくる。
診に同行。受診と服薬により、ぜん息の症状が

■対応のポイント
〈事例のポイント〉
●�このケースは、近隣からの「具合が悪そうで、心配な高齢者がいる。」との連絡に基づき、
地域包括支援センター職員が緊急訪問を行ったものの、対応を拒否された事例です。こ
のため、センター職員は、次のような取組をしています。
　①まず、ドアに手紙を挟み、安否確認を実施

79

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編

第
５
章

●
資第５
章

●
資
料
編



　②�安否を確認した後は、近隣住民との見守り支援会議を開催し、近隣の方に「緩やかな
見守り」を依頼

　③その上で、継続して訪問し、声掛けを続行
●�これらの取組を行った結果、本人から連絡が来るようになり、ドアも開き、室内の状況
を見ながら実態についてのアセスメントを行うことが可能となっています。
●�「見守りアセスメントシート」で情報を整理したところ、健康状態、生活状態など個人要
因を含む各項目は通常のレベル以下であり、室内環境もかなり悪いので、早急に医療機
関やサービスにつなげる必要があるとの判断になりました。また、関係資源については、
当面、生活支援のヘルパー派遣につなげるとともに、近隣の方々による「緩やかな見守り」
も継続するという支援体制をつくっています。
●�こうした対応の結果、ヘルパーの派遣が開始され、室内環境が改善されるとともに、医
療機関へのつながりもできたため、落ち着いた状況となっています。

■拒否の原因を探るアセスメント
●�なぜ、本人が人との関わりや支援を拒否しているのかについてアセスメントを行い、そ
の原因にどのように働き掛けられるのかを考えていくと、本人の拒否が解けることがあ
ります。支援を拒否している主な原因としては、以下のようなものが考えられ、これら
の要因が複合的に絡んでいる場合もあります。

意欲の低下

家族や友人、ペット等との「大切なつながり」を喪失したことにより、
生きる意欲を喪失していることがあります。生活歴等についての情報収
集を行い、つながりをどう再構築していくかという視点での関わりが求
められます。

身体機能の低下
例えば、体が動かなくなってきていることや聞こえにくいこと、常に感
じている「痛み」等が本人の拒否の基底にあることがあります。過去の
状態との比較や本人の状態の丁寧な観察を行うことが大切になります。

周囲への気兼ね

意欲や心身機能の低下に乗じて起こりやすいのが「こんな私が周りの人に迷
惑を掛けては申し訳ない。」という周囲への気兼ねからの拒否です。「あなた
が大切だ。」というメッセージを繰り返し伝えていくことがポイントとなりま
す。

今までの経験に
起因する誤解

「昔、病院で…」「かつて、役所で…」等、過去の経験から支援について誤解を
持っていることもあります。嫌な思いをする、お金がかかる等、具体的な心配
ごとに対して丁寧に説明し、正確な情報提供を、伝わる形で行っていくことが
求められます。

判断能力の低下

本人の判断能力の低下から、こちらが行おうとしている支援が理解できず「分
からないから拒否している」ということもあります。どのような形で伝えると分
かりやすいかを工夫していきながら、緊急性が高い場合には区市町村による
権限行使（「やむを得ない事由による措置」や「成年後見制度の市町村長申立
て」）につなぎます。

◆定期訪問による安否確認と信頼関係の醸成
●�このように、本人が関わりを拒否する場合には、心を開いてもらうための粘り強い対応
が必要となります。本人が拒否をしていても、定期的に訪問し、継続して気に掛けてい
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ることを伝えましょう。関係者が気にしていることを伝えることも効果的です。
●�玄関のドアを開けてもらえない場合、簡単なメッセージを書いたメモと名刺をドアに挟
んでおくとよいでしょう。

　�これには二つの効果があります。一つは、翌日訪問した際、その手紙がなくなっていれば、
ドアが開いたということで、まずは安否を確認することができます。もう一つは、「担当
は私で、ずっと見守っています。」というメッセージを粘り強く何度も訪問して伝え続け
ることで、相手が心を開き、信頼関係構築の一歩とすることができます。
　�また、体調不良等の緊急時に、本人から名刺の連絡先である地域包括支援センターや高
齢者見守り相談窓口に連絡が入る可能性もあります。

◆キーパーソンの発見
●�信頼している地域住民から熱心に声を掛けてもらうことで、本人の気持ちが少しずつ変
化することもあります。地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等は、これまで
関わったことがある近隣の人や友人、支援に関わったことがある行政担当者などから情
報収集し、キーパーソンとなる人を探していきましょう。
●�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口の職員単独では拒否されても、キーパー
ソンとなりうる人に同行訪問してもらうことで、中に入れてもらえる可能性があります。
また、本人が信頼している人による、長期的なさりげないアプローチも、少しずつ心を
開いてもらう上で効果的です。
●�キーパーソンとなり得る人としては、近隣住民、友人、民生委員・児童委員、家族、親
族などが考えられます。一見他人を拒否しているようでも、心の底ではつながっていた
いという気持ちを持っている場合も多く、粘り強い取組が必要です。

◆メッセージ例◆

○○　○○様

こんにちは、○○地域包括支援センターの○○と申します。
本日、地域のお役立ち情報、区のイベントなどを御紹介しようと思い、チラシ
をお持ちしました。御不在でしたので、メモを残していきます。
御興味があったり、その他、何か御相談したいことなどありましたら、以下まで、
いつでも気軽に御連絡ください。

○○地域包括支援センター
担当：○○　○○
電話：03-0000-0000　　所在地：○○○○○○○○

ワンポイント
アドバイス

訪問の際、「区（市町村）の健康診断の案内に来ました。」「区（市町村）の保
健師です。」など、公的な機関であることや、健康に関する専門職であること
を伝えることで、対象者が安心し、スムーズな対応が可能となる場合があり
ます。
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◆地域住民の協力
●�地域住民の協力なしに、孤立は解決できません。町会・自治会、老人クラブなどの地域
団体に見守りの協力を依頼し、少しずつイベントなどに参加してもらうようにすること
も効果的です。
●�最初は小さな関わりでも、その交流をきっかけに、より多くの人と関わる活動やネット
ワークへとつなげていくこともできます。
　�例えば、対応を拒否している人でも、参加しやすいように地域でのお茶会や飲み会に誘
い、徐々に人との関わりに慣れてきたら、自治会が主催するサロンや日帰りイベントなど、
より多くの人と関わることのできる機会へと誘い出すことなどが考えられます。
●�こうした取組は、本人の状態を見ながら適切に対応する必要があるため、地域包括支援
センターや高齢者見守り相談窓口の職員が、町会・自治会の人にアドバイスしながら、
取組を進めていきましょう。
●�一方で、近隣とのトラブルがある場合は、地域住民の協力を得にくいことから、地域の
関係者を集めた会議を開催し、医療・介護サービス、生活支援サービスなども活用した
解決方法を検討していきましょう。

◆ごみが放置された家の片付けを通じた支援
●�家の中にごみが大量に放置された状態の場合、一緒に片付けることを約束し、日程もそ
の場で決めると対応が進みます。日を置くと気が変わり、支援しにくくなることがあり
ます。見守りを行っていく上で、本人から拒否されないような関係をつくっておくこと
も重要です。
●�支援が上手くいかない場合は、訪問回数を増やし、部屋の片付けが進んでいるかどうか
など、訪問の度に声を掛けていきます。
●�ごみが放置された状態で暮らしている人は、区市町村による干渉を嫌がる傾向にあるた
め、出火への不安など防火防災に関することで気になることがある場合には、近くの消
防署に連絡するとともに、消防署が行う防火防災診断と連携して訪問し、このままでは
出火の危険性があることなどを伝えることも効果的です。
●�不衛生な状態で生活をしているため、感染症などへの注意も必要であり、衛生面に関し
ては、区市町村から働き掛け、保健所との連携体制を構築するとよいでしょう。
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本人の状況

● 80代女性。戸建て住宅で50代の長男と二人暮らし。
● 認知症の疑いがあるほか、長男から虐待
を受けている様子。
● 本人の近所付き合いはあるが、長男は近
隣とほとんど関わっていない。
● 訪問しても長男から拒否され、様子を伺
うことができない。

（近隣からの相談）
● 近隣住民から、地域包括支援センターに、「息子と二人暮らしのおばあさん
の家から時々、息子の怒鳴り声が聞こえてくるので心配。会話の様子も以前
と異なり、認知症も進んでいるよう。様子を見てほしい。」と相談があった。

（職員の訪問）
● 虐待と認知症が疑われることから、民生委員・児童委員にも声を掛け、二人
で訪問。長男が出てくる。「地域イベントの案内をお持ちしました。」と言い
ながら、様子を伺うも「興味がない。」とすぐにドアを閉められる。本人や
家の中の様子は、全く確認できない。

（近隣住民からの情報収集とアセスメント）
● 民生委員・児童委員が近隣住民から情報収集。長男が不在の時間帯を聞き、
再度、二人で訪問。本人に会うことができる。
《初回アセスメント》
　 本人と接触。顔見知りの民生委員・児童委員を忘れているなど認知症状と思
われる記憶障害がある。本人から話を聞くと、失禁をすると息子が時々大声
を出すこと、息子は仕事を解雇されてから収入がなく、母親の年金で生活を
していることなどが分かる。本人は分離を望んでおらず、自分も息子のため
に洗濯や家事をすることが生きがいだと話す。心理的・経済的虐待は疑われ
るが身体的虐待・性的虐待・放置の事実は見受けられない。
　 《検討会議》
　 即日行政と検討会議を開く。虐待の疑いがあり早期の対応が必要。本人が分

虐待が行われているおそれのある認知症の母親と長男の二人暮ら
し世帯

事例

2

（2） 家族が介入を拒否するケース

対応の
経過
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離を望んでいないことを踏まえ、双方の支援を考えると、まずは長男と接触し、介
護サービスなどを勧めるとともに、虐待を回避できるよう支援を行うこととする。
　 その後、民生委員・児童委員と話し合い、町会で「虐待予防講座」を開催し、
近隣者に「緩やかな見守り」を奨励しながら、住民からの情報提供を促す環
境づくりをしていくことで合意する。

（近隣住民による緩やかな見守り）
● 講座を開催したところ、講座終了後に近隣者から「以前から交流があった親
子が心配。」と同ケースの相談を受ける。「息子に会って、母親の認知症の相
談を地域包括支援センターにするように伝えてもいいか。」との申出があっ
たため、「緩やかな見守り」を行いながら、本人たちに関わってもらうこと
とする。

（サービスへのつながり）
● その後、長男から地域包括支援センターに「知り合いから相談するように言
われた。」と電話の相談がある。介護保険の申請を勧めると、応諾。地域包
括支援センターで手続きの支援を行う。その後、要介護1と認定され、通所
介護を利用することに。
● その後、長男には、就労支援相談窓口を紹
介したところ、アルバイトを始め、少しず
つ周囲との交流もできるようになり、怒鳴
り声も聞こえなくなる。本人の状態も落ち
着く。

■対応のポイント
〈事例のポイント〉
●�このケースは、近隣からの虐待の通報を受け、民生委員・児童委員と一緒に地域包括支
援センター職員が訪問したものの、本人（80代女性）に会うことを家族（50代長男）か
ら拒否された事例です。
●�このため、センター職員は以下のような取組を行っています。
①�民生委員・児童委員から近隣住民に情報収集をしてもらい、長男が不在で、本人と接
触できる時間帯に訪問。
②�アセスメントの結果、虐待の疑いが判明すると、即日行政の担当職員と検討会議を開
催し、虐待への対応を検討。
③�会議では、すぐに世帯分離に踏み切るのではなく、養護者である長男から事情を聞き、
必要な支援を行うことで虐待を回避することを当面の方針として決定。
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　�更に、近隣住民を対象に、虐待に対する正しい理解と観察の視点を伝えるために「虐
待予防講座」を開催し、「緩やかな見守り」が行われる環境づくりを推進しています。

●�このことで、近隣住民の虐待に対する理解が深まり、更に、自発的に「緩やかな見守り」
を行う方が現れるなど、地域の見守りネットワークづくりが進んでいます。
●�また、「緩やかな見守り」と声掛けを継続した結果、長男が自ら地域包括支援センターに
相談するようになり、母親の介護保険サービス導入（通所介護の利用）につながってい
ます。
●�このように、地域のネットワークづくりは、虐待予防の観点からも有効と言えるでしょう。

◆家族との関係構築
●�本人に見守りや支援が必要だと思われるケースでも、家族が頑なに介入や支援を拒否す
る場合などは、家族による虐待が行われているおそれもあります。
●�家族が介入を拒否している場合、地域包括センターや高齢者見守り相談窓口、民生委員・
児童委員などが協力して、さりげない見守りを行いましょう。
　�例えば、「新しいチラシができたので、皆さんに配っています。」「今度、イベントを開催
するので、地域の皆さんに参加のお願いに回っています。」など、見守り以外の目的であ
ることを告げて訪問することも有効です。
また、地域で家族を見掛けたら挨拶をするなどして、徐々に関係性をつくっていきます。
少し話をしてくれるようになったら、さりげなく悩んでいることはないか等を聞き出し
ていきます。
　�関係性の構築には時間がかかりますが、介護疲れや経済的な悩みなどを話してくれるよ
うになるまで、親身に相談に応じ、必要な支援へとつなげていきましょう。

◆本人の安全の確保と意向の確認
●�高齢者は成人であり、家族の承諾を得なければ支援を行うことができないというもので
はありません。虐待が疑われ、緊急性が高い場合には、家族との信頼関係の構築よりも、
本人の安全確保が優先されることを知っておく必要があります。どのような緊急事態が
起こり得るか、想定しながら情報を集めていきましょう。
●�虐待を受けている高齢者は、虐待によって生きる意欲を奪われたり、虐待している側の
論理に支配されたりして「このままでいい。」「大丈夫。」「関わってほしくない。」と言い
がちです。この状態をパワレスといいますが、パワレスに陥っている本人には「あなた
が大切である。」というメッセージを繰り返し伝え続け、エンパワメントしていくことが
重要となります。家族の意向優先ではなく、本人へのエンパワメントとその意向の尊重
によって、支援は実施されていきます。どこで誰と住みたいか、どのように暮らしたいか、
本人の意向を常に確認していくことも大切です。

ワンポイント
アドバイス

近隣者にもさりげなく情報収集を行い、家族の不在時間が分かれば、その時
間帯に訪問して、本人と直接話す機会を作り、実態を把握することも有効です。
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◆虐待のおそれがある場合の対応
●�虐待を受けているおそれのある高齢者を発見した人は、区市町村への通報義務（努力義務）
が高齢者虐待防止法に規定されています。区市町村は、虐待により、被虐待者の生命又
は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められた場合、立入調査を行うこと
ができます。
●�地域住民など、虐待に気付いた人がどこに通報したらよいかが分かるようにしておくこ
とが重要です。区市町村が自らの虐待の手引等に基づいて作成したチラシ等を、町会・
自治会、老人クラブ、小中学校等を通して、地域住民に配布し、周知していきましょう。
こうした周知が虐待の早期発見につながります。
●�虐待の中でも、経済的虐待は発見が遅れる傾向にあります。本人が近隣者や知人に打ち
明けて相談に至る場合もありますが、介護保険サービスなどが導入されていれば、そこ
から状況を把握し、介入しやすくなります。（例：本人の年金内で十分なサービスを利用
できるはずが、家族が望まないなど）
●�地域住民等から、虐待を受けているおそれのある高齢者についての相談や通報があった
場合、専門職の視点で更に詳細に状況を確認していきます。
●�なお、「東京都高齢者虐待対応マニュアル」に、地域包括支援センターの職員が高齢者虐
待に対応するための基本的な流れとポイントが掲載されています。東京都のホームペー
ジで公開していますので、是非御活用ください。

「東京都高齢者虐待対応マニュアル」
https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/zaishien/gyakutai/torikumi/
doc/gyakutai_manual.pdf
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（本人からの相談とアセスメント、担当による見守り）
● 本人から、高齢者見守り相談窓口に「話し相手がほしい。」と相談がある。
仕事を退職し、単身のために知り合いがいない、近隣者は女性が多く、自分
から声が掛けづらい、公的なサービスであれば安心して人を派遣してもらえ
るのではないかとのことだった。
　 《初回アセスメント》
　 家事等は自分で行っていることから今すぐ支援を必要とするわけではない
が、今後、体調を崩した際には支援を要する。本人は経済的な理由で家事支
援などのサービスを利用することに抵抗があるため、「担当による見守り」
を行い、体調不良時にサービスにつなげていくこととする。具体的には、近
隣の方に月1回程度の見守りボランティアを依頼し、町会等の活動にもさり
げなく誘っていただくことで地域とのつながりを築いていくよう支援を行う
こととする。
● 姪にも連絡し、「心配なことがあればいつでも相談してください。」と高齢者
見守り相談窓口の連絡先を伝える。

（親族からの相談と安否の確認）
● 数か月経った頃、姪から「ここ数日、本人宅に電話をしても出ないので、様
子を見に行ってほしい。」と連絡を受ける。
● 見守りボランティアに連絡をしたところ、前回の訪問日は1週間前でそのと
きには元気だったとのこと。高齢者見守り相談窓口の職員が本人宅を訪問す
ると、ドアは施錠されており、インターホンを押しても応答がない。見守り
ボランティアも本人宅に駆けつけた。
　 《安否確認のアセスメント》
　 郵便受けには新聞が3日分たまっているが、電気メーターは回っている。見
守りボランティアの話では、本人は几帳面な方なので郵便物や新聞をためる

本人の状況

● 集合住宅団地に住む独居の70代男性。
糖尿病を患っている。
● 近隣との交流はないが、遠方に住む姪が
月に1回程度、本人宅を訪れる。
● 本人は、健康や生活に不安を抱えながら
暮らしている。

持病があり生活に不安を抱える独居の男性高齢者事例

3

（3） 自宅内で倒れている可能性があるケース

対応の
経過
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ことはないとのこと。家の中で倒れている可能性が高いと判断し、更に何度
か呼び掛けるとかすかにうめき声が聞こえる。

（室内立ち入りと救急措置）
● 行政と警察に通報するとともに、緊急連絡先となっている姪に、鍵がないた
め、鍵を壊して中に入ってよいか、電話で確認する。
● 警察が到着し、鍵を壊して入ることとする。団地の管理事務所にも連絡し、
同席してもらう。鍵業者を呼び、壊して中に
入ると、本人が居間で倒れていた。
● 救急車を呼び、病院へ搬送。自治体で配布し
ている救急医療情報キットが冷蔵庫にあり、
一連の情報が把握でき、入院手続の際に役立
つ。早急な対応により、一命を取り留めるこ
とができた。姪にも状況を報告。安心される。

■対応のポイント
〈事例のポイント〉
●�このケースは、本人から高齢者見守り相談窓口に相談があったため、初回訪問時にアセ
スメントを行っています。その結果、医療機関や親族、友人との関係は良好ですが、近
隣に知り合いが少ないとの状況を確認することができました。
●�このため、高齢者見守り相談窓口は、次のような取組を行っています。
　①�見守りボランティアに「担当による見守り」を依頼し、月1回程度の定期的な訪問を実

施
　②�親族と見守りボランティアに、心配なことがあったらいつでも連絡するように伝え、

情報を総合的に管理
●�数か月後、姪からの「ここ数日連絡が取れない。」との相談を受け、見守りボランティア
に連絡し、訪問状況を確認。前回訪問が1週間前であることが分かり、直ちに自宅に駆け
つけました。
●�ドアは施錠されており応答がないこと、郵便受けには新聞がたまっていること等、日頃
はない異変が発見されたことから、自宅で倒れている可能性が高いと判断。再度呼び掛
けたところ、室内からうめき声が聞こえたため、警察に通報し、強制介入に至りました。
●�親族からの懸念の通報があり、さらに見守りボランティアの情報があったことで、緊急
の対応が可能になったケースです。

◆警察との連携
●�自宅内で倒れている可能性が高く、緊急に状況確認する必要があるにもかかわらず、施
錠されていて家の中に入れない場合は、警察へ対応を依頼しましょう。同時に、合鍵が
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あるかどうかを確認します。もし合鍵がなくても、集合住宅の場合には、隣の家の協力
を得て、窓から入るなどの方法も検討します。

◆消防との連携
●�緊急に状況確認する必要があるのに、鍵が見つからない場合は、119番通報し、消防隊
の出動を要請しましょう。ケースによっては、窓を割って入室することもあります。緊
急を要するため、消防隊が到着したら、その場で相談のもと、介入方法を検討していく
ことも重要です。

◆鍵を壊して介入する場合の対応
●�家族等の緊急連絡先に連絡し、鍵を壊して入室する許可を得た上で解錠します。
●�緊急連絡先が不明で、家族等と連絡がつかず、このまま放置すると命が危ぶまれると判
断された場合には、警察と相談の上、鍵を壊して自宅の中に入ります。

●�本来は、鍵を壊す行為は「器物破損」、許可なく自宅に入る行為は「不法侵入」となりますが、
守ろうとする利益（この場合は人命）の方が大きい場合には違法性が阻却されます。これら
の判断のためにも、警察と相談しながら行うことが重要となります。

ワンポイント
アドバイス

鍵を壊して入る場合、誰が鍵代を負担するのか、事前にルールを決めておく
こともトラブルを回避するために重要です。区市町村は、庁内関係部署、地
域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口などと、対応方法について検討
しておきましょう。

集合住宅での鍵の取扱いについて

緊急時の鍵の取扱いについて、管理会社と管理組合・団地自治会とで
検討しておくよう働きかけましょう

◦�オートロックマンションや団地等の集合住宅では、住民の安否が確認できず、鍵を開け
て部屋の中を確認する必要が出てきた場合、どのようなときに鍵を壊して入室してよい
か、緊急連絡先はどこか、などの取決めがあらかじめ行われていれば、緊急時の対応が
スムーズに進みます。
◦�そこで、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、マンションの管理組合や団
地の自治会に、鍵の取扱いについて対応方法を決めておくと緊急時の対応がスムーズに
なることを伝えましょう。そして、管理組合や団地の自治会から、管理会社に働き掛け
てもらいましょう。

コラム
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◆救急対応が必要な場合
●�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口が訪問した際、著しく健康状態が損なわ
れている場合には、119番通報し、救急隊の出動要請をしましょう。
●�入院の判断は現場ではできません。対象者にかかりつけ医がいれば、連絡して判断を仰
ぎましょう。救急搬送された場合は、搬送先の病院の医師に判断してもらいましょう。
●�なお、入院時に以下の確認が求められる場合があります。日頃から医療ソーシャルワー
カーやかかりつけ医など、入院時の連携窓口となる人と顔つなぎをしておき、入院に際
しての条件を確認しておきましょう。

▶�入院費の支払いの可否
▶�保証人の有無
▶�治療同意者の有無（本人以外はできないが、現実には医療機関では求められる。）
▶�洗濯物など入院期間内の支援者の有無
▶�死亡した場合の遺体の引取者の有無　／等

●�医療保護入院や措置入院が必要な場合には保健所へつなぎます。
●�突然の入院に備えて、高齢者自身に、入院時に必要な情報を容器に入れて冷蔵庫に保管
してもらう取組を行っている自治体もあります。冷蔵庫には、救急隊が発見できるよう、
情報が入っていることを知らせるステッカーを貼っておきます。
　�区市町村において、こうしたキットを65歳以上の高齢者のみ世帯など、対象として定め
た全世帯に配布し、備えておくよう働きかけていくことも効果的です。

〈救急医療情報キットに入れておく情報〉

◦氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、血液型
◦緊急連絡先
◦かかりつけ医の情報
◦持病、服薬中の薬名、薬の説明書
◦本人が確認できる写真
◦健康保険証の写し
◦かかりつけ医の診察券の写し　／等

●�入院に必要な情報が十分把握されていなかったり、家族や親族、保証人等のキーパーソ
ンがいない場合でも、スムーズに入院できるようにするため、区市町村は、医療機関と、
緊急時の受入れについて協議し、柔軟な受入体制を整えておく必要があります。
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本人の状況

● 独居の80代女性。
● 以前から地域のサロンに参加するなど、
地域との交流がある。
● 認知症の症状が悪化しつつある中、地域
住民に支えられて、在宅での生活を続け
る。

（サービスによる見守りと通報）
● 地域のサロンで、お昼を食べ、仲間とおしゃべりするのが楽しみで、週に1
回は通っている。
● サロンの仲間から、「以前は仲間とよくおしゃべりしていたのに、ぼーっと
していることが多くなった。ゴミ出しの日を間違えたり、頻繁に通帳やお財
布がなくなったと言ったりする。様子を見てほしい。」と、高齢者見守り相
談窓口に相談がある。
● サロン仲間は、認知症サポーター養成講座を受講したことがあり、そこで聞
いた認知症の症状が出ているようだとのこと。

（訪問とアセスメント、友人による緩やかな見守り）
● 高齢者見守り相談窓口の職員が、本人の自宅を訪問する。
　 《初回アセスメント》
　 日常生活は自立しているが、同じ話を繰り返すなど認知症の症状が疑われる。
専門医の診断が必要と思われる。介護保険サービスの利用については本人の
自立性を維持するために現時点では導入しない方がよいと思われ、本人も必
要ないと話す。ただし、金銭管理については「時々財布をどこにしまったか
分からなくなる。」とのことであったため、鑑別診断後に地域包括支援セン
ターにつなげることとする。サロンの友人には引き続き「緩やかな見守り」
を依頼する。
● 本人も「最近、物忘れがひどくなった。」と自覚していることから、一緒に
かかりつけの診療所へ行き、医師に相談。スクリーニングの結果、やはり認
知症の疑いがあるので、専門医の診断を早急に受けた方がよいとのこと。早
急に紹介状を書いてもらい、認知症疾患医療センターを受診することに。初
期の認知症（アルツハイマー型）と診断され、治療が始まる。その後、地域
包括支援センターから社会福祉協議会の日常生活自立支援事業に相談するこ

近隣住民の協力により在宅で暮らし続ける認知症の独居高齢者事例

4

（4） 認知症の疑いがあるケース

対応の
経過
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ととなった。

（専門サービスの利用と緩やかな見守り）
● その直後、「緩やかな見守り」をしていたサロンの友人から「家に目新しい
浄水器があったので、本人に聞いたら高額で購入した様子。領収書もあった
がどうしたらよいか。」と相談を受ける。地域包括支援センター職員が社会
福祉協議会の職員と一緒に訪問し、クーリングオフの手続をすると共に日常
生活自立支援事業の契約をし、日常的な金銭管理を行うことに。
● 地域には、サロンの参加者を中心に、認知症サポーター養成講座を受講した
ことのある住民が多くおり、商店街や町会・自治会でも講座が開催されてい
る。そのため、本人に何かあった時には、
地域住民がすぐに地域包括支援センターへ
連絡する体制が構築されている。
● また、本人も、以前から近所付き合いを大
切にしていたため、ごみ出しや買い物に近
隣住民の協力を得ることができ、地域全体
で「緩やかな見守り」を行う中、在宅での
生活を続けることが可能となっている。

■対応のポイント
〈事例のポイント〉
●�この事例では、まず、認知症サポーター養成講座を受けたサロンの友人が異変に気付いて、
高齢者見守り相談窓口に相談しています。
●�高齢者見守り相談窓口の職員が自宅を訪問してアセスメントを行った結果、日常生活に
支障はなく、本人も身の回りのことを自分で行うことが生きがいであり、それを奪うこ
とでさらに認知症を悪化させる可能性があるとの判断から、介護保険サービスの導入は
見送りました。ただし、専門医の受診は必要と思われたため、かかりつけ医から認知症
疾患医療センターに連携を図ってもらい、鑑別診断を受けています。
●�金銭の管理については本人も自覚があったため、社会福祉協議会が行っている日常生活
自立支援事業につなげて連携を図るとともに、サロンの友人に「緩やかな見守り」を継
続してもらうことで、情報の収集に努めました。
●�「緩やかな見守り」をしていたサロンの友人からの相談で、訪問販売で高価な浄水器を購
入したことが分かり、本人に了承を得て、クーリングオフの手続を行いました。サロン
の友人が「緩やかな見守り」を続けたことで早期発見につながりました。
●�更にこの出来事をきっかけに近隣者にも声を掛け、ごみ出しやちょっとした買い物に対
応してもらう「緩やかな見守り」の協力者を広げることで、認知症高齢者が地域で暮ら
すためのネットワークづくりへとつなげることができました。
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◆地域住民の認知症への理解を深める
●�認知症になっても、認知症の人と家族が地域で安心して暮らし続けるためには、誰もが
認知症に対する正しい知識を持ち、支え合うことができる地域づくりが重要です。
●�認知症の人は、記憶障害や認知障害から不安に陥ることなどにより、精神症状や行動障
害となる行動・心理症状が起こり、その結果周りの人との関係が損なわれることがあり
ます。介護する家族が疲れ切って体調を崩してしまうことも少なくありません。
●�しかし、地域住民が、認知症の人や家族が抱える問題を正しく理解し、支える手立てを知っ
ていれば、認知症の人の不安や家族のストレスを減らすことができます。認知症の人の
尊厳が保持され、その人らしく暮らし続けられる社会をつくっていくことが重要です。
●�区市町村が中心となって「認知症サポーター養成講
座」（※）や地域住民向けの認知症に関する講演会を
開催するなどして、地域住民の認知症の人や介護し
ている家族に対する理解を深めてもらうことが重要
です。
●都では、認知症のポータルサイト「とうきょう認知
症ナビ」において、認知症の基礎知識や相談窓口等
を分かりやすく紹介しています。
●また、都民に認知症の基礎知識や早期診断の重要性
について知っていただくため、認知症の普及啓発用
パンフレット「知って安心認知症」を作成し、とう
きょう認知症ナビに掲載するとともに、区市町村等
における改訂・増刷を可能とし、都民への配布を行っ
ています。

※�認知症サポーター養成講座……講師役である「キャラバン・メイト」が、地域や職域団体等を
対象に、認知症の正しい知識や、接し方についての講義を行う住民講座・ミニ学習会などのこと。
　�認知症サポーター養成講座は、都道府県・区市町村等の自治体のほか、全国的組織を持つ職域
団体及び企業が実施し、受講した人が、「認知症サポーター」となります。
　�「認知症サポーター」は何か特別なことを行う人ではありません。講座を通じて認知症について
の正しい知識を習得し、認知症の人や家族に対して温かい目で見守るなど、自分のできる範囲
で認知症の人や家族を応援するのが認知症サポーターです。

ワンポイント
アドバイス

街中で認知症が疑われる人を見つけた場合に、援助の申し出や介護している
家族へ労いの言葉掛けを行うことで、認知症の人や家族の気持ちが楽になる
場合があります。
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◆様々な関係者が連携して、地域全体で認知症の人を支える
●�住民や商店街、公共交通機関、介護サービス事業者、警察などの地域の多様な関係者が、
それぞれの役割や強みを生かして連携することで、認知症の人と家族が安心して暮らせ
る地域をつくっていくことができます。
●�区市町村は、地域資源の発掘や地域の関係者同士の顔の見
える関係づくりを通じて、認知症の人と家族を地域で支え
る仕組みづくりを進めていくことが必要です。
●認知症の人や家族のニーズ等と認知症サポーターを中心と
した支援をつなぐ仕組みである「チームオレンジ」（※）
の整備を進めています。
●ここでは、様々な関係者が連携して地域全体で認知症の人を支えている実践例を紹介します。
※�チームオレンジ……認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつ
なぎ、認知症になっても安心して暮らし続けられる地域づくりの具体的な活動。
住民サポーターを核として、銀行やコンビニエンスストア・スーパーマーケット、美容院や薬
局などの職域サポーターともチームメンバーとしてつながり、また、地域包括支援センターな
どの関係機関との連携を図り、認知症の疑いがある人などへ早期から継続して支援を行います。
認知症の人とその家族もチームの一員として参加し、共に「支援する人、される人」の関係を
超えて、地域共生社会を目指します。

認知症の人への対応のポイント

認知症の人の尊厳に配慮し、その人らしく安心して暮らし続けられるよ
う支援するために

●�認知症の人への対応の心得　三つの「ない」
　1　驚かせない
　2　急がせない
　3　自尊心を傷つけない
●��具体的な対応のポイント
　◦�まずは見守る。
　◦�余裕を持って対応する。
　◦�声を掛けるときは一人で。
　◦�後ろから声を掛けない。
　◦�相手に目線を合わせてやさしい口調で。
　◦�おだやかに、はっきりした滑舌で。
　◦�相手の言葉に耳を傾けてゆっくり対応する。
※�キャラバン・メイト養成テキスト（NPO法人地域ケア政策ネットワーク全国キャラバン・メイト連
絡協議会）から抜粋

コラム
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アクション講座（世田谷版認知症サポーター
養成講座）の開催（東京都世田谷区）

•� 世田谷区では、令和2年10月に「世田谷区認知症とともに生きる希望条例」を施行し、
認知症になってからも住み慣れた地域でともに安心して自分らしく暮らし続けられるま
ちを目指して、認知症観の転換や本人発信・社会参画、地域づくり等に取り組んでいます。
•� この条例の理念に基づき、令和3年度末に認知症サポーター養成講座の内容をリニュー
アルし、世田谷区独自のテキスト「みんなでアクションガイド」や認知症のご本人によ
るメッセージ動画等を活用した「アクション講座（世田谷版認知症サポーター養成講座）」
を実施しています。
•� アクション講座は、主に区内28地区にある地域包括支援センターの職員が中心となっ
て、地域団体や金融機関、町会、学校等を対象に開催し、ご本人も一緒に参加して自身
の体験や思いを語っていただくこともあります。
•� 具体的には、小学校における社会福祉協議会の福祉体験授業との合同開催や、ご本人の
意見も聴きながら立ち上げた認知症カフェ、民生委員等の声掛けによりご本人も一緒に
参加しやすいラジオ体操の開催等、地区のニーズに応じて多様な方が関わりながら、様々
な活動（アクション）が行われています。
•� アクション講座を起点とした取組みを地域で展開することで、受講者みんなが認知症
を“自分ごと”として捉え、ご本人・ご家族の思いをより深く理解するとともに、高齢
者見守りネットワーク等を活かした日頃の見守り活動や声掛け、地域で活躍できる人材
（パートナー）の育成等を推進していきます。

“サポーター”ではなく、ともに歩む“パートナー”として

事例
紹介

みんなでアクションガイド表紙

アクション講座の様子
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チームオレンジ清瀬の取組
（東京都清瀬市）

•� 清瀬市では、令和2年度の認知症サポーターステップアップ講座でチームオレンジに関
心のある方に向けてアンケート等を実施し、チーム員希望の方を集めました。その後、
令和3年6月からミーティングを重ねて、令和4年4月からチームオレンジ清瀬の活動を
開始しました。
•� チームオレンジ清瀬の活動拠点となっているのが、「中清戸オレンジハウス」で、数年
前まで高齢男性が一人で住んでいた空き家を活用し、認知症当事者の方に電気系統を整
備していただいたり、備品を作っていただいて作り上げました。
•�「チームオレンジ清瀬」は、令和5年2月現在、認知症のご本人や家族を含め、37名のチー
ム員で構成されています。
•� 中清戸オレンジハウスに常駐するチーム員は、認知症の方や介護している方の話し相手
などの継続支援活動を行っています。また、チー
ム員や認知症の方との話し合いにより、介護相談
会や介護予防講座、ミニ音楽会等を毎週木曜日に
開催し、誰もが参加できて共に楽しめることを目
指しています。
•� チームオレンジの活動を通じて、「認知症の人と
どう向き合ったらいいか分からない、ちょっと怖
いかも」といったチーム員の認識が、「構えるこ
とはない、大丈夫」と変化しました。
•� 今後も、チームオレンジの活動等を通じて、認知
症になってもご本人の意思が尊重され、住み慣れ
た地域で安心して住み続けられるよう、共に「支
援する人、される人」の関係を超えて支え合い助
け合う「共生」の地域づくりを推進していきます。

中清戸オレンジハウス

事例
紹介
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おでかけあんしん事業(東京都葛飾区) 

•� 葛飾区では、認知症により徘徊する方を対象に、「おでかけあんしん事業」を平成29年
度から実施しています。
•� この事業は、登録番号と24時間対応のコールセンターの電話番号を記載した「おでか
けあんしんシールの配付」と認知症による徘徊に起因する鉄道事故等を発生させ、ご家
族が損害賠償責任を負うことになった場合等に補償される「おでかけあんしん保険（認
知症保険）の加入（※平成31年度から追加実施）」の2つの柱で構成されています。
•� 令和3年度末時点で814人の登録があります。
•� おでかけあんしんシールを手がかりに早期帰宅につながった件数は、平成29年度の事
業開始から令和3年度末までで、111件あります。
•� おでかけあんしん保険が適用された件数は、平成31年度の事業開始から令和3年度末ま
でで、3件あります。
•� 区ではこれからも、この事業を必要としている方に利用していただけるよう普及に努め、
高齢者の方、ご家族の方の安心につなげていきたいと考えています。

○おでかけあんしんシールの配付
　対象となる方の氏名・住所や緊急連絡先を登録するとともに、登録番号とコールセンター
の電話番号を記載した「おでかけあんしんシール」を配付します。靴など身に着けるもの
に貼り、対象となる方が警察等に保護された際に、シールを手がかりに24時間対応のコー
ルセンターを利用して身元や緊急連絡先を照会し、ご家族等に連絡することで早期の帰宅
へつなげます。

認知症による徘徊により警察等に保護された高齢者を
早期帰宅につなげる

事例
紹介
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≪警察等の保護から帰宅までの流れ≫

1.� 警察等が、徘徊している登録者を保護する。
2.� 警察等が、持ち物に貼られた「おでかけあんしんシール」に記載されているコールセ
ンターの電話番号に電話をかけ、本人や家族等の情報を照会する。

3.� コールセンターは、登録番号と紐づけられた本人や家族等の緊急連絡先等の情報を警
察等に提供する。

4.� 警察等が家族等の緊急連絡先へ連絡する。
5.� 家族等が警察署等に迎えに行き、帰宅につながる。

○おでかけあんしん保険（認知症保険）の加入
　認知症による徘徊に起因する鉄道事故等を発生させ、ご家族が損害賠償責任を負うこ
とになった場合等に補償される保険です。保険料は区が負担します。
（補償内容）
個人賠償責任補償�【補償金額�最大5億円】
例）誤って線路に立ち入って電車を止めてしまい、遅延・運休を伴う営業損害の損

害賠償請求を家族が受けた場合
傷害の補償【補償金額�最大50万円（後遺障害は程度により2～ 50万円）】
被害者死亡時の見舞費用の補償�【補償金額�15万円】

（葛飾区ホームページ「おでかけあんしん事業」）
https://www.city.katsushika.lg.jp/kenkou/1000052/1030186/1002144/1016400.html
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認知症の人と家族を地域で支える認知症カフェ
（東京都目黒区）

•� 目黒区では、認知症の人と家族が住み慣れた地域で暮
らし続けることができるように、NPO法人が運営する
認知症カフェ「Dカフェ」の活動を支援しています。場
所はデイサービス、病院、区の高齢者センターなど様々
で、現在16か所（令和4年9月現在）で開催されています。
•�「Ｄカフェ」では、コーヒーなどを飲みながら交流して
います。（十分な感染対策を講じています）
•� それぞれの施設の特色を活かして運営されています。
•� 医師などを囲んだ懇談会、認知症情報誌「でぃめんしあ」の発行等の取組もあわせて行
われています。
•�「Ｄカフェ」の取組を通して、認知症の人と家族を支える地域づくりが進められています。
※「Ｄカフェ」とは…D=Dementia（認知症のこと）を、D=誰もが、自分のこととし
　て考える、D=District（街）の交流ステーション。

事例
紹介

Ｄカフェ・ラミヨでの医師を囲
んだ語らいの様子（コロナ前）

≪参考≫行方不明認知症高齢者等情報共有サイト
東京都では行方不明となった認知症高齢者や、身元不明で保護された認知症高齢者の情
報について区市町村からの依頼に基づき、都内の他の区市町村や近隣県へ一斉に周知す
る取組を行っています。
現在、パソコン等のサイト上で区市町村自ら情報を更新し、いつでも閲覧できる「行方
不明認知症高齢者等情報共有サイト」を開設しており、都内の全区市町村が参加してい
ます。（※関係機関向けのサイトであり、都民の皆様が直接閲覧できるものではありま
せん。）
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◆早期診断・早期対応の仕組みづくり
●�「認知症はどうせ治らない病気だから医療機関に行っても仕方ない。」という人がいますが、
これは誤った考えです。認知症についても早期受診、早期診断、早期治療は非常に重要です。
●�多くの認知症は、現在のところ根治療法が見つかっておらず、治療は難しいとされています。
しかし、認知症を引き起こす原因疾患によっては、治せる可能性の高いものもあります。
●�本人が病気を理解できる時点で受診し、症状が軽いうちに、ご本人やご家族が認知症へ
の理解を深め、病気と向き合い話し合うことで、今後の生活の備えをすることができます。
介護保険サービスを利用するなど生活環境を整えていけば、生活上の支障を減らすこと
も可能になります。
●�また、アルツハイマー型認知症は早い段階からの服薬等の治療や、本人の気持ちに配慮
した適切なケアにより、進行を緩やかにすることが可能と言われています（服薬による
効果は個人差があります。）。
●�地域住民の認知症の人への気付きを、地域包括支援センター等見守り専門機関が受け、
認知症疾患医療センター（※1）や認知症サポート医（※2）等の医療機関受診へ早期に
つなげることが重要です。
●都内の複数の区市町村では、「自分でできる認知症の気づきチェックリスト」（※3）を掲
載したパンフレット等を地域住民に送付し、認知症を懸念して検診を希望する方に問診・
認知機能検査を行い、専門機関等とつなぐ取組を行っています。都では、そうした取組
を行う区市町村を支援する「認知症検診推進事業」を実施し、認知症の早期診断と早期
対応を推進しています。
●�また、軽度認知障害など介護保険の対象とはならないケースでも、金銭管理が難しくなって
きた場合、外出先で消費者被害に遭う心配があることから、見守りが必要です。状況に応じて、
日常生活自立支援事業の利用につなげます。
●�認知症の人の支援には、地域包括支援センター等見守りの専門機関のほか、かかりつけ
医や認知症サポート医、認知症疾患医療センター、訪問看護ステーション等の医療関係者、
ケアマネジャー、デイサービス等の介護事業者関係者、家族介護者の会等、多様な主体
が関わります。これらの医療・介護等の関係者が、互いの役割を理解した上で連携する
ことで、本人の状態に合った適切な支援を行うことができます。
●�日頃から、地域の医療・介護等関係者同士が、地域で開催される各種協議会、研修会等
への参画を通じて、顔の見える関係を作っておくことが重要です。

※1�認知症疾患医療センター……地域における認知症の人への支援体制及び連携体制の構築を図
るため、本人や家族等のほか専門職からの相談を受け付ける専門医療相談をはじめ、鑑別診
断、身体合併症と行動・心理症状への対応、地域連携の推進、人材育成等を実施する医療機
関として、各区市町村（島しょ地域等を除く）に1か所ずつ設置しています（令和5年3月現在、
都内で52医療機関）。

※2�認知症サポート医……「認知症サポート医養成研修」を修了し、地域医療に携わり認知症の
対応に習熟している医師です。認知症の人と家族等を支えるチームの一員として関わり、適
時相談に応じて適切な助言と支援を行うほか、認知症検診や認知症カフェ等の地域の取組に
も協力を行います。
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※3�自分でできる認知症の気づきチェックリスト……地方独立行政法人東京都健康長寿医療セン
ターの知見を活用して作成したもので、本人や家族など身近な方が、認知機能や生活機能の
低下の有無を簡便に確認することができます。認知症ポータルサイト「とうきょう認知症ナビ」
や「知って安心認知症」のほか、各自治体で作成するケアパス等にも掲載されています。
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世帯の状況

● 80代の高齢夫婦のみの世帯。
● 10年前に、夫が脳梗塞で倒れ、妻が1人で介護してきた。夫は、現在、
要介護4で、心臓病や糖尿病も患っている。
● 訪問介護、通所介護を、それぞれ週1回ずつしか利用していない。近
隣との付き合いはほとんどない。
● 二人が暮らすA区に見守りネットワークはあるが、一人暮らし世帯
が対象のため、この世帯は対象外となっている。
● 妻は、長年の介護によって心身ともに疲
弊しており、腰痛が激しい上、心臓病も
患っている。
● 娘は遠方に住んでおり、年に数回しか来
ることができない。

妻が夫を介護している80代の高齢夫婦のみ世帯事例

5

（5） 複数人世帯で地域から孤立しているケース

対応の
経過

（全戸実態把握による訪問）
● Ａ区では見守りが必要な世帯を把握するため、「要介護認定の結果」「介護保
険給付の状況」「住民基本台帳」のデータを活用し、「要介護4以上」「介護保
険給付額が少ない」「高齢者のみの世帯」で抽出を行う。
● 地域別にリスト化し、高齢者見守り相談窓口で戸別訪問を行う。

（アセスメント）
● 事前に担当ケアマネジャ－に状況を確認する。「夫が要介護4で、介護保険サー
ビスをほとんど利用していない80代の高齢夫婦世帯。夫の介護をしている妻
は腰痛や持病もあり、介護サービスなどの支援を増やす必要性を感じている
ものの、他人が家に入ることを好ましく思っておらず、夫も介護保険のサー
ビス利用に消極的なため増やせない状況である。」とのこと。高齢者見守り
相談窓口からも後押しをしてほしいとの意見。
● 初回訪問で「介護されていて、疲れていませんか。身体の調子は大丈夫です
か。」と介護者である妻本人の様子をうかがう。「大丈夫です。特に困ってい
ません。」と言われるが、かなり疲れている様子。介護者の健康相談にも応
じる看護師がいることを伝え、次回の訪問を約束。高齢者見守り相談窓口の
連絡先を書いたチラシを渡していく。
　 《初回アセスメント》
　 自宅内はきれいに整頓されており、夫の介護も十分にされている様子が見受
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けられるが、妻の介護疲れが見られ、介護保険サービスを増やすことが必要
な状況と思われた。まずは地域包括支援センターの看護師による健康相談に
応じながら、妻と信頼関係を作り、支援につなげることに。ケアマネジャー
にも報告。

（地域包括支援センターとの同行訪問によるアセスメント）
● 1週間後、再度地域包括支援センターの看護師と訪問。妻の血圧測定をしな
がら健康相談に応じる。看護師から「血圧が高いようですけれど、お疲れが
たまっていませんか。夜は眠れますか。」と声を掛けると、実は介護により
腰を痛め、腰痛が激しいとのこと。持病を抱えているため、健康に不安を感
じていることを話し始める。
　 《実態把握アセスメント》
　 妻の血圧が高く、介護疲れが見られる状況。このまま支援を受けないことで
持病が悪化し、脳梗塞などの発作を起こす可能性がある。入院となると夫も
含め、自宅での生活が難しくなる状況がある。
● 妻に看護師からこのまま介護保険サービスを利用しないことのリスクを説明
し、サービス利用を勧める。子供にも相談してみるとのこと。

（ケアプランの変更）
● 数日後、地域包括支援センターに「ヘルパーさんを増やして欲しい。」と電
話がかかってくる。主任介護支援専門員が
担当のケアマネジャーに連絡し、ケアプラ
ンの見直しを一緒に検討する。
● ケアマネジャーと地域包括支援センター職
員が一緒に訪問し、見直したプランを説明
する。訪問看護もプランに加え、医療面の
支援も充実させる。
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本人の状況

● 60代後半の母親と知的障害を持つ40代の息子の二人暮らし。
● 2人が暮らすB市に見守りネットワーク事業はあるが、対象を75歳以
上の高齢者のみ世帯としているため、見
守り対象となっていない。
● 地域との付き合いはほとんどなく孤立し
ている。外部のサービスは、ほとんど利
用していない。

（実態把握のための訪問）
● Ｂ市では、高齢福祉と障害福祉の部署が連携し、高齢の親が障害を持つ子供
を介護している世帯の実態を把握し、75歳以上の高齢者のみ世帯を対象とし
ている高齢者見守りネットワーク事業の対象とすることとした。
● まず、それぞれの部署が持つデータと、住民基本台帳のデータも活用して、
65歳以上の親が障害を持つ子供と同居している世帯の抽出を行い、高齢者見
守り相談窓口で訪問を行うことに。

（初回アセスメント）
● 60代後半の母親と知的障害を持つ40代の息子の2人暮らしの世帯を訪問した
ところ、母親は、長期間にわたる息子の介護に疲弊しており、体調を壊すこ
とが多くなっているとのこと。将来への不安も高く、精神的に不安定な様子。
　 《初回アセスメント》
　 現在は何とか介護が行われているが、主たる介護者が高齢の母親のみであり、
近隣との関係も希薄なことから、母親に何かあったときのことを考えると、
早急に対応を検討をする必要がある。

（障害福祉課との連携）
● 障害福祉課の担当ワーカーと話し合い、次のような支援を行うこととした。
● 母親に、病院や相談窓口などの緊急連絡先を記入できる「緊急カード」を渡し、
何か心配なことがあったら、いつでも高齢者見守り相談窓口に連絡するよう
に伝える。更に、障害のある子供の家族会や、その家族会が開設しているサ
ロンも紹介する。

地域で孤立している高齢の母親と知的障害を持つ息子の二人暮らし事例

6

対応の
経過
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（サロンへの参加）
● 母親から、地域のサロンに参加したいとの連絡があり、週に1回は、顔を見
せるようになる。同じように、知的障害
の子供がいる高齢の親が参加しているた
め、悩みを相談するうちに、介護のスト
レスが軽減される。更に、母親同士で話
しているうちに、介護負担の軽減や将来
への対策のために、居宅介護やショート
ステイ等の障害福祉サービスの利用など
を検討するようになる。

■対応のポイント
〈事例のポイント〉
●�この2つの事例は、ともに支援が必要であるにもかかわらず、従来の見守りネットワーク
の網の目から漏れていた方を、各種行政情報やサービス情報を組み合わせることで発見
し、適切な支援につなげたケースです。

●事例5は、いわゆる“老々介護”の世帯で、介護度から見るとサービス利用が少ないと思
われる世帯について実態把握を行い、高齢者見守り相談窓口と地域包括支援センターが
担当ケアマネジャーと連携して支援の見直しを行った事例です。
●�当初は、夫婦ともにサービスを増やすことを拒んでいましたが、地域包括支援センターの看護
師が健康相談を行うことで、介護者である妻が自らの健康状態の悪化を自覚し、介護負担の軽
減を図ることが自分だけでなく夫にとっても有効であることを意識する契機となりました。
●�その結果、妻は少しずつ介護疲れを意識するようになり、サービス利用を増やすことで
自らの健康を維持できることを理解し、追加サービスの導入につながりました。
●�このように、ケアマネジャーと地域包括支援センターなどの多機関が連携することで、
本人や家族が拒んでいた支援方針の見直しが可能になりました。
●サービスを導入することで虐待予防や介護負担の軽減につなげることが出来ました。

●事例6は、高齢福祉と障害福祉の部署が連携することで、高齢の母親が障害のある息子を
介護している世帯を把握し、介護者支援につなげた事例です。
●�高齢者見守り相談窓口による初回アセスメントでは、介護者が母親のみであり、近隣との関係
も希薄なことから、異変の早期発見につなげるネットワークを形成する必要があるとの判断に
至りました。
●�そのため、障害福祉課の担当ワーカーと連携し、緊急連絡先を記入できる「緊急カード」
の配布や障害者の親の会が運営するサロンへの参加の勧奨などを行っています。
●�母親はサロンに参加するうちに、当事者同士という立場で、介護のストレスや将来への
不安を相談できるようになり、自らの介護負担の軽減のためにも、居宅介護やショート
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ステイなどのサービスの利用を検討するようになりました。
●�このように自治体内の部署間連携は、支援が必要な複数人世帯の把握を可能とし、異変
の早期発見と迅速かつ適切な対応につながります。

◆介護者への支援
●�複数人世帯では、介護者自身が、介護疲れで身体的にも精神的にも疲弊していることが
多く、その場合、要介護者、要支援者のみを対象とした支援を検討しているだけでは生
活は成り立ちません。介護者への支援も含めて検討して行くことが求められます。
●�介護疲れ、地域社会からの孤立感や焦りなど、介護者が抱える課題を理解しながら、ま
ずは、介護者の思い、苦労、葛藤に寄り添いながら、傾聴していきます。そして、介護
する家族自身も当事者と捉え、支援やサービスにつなげる視点を持って、世帯全体のア
セスメントを行っていきます。
●�アセスメントの際、介護者に対して、「困っていることはありますか。」という問い掛け
では、「大丈夫です。何とかなります。」という返事しか返ってこないことがあります。
そこで、「あなたは眠れていますか。」など、介護者の身体を気遣う言葉を掛けてみましょ
う。介護者のことも理解していると伝わることで、安心感と信頼感が生まれます。
●�行政の相談窓口は介護者にとってハードルが高いため、地域に気軽に相談や話ができる
場所を用意することで、孤立を防ぐことができます。例えば、町会・自治会、ボランティ
ア等の地域団体、民生委員・児童委員などがミニデイやサロン、コミュニティカフェを
開設したり、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等が住民の協力を得て自宅
サロンを設置するなどが考えられます。
●�一人で悩み、精神的な負担を抱えている介護者も多いことから、同じ境遇にある人たち
が集う団体を紹介することも有効です。
●�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口等が、これらの地域資源を分かりやすく
マッピングした地図を作成し、広く地域住民に配布することも有効です。地図には、地
域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口などの相談窓口や、地域の家族会などの案
内も合わせて記載すると効果的です。
●�区市町村が、介護者に役立つ、緊急の連絡先や相談窓口などを記載した支援ツールを作
成し、それをきっかけに地域とつながるようにすることも有効です。地域包括支援セン
ターや高齢者見守り相談窓口が、各家庭を訪問して
配布することで、介護の初期段階から困り事などを
聞くきっかけともなります。
●�介護者は、いざというときの不安をいつも抱えてい
ます。緊急時の連絡先のほか、災害時に備えての災
害用ホイッスルなども、配布する支援ツールとして
有効です。
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〈支援ツール例〉
▶…介護者のための「緊急カード」（病院や相談窓口などの緊急連絡先を記したもの）
▶…「介護者手帳」（介護者の心身をモニタリングする・地域情報を掲載した手帳）
▶…「災害用ホイッスル」（災害緊急時に鳴らすもの）／等

◆それぞれの状態と意向の把握
●�介護者が、介護を担うことが難しくなっている場合もあります。
●�例えば、介護者自身が疾病・障害を抱えており、介護を担うことが難しくなっている場
合には、介護者としての支援ではなく、その方も医療・福祉的ニーズを持つ人として、
支援体制を組む必要が出てきます。
●�それまでの人間関係から、介護を担うことが難しいという場合もあります。もともとDV
の被害者であった妻が夫を介護している場合や、かつて児童虐待を受けていた息子・娘
による介護の場合、介護の中でフラッシュバックが起こることがあります。このような
場合には、「介護者支援」を行うことが、「自分は適切な介護者になることができない」
という孤立感を深めることがあります。これらの場合には、かつての被害者としての苦
しみへの共感や心理的支援等が必要とされています。
●�もとより、介護を受けている人自身がどのような状態にあり、どのような意向をもって
いるのか、把握することから始めなければなりませんが、介護者もそれぞれにニーズを
抱えていることがあるため、介護をしている人の心身の状態、生活への意向も、把握し
ておくことが大切です。

◆見守り対象者を幅広く捉えるための工夫
●�区市町村で見守りに関する様々な取組を行っていても、単独の事業の視点のみで対象者
を把握しようとすると、支援を必要としている人を見逃してしまう場合があります。
●�家族のあり方が多様化する中、単独の見守り事業の対象からは外れていても、高齢福祉、
障害福祉、生活保護等の様々な視点から複合的に考えると見守りが必要と判断される世
帯は地域に多く存在しています。こういった世帯をいかに把握し、適切な支援につなげ
ていくかが重要となります。
●�見守りが必要と思われる世帯の抽出に当たっては「要介護認定の結果」「介護保険給付の
状況」「住民基本台帳」等の各種行政情報を突き合わせる方法が考えられます。例えば、
住民基本台帳上「高齢夫婦のみの世帯」であり、要介護認定の結果は「夫の要介護度が高い」
にもかかわらず、介護給付の状況を見ると「給付実績がない、又は極めて少ない」とい
う世帯は、事例5のように老老介護をしている可能性が高いと推測されます。

ワンポイント
アドバイス

介護者に「大切な人を介護しているあなたも大切な一人です」という思いを
伝え、介護者自身にもケアが必要であることを理解してもらいましょう。
（参考：日本ケアラー連盟作成「ケアラー手帳」）
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●�また、家族と同居しているため、見守り事業の対象から外れている世帯であっても、高
齢福祉、障害福祉、生活保護等のデータと突き合わせることで、事例6のような高齢者と
障害者の親子世帯など、見守りが必要な世帯が抽出される可能性があります。
●�このため、区市町村は、保有する各種データを活用し、抽出基準を設定して、見守りが
必要と思われる世帯をリストアップすることが、見守り対象者を幅広く捉える上で有効
です。そして、このリストを地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口、民生委員・
児童委員などと共有し、戸別訪問による状況確認を行います。
●�地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口、民生委員・児童委員は、介護者への配
慮を行いながら、介護保険サービス等の利用を促すとともに、状況が安定するまで、定
期的な見守りを行います。サービスの提供や専門職による訪問など、外部からの目が定
期的に入るようにすることが重要となります。
●�区市町村は、課題を抱えた世帯を抽出するため、個人情報の管理に十分に留意しつつ、
高齢福祉、障害福祉、生活保護等の各所管部署が保有する行政情報を一元的に管理す
るシステムを整備していくことが望
まれます。システムの整備が困難な場
合でも、例えば部門横断的な会議を定
期的に開催するなど、部門間で気にな
る世帯の情報を共有する機会を作る
ことにより、支援が必要な世帯を見逃
さないようにすることが重要です。
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本人の状況

● マンションに住む独居の80代の女性。
● 亡き夫が残したマンションに住んでいるが、近隣住民との付き合い
はあまりない。
● 本人は、軽度の認知症を抱えている。

（地域包括支援センターの職員へ相談）
● 独居高齢者を対象とした生活実態の把握のため、女性が住むマンションを訪
れた地域包括支援センターの職員が本人から相談を受ける。
　 《本人から聞き取った内容》
● 3日前に訪問販売で強引なリフォーム工事の勧誘を受け、今日、契約書が届
いた。
● 長時間家に居座られて怖かったので、何の書類か分からないが言われるま
ま署名はした。契約をしたつもりはない。
● 80万円という契約金額をすぐに払えないので、とても困っている。

（相談を受けた職員が地域包括支援センター内で被害について報告）
● 相談を受けた地域包括支援センター職員が、聞き取った内容を地域包括支援
センター内で報告し対応を検討。その結果、消費生活センターに相談するこ
ととなる。

（地域包括支援センターから消費生活センターへ連絡）
● 地域包括支援センターの職員が、同日中に消費生活センターに連絡し、対処
方法を相談する。本人の同意を得て、消費生活センターに本人の連絡先を伝
え、本人の状況を確認するよう依頼した。

（消費生活センターから本人に聞き取りを実施）
● 同日、消費生活センターの相談員が、本人に電話で連絡し、詳しい内容を聞
き取る。
　 《消費生活センターが本人から聞き取った内容》
● 3日前の夜、「家の排水管を無料で点検しています。少しだけ見せてくださ
い。」と業者の訪問を受けた。家に上げたところ、点検が終わっても居座る

軽度の認知症を抱える独居の女性高齢者事例

7

（6）消費者被害が疑われるケース 

対応の
経過
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ため「帰ってくれ。」と言ったが退去せずに非常に怖い思いをした。「どう
したら帰ってくれるか。」と聞いたところ、細かい字が書かれた書類を見せ
られ、「ここに名前を書けば帰る。」と言われた。
● とにかく帰って欲しいという気持ちで、その場で署名、捺印してしまった。
● 今日、書面が送られてきて、内容を見ると、洗面所の壁や床の改修工事80
万円の契約をしたことになっているようだ。
● 全く契約するつもりはなく、非常に困惑している。どうしたらよいか。

（消費生活センターと地域包括支援センターが協力して対処）
● 詳細な内容を聞き取った消費生活センターの相談員は、クーリング・オフに
より契約解除が可能な案件と判断。
● 速やかに契約解除書面を郵送しておく必要があるが、契約当事者となった本
人が「自分だけでは対応が不安だ。」とのことであったため、連絡をしてき
た地域包括支援センターの職員に連絡し、協力を依頼。契約解除書面の作成
方法や郵送の際の注意事項などを伝える。
● 地域包括支援センターの職員は、同日、女性のマンションを訪ね、契約解除
書面を本人と一緒に作成し、郵送。
● その後、相談員から事業者に電話連絡し、クーリング・オフの書面通知を行っ
たこと、契約はクーリング・オフ処理して欲しいことの申し入れを行う。
● また、地域包括支援センターの職員には、工事予定日に女性のマンションを
訪問し、工事が行われていないことを確認して欲しいと相談員から依頼。

（契約の解除）
● 契約は解除され、工事予定日に工事は行われなかった。
● 事業者からその後、女性に連絡が来ることはなく、解決に至った。

■対応のポイント
〈事例のポイント〉
●�この事例では、女性のマンションを訪問した地域包括支援センターの職員が本人から相
談を受けています。もし職員が相談を聞き流していたら、消費者被害として認識されて
いなかったかもしれません。
●�相談内容について、職員が聞き取った段階では全容を把握することはできませんが、消
費者被害が疑われる事例として、地域包括支援センター内で情報が共有されています。
不確かな情報でも、「何かおかしい」という「気付き」を共有することで、その後の解決
につながっています。
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●�また、最初に相談を受けてから地域包括支援センター内で情報共有されるまでの対応が
非常に迅速です。事例のケースでは、日頃からの緊密な報告・連絡・相談の体制に加え、
地域包括支援センター内で消費者被害への対応がよく意識されていたため、迅速な対応
につながりました。
●�消費生活センターから本人に詳細を確認した後、解決に向けて具体的に進展しますが、
通常、消費生活センターは電話や来所での相談業務に対応しており、訪問等による対応
を行えない場合がほとんどです。そのため、日常的に高齢者と接する機会のある地域包
括支援センターなどに協力を依頼し、協働して対処することで、速やかな解決を図るこ
とが可能になります。

◆消費者被害への理解
●�消費者被害については、事業者と消費者の間で起こるトラブルであるため、消費者を保
護するための一定の法制度等はあるものの、契約自体は契約当事者間の問題となること
から、交渉により解決を図ることが基本となります。
●�そのため、一定期間が経過すると、法令上のクーリング・オフができなくなるなど、そ
の解決が難しくなるケースが多いのが現状です。
●�また、高齢者の中には、本人に被害に遭った認識がない場合や、被害に遭ったことを他
人に相談するのが恥ずかしいなどといった意識を持つ人も多く、日頃のなにげない会話
の中で周りの人が気付き、消費生活センターなどの相談機関につなげることがとても重
要です。

◆消費者被害に関する講座・研修等の受講
●�この事例でも、地域包括支援センター職員が消費者被害に対して「気付き」があったことから、
消費生活センターへつなぐことができました。
●�このような対応は、消費生活センターの役割を理解することに加えて、高齢者に多い消
費者被害の手口や、新しい手口に関する情報をあらかじめ知っておくことで可能となり
ます。消費生活センターが行っている消費者被害に関する講座や研修などを定期的に活
用し、「気付き」のきっかけを学ぶことが非常に有効です。

ワンポイント
アドバイス

・�クーリング・オフとは、訪問販売など特定の取引の場合に、一定期間内で
あれば無条件で契約を解除できる制度です。セールスマンなどから強引な
勧誘を受け、契約をしてしまった場合などに利用できます。
・�クーリング・オフについては、以下の東京都生活文化スポーツ局消費生活
部の「東京くらしＷEB」に詳しい説明が掲載されていますので、一度確認
してみましょう。

「東京くらしＷEB」：
https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/sodan/k_c_off�/
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本人の状況

● 公営住宅で独居の80代女性。
● 長年住んでいるため、近隣との付き合いがある。近所の福祉センター
で趣味活動も行い、社会との関わりを持
つように心掛けている。
● 日常生活は自立しているが、将来自分が
倒れたときに周囲に迷惑を掛けるのでは
ないかと心配。家財の処分等の相談を受
ける。

（本人から家財の処分の相談）
● 本人から、「独居のため、将来自分が倒れたら周囲に迷惑を掛けるのではな
いかと心配。今のうちに準備をしておきたいから相談に応じて欲しい」との
相談が高齢者見守り相談窓口に寄せられる。
　 《初回アセスメント》
　 日常生活は自立しており、受診や服薬も自分で行っている。近隣者とは鍵
を預け合い、日頃からもお茶飲みをしながら互いの家を行き来するなど、
関係が良好である。生きがいづくりのために近所の福祉センターで習い事
をしているなど、積極的に関わりを作ろうと努力している。独居のため、
緊急通報システム設置が必要であるが、その後の葬儀の手配や家財の処分
まで含めた支援を求めているため、「（公財）東京都防災・建築まちづくりセ
ンター」が行っている「あんしん居住制度」を勧めたところ、考えてみる
とのこと。家族にも説明するため、姪の連絡先を聞き、連絡することの了
承を得る。近隣者や姪に連絡し、異変に気付いたら連絡をもらう「緩やか
な見守り」を依頼する。

（姪からの通報）
● 数か月経った時に姪から連絡があり、「ここ数日、叔母に連絡しているが連
絡が取れない。家の中で倒れていないか心配なので確認をしてほしい。」と
のこと。高齢者見守り相談窓口職員が自宅を訪問するが、応答はなし。「緩
やかな見守り」を依頼していた近隣者に連絡したところ、近隣者が周辺の住
民に聞き込みをしてくれた。その結果、「朝、本人が出掛けたところを見掛
けた。」との情報があったため、様子を見ることとする。
● その後、近隣者から、本人が夕方に帰って来たので「皆が心配していたよ。」

緩やかな見守りが必要な女性高齢者事例

8

（7）近隣の人々と高齢者見守り相談窓口による緩やかな見守りが行われているケース

対応の
経過

 日常生活は自立しているが、将来自分が
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と伝えたという連絡が入る。本人や姪からも連
絡がある。再度、「あんしん居住制度」を勧め、
本人申請に至る。

■対応のポイント
〈事例のポイント〉
●�最後に紹介するこの事例は、これまでの事例のように特に大きな問題があるわけではな
く、将来への不安を持つ一人暮らし高齢者に対して、「あんしん居住制度」のようなサー
ビスの紹介をするとともに、近隣住民や親族に「緩やかな見守り」を依頼することによっ
て、本人の安心感を得ています。
●�姪から「連絡が取れないため心配」との連絡を受け、近隣の人たちが協力して情報を収
集するなど、安否の確認がスムーズに行われましたが、本人はこうした人々が心配をし
てくれていることを理解して、「あんしん居住制度」の利用を決意しています。
●�この事例は、高齢者見守り相談窓口が関わって、近隣の人々と親族のネットワークを作
り上げていますが、このような取組が可能なケースは、ほかにも多くあると考えられます。

◆将来への準備という視点の大切さ
●�日頃から近隣の人々との交流があったり、趣味活動や地域活動を行っていたりしても、
特に一人暮らしの高齢者の場合、将来、自分が倒れたときに周囲に迷惑を掛けるのでは
ないかと不安を抱えている人もいます。しかし、不安はあっても十分な準備が出来てい
ない人は多いものです。
●�高齢者見守り相談窓口が、現在、特に問題はなくても、将来の不安に関する相談にも応
じる窓口であることを地域の高齢者に周知しましょう。

◆情報の収集とサービスの紹介
●�将来への備えをどのようにしていくかについて、相談に応じていく中で、家族との関係や連
絡先、かかりつけの医療機関や服用している薬、日頃関わっている人の連絡先や会っている
頻度、将来何かあったときの意向などの情報を収集していきます。
●�情報収集を行う中で、「緩やかな見守り」を行ってくれそうなキーパーソンとなる人を見
つけ、さりげなく気に掛けてもらうよう依頼します。
●�本人には、（公財）東京都防災・建築まちづくりセンターの「あんしん居住制度」など、
将来の備えに関わるサービスの紹介を行うことも有効です。

113

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編

第
５
章

●
資第５
章

●
資
料
編



◆本人を中心とした緩やかな見守りネットワークの構築
●�高齢者見守り相談窓口の職員が、将来の不安に関する相談をきっかけに本人と関わる中で、
近隣の人、家族・親戚、友人など、「緩やかな見守り」を行ってくれる人を増やしていく
ことで、本人を中心とした見守りネットワークを広げていくことができます。
●�本人と連絡が取れなくなったり、病気で倒れたりした際に、高齢者見守り相談窓口の職
員が、例えば、「緩やかな見守り」を行っている近隣の人などから安否確認の情報を収集
し、家族にその情報を伝えるとともに、本人にも皆が心配していることを伝えることで、
見守りネットワークがより緊密なものとなります。
●�また、近隣住民が参加する「見守り支援会議」を開催し、実際の事例を通じて個人の見
守りネットワークを作っていくことは、地域の見守りに対する啓蒙活動としても有効で
す。

（8）様々なケースの共通ポイント【サービスにつなげる】
●�何らかのサービスにつなげる必要がある場合、地域包括支援センターや区市町村は、本人や家
族に対して、サービス利用について説明し、同意を得ておく必要があります。そして、利用する
サービスの契約内容、利用料について、理解してもらいます。
●�サービスの利用に消極的であったり、納得が得られない場合は、本人や家族との信頼関係を構
築しながら、粘り強く利用の必要性を説明し、受け入れやすいサービスから提案していきます。
●�それでも難しい場合や、本人の判断能力がない場合などは、日常生活自立支援事業や成年後見
制度などの利用も考える必要があります。このような対応が困難な利用者に対しては、関係者
が連携して対応に当たりましょう。
●�「適切な服薬方法」、「緊急時の連絡方法」、「日常生活の注意点や制約事項」などについて、関
係者が確認し合い、異変があった場合の対応方法や連絡ルートを確認しておくことも必要です。
●�サービス導入後も、引き続きケアマネジャーや介護・生活支援サービス事業者と連携して経過
を把握し、何かあれば迅速に対応できるようにしておきましょう。

◆医療・保健サービスへつなげる
●�見守りが必要な人の中には、健康状態が悪くても、医療機関にかかっていない場合があ
ります。その場合、地域包括支援センター等の保健師が訪問し、血圧測定や簡単な健康
相談を行うことで、受診の必要性を伝えましょう。
●�訪問した際、発熱で動けない状況にあったり、身体的な疾患が疑われる場合は、早急に
医療機関を受診することが重要です。地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、

ワンポイント
アドバイス

・�「あんしん居住制度」は、高齢者の方の居住における不安を解消できるよう、
利用者の費用負担により、「生活リズムセンサー等の見守りサービス」「葬
儀の実施」「残存家財の片付け」を約束する制度です。

・�以下の公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターのＨＰに詳しい
説明が掲載されています。
　https://www.tokyo-machidukuri.or.jp/sumai/anshin.html
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かかりつけ医の確認を行い、受診を支援していきましょう。身体的な疾患の治療を進め
ながら、他の支援について検討して行きます。
●�一人で医療機関を受診することが困難な場合は、受診に同行することも検討しましょう。
医師との会話の状況、お金の支払い時の様子などから、本人の社会生活の状況を直接確
認することができます。一緒に行くことで、信頼関係の構築
にもつながります。
●�本人が医療機関の受診を拒否している場合、地域包括支援セ
ンターや高齢者見守り相談窓口では、健康面のリスクについ
て医学的な判断ができないため、区市町村において、医療機
関の受診を拒否している人の受診方法について、かかりつけ
医と連携した対応方法を検討しておく必要があります。

◆介護保険サービスへつなげる
●見守りが必要な人が、要支援・要介護状態、又はその可能性があることを見極めたら、早急
にサービスへつなげていくことが求められます。要介護認定を受けていない場合は、区市町
村の担当部署と連携し、手続を進めます。介護保険サービスを利用することで、事業所職員
や他の利用者などとのコミュニケーションの機会が増え、孤立化の防止につながります。
●�介護保険サービスの利用に当たっては、ケアマネジャーや介護保険サービス事業所と連携
し、支援の提供が安定するまでサポートします。ケアマネジャーや介護保険サービス事業
所とは、日常的に連携し、ネットワークを作っておく必要があります。
●�高齢者見守り相談窓口は、介護保険サービスが必要と判断された場合は、地域包括支援
センターに引き継いでいきます。

◆生活支援サービス等へつなげる
●�見守りが必要な人は、何らかの生活課題を抱えていることも少なくありません。地域包
括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、介護保険以外のサービスも視野に入れなが
ら、支援方法を検討していく必要があります。
　�見守りが必要でも要介護状態ではない人も多く、生活支援サービスを導入することで、
人や社会との関わりを増やすことにつながります。
●�生活支援サービスは、掃除、食事の準備、買い物など、日常生活の一部であることから、サー
ビス利用に消極的な人であっても、比較的、受け入れやすいものです。その人の生活課
題やライフスタイル等に合わせて、支援を組み合わせていきます。
●生活支援サービスの導入に当たっては、利用料の負担が課題となることもありますが、経済
的に余裕があるのに、必要なサービスの利用を拒否する場合は、セルフネグレクトや家族に
よる虐待、認知症なども疑われます。その場合は、区市町村の
担当部署につなぎましょう。
●�配食、食材宅配、掃除など、生活支援サービスは、定期的に
本人と接するという特徴があります。地域包括支援センター
や高齢者見守り相談窓口等は、これらのサービス事業者と連
携し、異変を感じたら連絡してもらうよう依頼しましょう。
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生活困窮者への対応

◦�単身で特に生活に困窮している人は、自ら声を上げない場合が多く、地域から孤立しが
ちな傾向があります。このため、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、福
祉事務所やケースワーカーと連携して、支援が必要な方を発見し、適切な対応につなげ
る必要があります。
◦�また、地域の人と顔見知りの関係、助け合いの関係をつくり、日常生活の中でのささい
な異変にも気付きやすい環境づくりを行うことも重要です。
◦�そのきっかけとして、生活相談会、健康相談会など、誰もが参加しやすいテーマのイベ
ントを開催することも有効です。開催場所は、地域の集会所、お店など、気兼ねなく立
ち寄れる場所を選定します。こうしたイベントは、個別相談で終わらせず、歓談スペー
スを作ってお茶を出すなど、集まった人が、顔を合わせ、ちょっとした会話を交わせる
ような場を設定することが何より重要です。その際は、スタッフが間に入って、コミュ
ニケーションを促進するなどの仕掛けも必要です。
◦�更に、地域で生活困窮者への支援を行っているNPO団体やボランティア団体と連携し
て対応を行うことも有効です。地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口等は、生
活困窮者に関する見守り支援会議を開催する際、こうしたNPO団体やボランティア団
体にも声を掛けて、一緒に支援方法を検討していきましょう。

災害時の対応

〈大規模災害に備えた平常時の対応〉
◦�大規模災害発生時に円滑な対応を図るためには、平常時における見守り対象者と見守り
実施者、また、町会・自治会など地域の関係者の関係づくりが重要となります。
◦�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口などは、平常時に、見守り対象者がどこ
にいるのか、生活環境や身体状況等とともに把握し、誰が安否確認を行うのかを明確に
しておきます。こうした情報は、地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口、民生
委員・児童委員、町会・自治会、自主防災組織、見守り協力員などの間で共有しておき
ます。

コラム

コラム

●�介護保険サービスを併用している場合は、利用している生活支援サービスについて、ケ
アマネジャーに情報提供していきましょう。
●地域の生活支援サービスの資源を把握し、地域のニーズを生活支援サービスの開発につ
なげていくためにも、生活支援コーディネーターや、協議体と連携していくことが有効
です。
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◦�また、地域の自主防災組織、町会・自治会などの地域団体で、防火・防災訓練を定期的
に行ったり、大規模災害時の対応方法を決めておくことも重要です。避難訓練では、避
難所までの時間を計測して対応方法を考えます。

〈災害時要援護者名簿、個別避難計画の作成と平常時における活用〉
◦�平成25年6月の災害対策基本法の一部改正により、災害時に自力での避難が難しい要援
護者の名簿作りが区市町村長に義務付けられました。
　また、令和３年５月の災害対策基本法の一部改正により、個別避難計画（※）の作成
が区市町村長の努力義務とされました。
◦�名簿や個別避難計画は、災害時に消防や警察、民生委員・児童委員、市町村社会福祉協
議会、自主防災組織等に提供できます。本人の同意を得れば、災害時以外の提供も可能
です。
◦�各区市町村においては、災害時要援護者名簿、個別避難計画を、平常時から防災担当部
署と高齢者等の見守り事業担当部署等で共有し、地域における日頃の見守り活動に積極
的に活用することが望まれます。日頃から高齢者や障害者など支援が必要な方を把握し、
見守り活動を行うことが、災害発生時の円滑な安否確認や支援につながります。
※避難行動要支援者（高齢者、障害者等）ごとに、避難支援を行う者や避難先等の情報を
記載した計画。

〈大規模災害時の対応〉
◦�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口、民生委員・児童委員と、自主防災組織、
見守りボランティア等が連携し、避難勧告等が発令されている場合には、その情報を見
守り対象者に伝え、大規模地震が発生した際などは、安否確認を行うなど、迅速に対応
します。
◦�災害時は、優先順位付けを行うのではなく、全ての見守り対象者に対して、可能な限り、
速やかに安否の確認、避難支援等の対応を行っていくことが重要となります。
◦�安否確認の結果、避難所よりも、自宅で過ごした方
が安全であると判断される場合もあります。安否確
認・避難の情報は、地域包括支援センターなど、１
か所へ集約しておきます。その結果を、民生委員・
児童委員、ボランティアなど、地域で安否確認を行っ
ている人へ提供していきます。こうした情報集約・
情報共有の仕組みを検討しておくことも重要です。
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❶対応後の評価の必要性
●�見守り活動について、期間を定めて目標や計画を立て、それに基づき見守り活動を実施し、
その後、実施結果への評価を行うとともに、対応の修正・改善を行うことで、有効な支援が
可能となります。
●�特に、見守りボランティアが担当として行う定期的な見守りなどは、その方法による見守り
活動がいつまで続くのか、見守りを行っている効果はあるのか等が不明確だと、ボランティ
ア側の精神的な負担感が大きくなり、継続的な活動が難しくなることもあります。

❷対応後の評価の実施方法
●�対応後の評価は、支援方針を立てた対象者に異変が生じたとき、又は事前に定めた「見守り
期間」が満了したときに行います。
●�評価の際は「支援方針」で立てた「見守り目標」と「見守り内容」がどのように履行された
かを、一つ一つの項目に沿って振り返ります。
●�履行されていれば、「履行されたことによってどのような『成果』が現れたか」、「履行され
ていても解決されない課題や新たな課題は何か」を分析します。
●�履行されていなければ「なぜ履行されなかったのか」等の原
因を検証します。
●�そして、評価した上で見えてきた課題に対して、「再アセス
メント」を行い、新たな期間の支援方針を定めます。
●�評価の結果、「生活が改善され見守りが必要ではなくなった」
場合や「行政などの他機関に支援を依頼しなければならなく
なった」場合などは、それらの機関に申し送りをした上で終
了となります。

4 対応後の評価
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見守りの
担い手となる人材の育成

章3第

（1）地域での気付き合いを増やすために
●�地域で高齢者等の異変を察知する「気付き合い」を増やし、共に支え合いながら安心していつ
までも住み続けることのできる地域社会を構築する上で、地域住民の力を活用することが重要
となります。
●�地域には、地域活動に関心のある元気な高齢者、子育てが一段落した主婦、児童や学生、マン
ションの管理人など、多様な人材が存在します。
●�特に、2025（令和7）年には、人口に占める老年人口の割合（高齢化率）が23.0％（高齢者
人口：約326万人）に達し、2035（令和17）年には25.4％（高齢者人口：約353万人）と、
都民の4人に1人が65歳以上の高齢者となることが見込まれています。
●「団塊の世代」をはじめ、これまで日本社会をリードしてきた世代の中には、仕事や地域での
活動を通して培った豊富な知識や経験・技術を生かし、地域の担い手として活躍したいと考え
る人も多いと考えられます。人生100年時代においては、高齢者が社会を支える側に参加し続
けること、より一層の高齢者の参加を得ることが必要です。
●�こうした人材が、地域で見守りを行い、共に支え合うことは、見守り活動の推進のみならず、
希薄化した地域のつながりを再生する上でも重要です。
●�そのためにも、行政、地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口は、地域住民に対し、見
守り活動の重要性や気付きのポイントを周知し、協力を依頼することで、地域における「気付
き合い」を増やしていくことが大切です。

（2）「見守りサポーター」の養成
●�地域住民の中で、より積極的に見守り活動に関わ
りたいという方に対しては、「見守りサポーター養
成研修」等、区市町村における見守りボランティ
ア育成の取組が望まれます。
●�見守りサポーターを養成するための研修のカリ
キュラムでは、見守りの必要性、異変への気付き
のポイントや発見後の対応方法、高齢者の特徴、

1 地域住民の見守り活動への参加の促進
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認知症の症状などの内容が考えられます。特に、緩やかな見守りが監視とならないよう、監視
と見守りの違いについて十分に説明する必要があります。
●�例えば、以下のような研修内容が考えられます。

〈研修内容の例〉
■総論
　・今、なぜ、見守りが必要なのか
　・見守りの方法、見守りネットワークの仕組み
■高齢者の心身の特徴
　・高齢者の身体的な特徴と配慮点
　・高齢者がかかりやすい疾病、認知症の症状
　・高齢者の心身の特徴を踏まえた対応方法
■緩やかな見守りの実施方法 
　・緩やかな見守りを行うに当たっての心構え（監視と見守りの違い）
　・見守り活動の流れ、緩やかな見守りの実施方法
　・異変への気付きのポイント、居住形態別の見守りのポイント
　・見守りの相談窓口への相談・連絡方法
■コミュニケーションの手段
　・対面によるコミュニケーション
　・電話、手紙等によるコミュニケーション
　・スマートフォン等を利用したコミュニケーション
■見守りに関する相談窓口、制度の紹介
　・見守り活動に関わる関係機関の紹介（地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口、

民生委員・児童委員、自治体担当課、警察・消防　等）
　・介護保険サービス、高齢者福祉サービス等の紹介
■消費者被害の未然防止・早期発見
　・消費者被害の現状と手法
　・消費者被害の気付きのポイント
　・相談窓口への相談・連絡方法
■個人情報の取扱い
　・個人情報とは
　・見守り活動における個人情報の取扱方法
■具体的な活動紹介、事例を通じた見守り方法の紹介� ／等
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●また、研修修了後は、負担にならない程度の役割を担ってもらうと、その後の活動につながります。
●�そのため、研修修了者を見守りボランティアとして登録し、地域包括支援センターや高齢者見
守り相談窓口の単位でネットワーク化することも有効です。
●�見守りボランティアは、身近な地域で「緩やかな見守り」を行い、高齢者等の異変に早期に気
付き、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口につなぐ（共有、連絡、相談する）役割
を担います。
●�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、ボランティア会議や研修会を定期的に開催
するなどのフォローを行い、ボランティアが日々の活動で感じている疑問や悩みを把握し、解
決することで、継続した活動が行えるよう支援します。
●�そのほか、地域の支え合いマップの作成やサロンや多世代交流のイベントを有志で企画するな
ど、見守りにつながる活動が自主的に行えるよう支援します。こうした活動が地域に広がるこ
とで、地域社会の支え合い機能が充実し、多世代による重層的な見守り体制の構築につながり
ます。

●�緩やかな見守りの担い手から、更にステップアップしたい人には、担当を決めて定期的に訪問
するボランティアとして活動する道を開くなど、役割を持った活動ができるよう支援していき
ましょう。地域住民であるボランティアが定期的に見守りを行うことで、地域に顔見知りを増
やすことができます。併せて地域の行事等への参加を呼び掛ければ、地域のつながりを強くす
るきっかけにもなります。
●�地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口は、定期的な見守りが必要な高齢者の居住地域
や個性、抱えている問題などのアセスメントを行い、ボランティアをマッチングします。その際、
訪問時の対応方法、救急時の対応方法、傾聴の方法など、より専門的な研修プログラムを設定し、
育成を図っていきます。

都内区市町村における「見守りサポーター養成研修」の実施状況

•� �東京都においても、都内区市町村による「見守りサポーター養成研修」の実施を支援し
ています。令和3年度時点では、10自治体が実施しており、これまでに累計で2万人以
上の見守りサポーターを養成しています。
•� 研修の内容や対象者は自治体よって異なりますが、地域で緩やかな見守りを行うことで、
高齢者等の異変に早期に気付き、地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口に「つ
なぐ（相談・連絡する）」役割を担う人材を育成・確保するため、地域の実情に応じた
研修を実施しています。
•� 東京都では引き続き、高齢者見守り相談窓口や見守りサポーター養成研修を通じて、見
守りの担い手となる人材の養成に取り組んでいきます。

コラム
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地域福祉サポーター養成研修事業（東京都豊島区）

＜「地域福祉サポーター養成」を開始＞
•� 豊島区では、平成25年度から地域住民（在勤・在学の社員・学生を含む。）が身近な地
域で高齢者等の異変や問題に気付き、声をかけ、コミュニティソーシャルワーカー（Ｃ
ＳＷ）とともに見守り活動を行う「地域福祉サポーター」を養成しています。（実施主体：
豊島区民社会福祉協議会）
•� 地域福祉サポーターは、日常生活や日常業務の中で行う緩やかな見守り活動を行い、困っ
ている方に気付いたらＣＳＷや民生・児童委員等に連絡するなど、いわば地域のアンテ
ナとしての役割を担っています。
＜多彩な顔ぶれがサポーターに＞
•� 地域福祉サポーターになる方には、「スタート研修」を受講してもらいます。研修では、
社協職員による地域の現状と課題の説明や、見守りの方法等に関する講義を行った後、
「地域で起こっている生活課題」をテーマにグループワークを行います。
•� 受講要件を在住者に限らず、在学・在勤者にも広げたことにより、在住区民のほか、学
生、信用金庫職員、大学教員、病院職員、弁護士等、多彩な顔ぶれが登録しており、令
和4年10月現在、284名のサポーターが地域で見守り活動を行っています。
＜研修の効果＞
•� サポーターからの通報で、自宅内で倒れている
人を民生委員や近隣住民が力を合わせて救出し、
一命をとりとめることができた事例や、集合住
宅の孤立化を防ぐためのサロン活動に、サポー
ターが関わる事例などが報告されており、地域
で様々な支え合い活動が広がっています。

在住・在勤・在学者による緩やかな見守り活動の推進に
向けた取組

事例
紹介

地域福祉サポーター養成研修の様子
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（1）見守り専門機関としての役割を遂行するために
●�地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口には、見守りの専門機関として、高齢者の相談
対応、生活実態の把握、地域診断、関係機関との連携、地域の見守りネットワーク構築など、
見守りに関わる様々な職務を遂行する能力が求められます。
●�課題を抱えている高齢者等の問題は複雑化しており、地域で人と人とのつながりが希薄化して
いる中、その問題が見えにくくなっています。そこで、相談を受け付けたら、相談員が自ら地
域へ出向き情報収集を行う中で対応方法を検討したり、更には、見守りが必要な人を発見し対
応するアウトリーチ活動が重要となっています。その力をつけるための研修内容として、地域
住民からの情報収集方法、見守りが必要な高齢者等を把握する方法、対応が困難な人へのアプ
ローチ方法などが挙げられます。
●�さらに、地域全体で見守りが必要な人を支えていくために、地域の高齢者や資源の状況を把握・
分析する地域アセスメントの方法、地域ネットワークの構築方法、地域資源の発掘方法などに
関する研修も必要となります。

（2）見守りに関する専門研修の充実
●�見守りに関する専門研修としては、例えば、以下のような内容
が考えられます。講師選定に当たっては、現場での経験が豊富
なベテランの相談員に講師を務めてもらうことも有効です。

2 地域包括支援センター・高齢者見守り相談窓口相談員の育成

〈研修内容の例〉
■総論
　・�地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口等の見守りの専門機関に求められること
■相談対応
　・相談窓口での対応方法
　・初期相談の対応方法
■情報収集とアセスメント（対応調整）
　・情報収集の方法（状況確認の方法、関係機関等からの情報収集の方法　等）
　・アセスメントの方法
　・関係機関間の対応調整の方法
　・見守り支援会議の開催方法
　・緊急性の判断と対応方法の検討について
　・関係機関、地域団体、地域住民等と連携した対応方法
■地域のネットワークづくり
　・地域アセスメントの方法（地域の高齢者、地域資源の把握・分析）
　・地域ネットワークの構築方法
　・地域住民が自主的に活動を行うための支援方法
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■潜在ニーズの把握
　・潜在的に支援ニーズを持つ高齢者等の把握方法
　・個別相談事例から地域の課題を分析する地域診断の方法
■アウトリーチ活動
　・見守り専門機関からの訪問方法
　・訪問を拒否された場合のアプローチ方法
■事例検討
　・対応が困難な個別事例の検討
　・他自治体、他地域での先進事例の紹介
■その他
　・消費者被害の現状と未然防止・早期発見に向けた対応方法　／等

●�現場の相談員がこうした研修に参加することで、他の機関の職員と顔見知りになることができ
ます。研修後、日常業務を行う上で困ったことがあれば、お互いに相談し合うなど、関係機関
同士で専門性を高め合う関係を構築することもできます。
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個人情報の
適切な共有について

章4第

●�地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口等の見守り専門機関や民生委員・児童委員が地
域で効果的な見守り活動を行うためには、行政から見守り対象者の個人情報の提供を受けるこ
とが必要不可欠となります。
　�また、町会・自治会等の地域住民も、活動に必要な個人情報を適切に利用することで、効果的
な見守り活動を行うことが可能となります。
●�個人情報の適切な共有は、見守りネットワークを有効に機能させる上で、最も重要な要件と言っ
ても過言ではありません。しかし、見守りの現場では、必要な手順を踏めば提供することが可
能な情報でも、個人情報保護を理由に関係者に提供されず、こうしたことが「支援の壁」となっ
ている場合があります。
●�個人情報保護法の趣旨は、「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護すること」
にあります（個人情報の保護に関する法律第１条）。個人情報は、個人情報保護の重要性を十
分に認識し、適切に取り扱わなければなりませんが、一方で、究極の権利利益とも言える「生
命や身体の安全」を守るために、必要な範囲で、効果的に活用していくことが法の趣旨から鑑
みて重要と言えます。
●�そのためには、行政、見守り専門機関、地域住民等が個人情報の取扱いについての正しい知識
を持つ必要があります。本章では、見守り活動を効果的に行う上で、個人情報をどのように取
り扱えばよいのか、法の概要を説明します。

1 見守り活動における個人情報の重要性
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（1）個人情報とは
●�「個人情報」とは、生存する個人に関する情報で、①氏名、生年月日その他の記述等によって
特定の個人であると分かるもの、又は②個人識別符号（※）が含まれるものを指します。
●�氏名が分からなくても、他の情報と組み合わせて容易に特定の個人を識別できる場合には個人
情報となります。
●�死者に関する情報は「生存する個人に関する情報」ではないため、個人情報に当たりません。
しかし、死者に関する情報が、同時に、遺族等の生存する個人に関する情報でもある場合には、
遺族等に関する個人情報になります。

※　身体的特徴（顔・指紋・声紋・DNA 等）に係るデータや、公的に割り振られた番号（基礎
年金番号・免許証番号・マイナンバー等）など、その情報単体でも個人情報に当たるものを指
します。

（2）個人情報保護法と個人情報保護条例について
●�個人情報保護法は、民間事業者等が個人情報を取り扱う上でのルール（P127参照）を定めて
おり、その趣旨は、「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護すること」にある、
保護と活用のバランスを図ることを目的とした法令です。個人情報は個人の人格尊重の理念の
下に慎重に取り扱われるべきものであることに鑑み、適正に取扱いが図られなければならない
旨も法の基本理念として定めています。
●�平成27年の改正個人情報保護法により、平成29年5月30日から、個人情報を取り扱うすべて
の事業者に、個人情報保護法が適用されています（※）。
●�「事業者」には、法人に限らず、マンションの管理組合、NPO法人、町会・自治会などの非
営利組織も含まれます。なお、こうした「中小規模の事業者」に配慮し、安全管理措置につい
ては、国のガイドラインにおいて、特例的な対応法が示されています（P128参照）。
●�自治体が保有する高齢者等の個人情報の取扱いのルールは、各自治体が制定する個人情報保護
条例で定めています。

※　改正法により、取り扱う個人情報の数が5,000以下の事業者を規制の対象外とする制度が廃
止されました。

2 個人情報の基本的な考え方について

※　本章は、高齢者等の見守りガイドブック第3版の記載を基に、第4版の作成時点（令和5年3月）
において、個人情報保護委員会（個人情報の保護に関する法律に基づき設置された合議制の機関）
のホームページ（https://www.ppc.go.jp/）や、同ページに掲載されている「はじめての個人
情報保護法〜シンプルレッスン〜（https://www.ppc.go.jp/news/publicinfo/）等を参考に
して作成しました。個人情報保護については、国等の最新の情報を確認されるよう、お願いします。
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①個人情報の取得・利用に関するルール
　□利用目的を特定し、目的外利用をしないこと
　　◦�個人情報を取り扱うときには利用目的を具体的に特定します。
　　◦�特定した利用目的以外には個人情報を利用しないようにします。
　□適正に取得し、利用目的を本人に明らかにすること
　　◦�不正な手段で個人情報を取得しないようにします。
　　◦�個人情報を取得したときには、本人に利用目的を通知または公表します。
　　◦�本人から直接書面で個人情報を取得するときには、あらかじめ本人に対して利用目的を明

示します。
　□要配慮個人情報（Ｐ137…Ｑ14参照）には特段の注意を払うこと
　　◦�要配慮個人情報（本人の人種、信条、病歴など本人に対する不当な差別や偏見が生じる可

能性がある個人情報）を取得する時は、必ず本人の同意を得ます。
②個人情報を保管するときのルール（安全管理）
　□個人情報を安全に管理すること
　　◦�個人情報の漏えいや紛失などを防ぐために安全に管理します（「安全管理措置」の実施）。
　　◦�従業者や委託先に対する監督をします。
　□正確かつ最新の内容に保つよう努力すること
　　◦�個人情報が正確で最新の内容となるように努力し、また、不要な情報は消去するよう努め

ます。
　□漏えい等報告・本人通知の義務化
　　◦�令和２年の改正個人情報保護法により、令和４年４月１日から、要配

慮個人情報の漏えい等が発生した場合、又は、発生したおそれがあ
る事象が生じた場合は、個人情報保護委員会への報告・本人通知が
義務化されています。

③個人情報を第三者に提供するときのルール（第三者提供の制限）
　□決められた場合以外には、第三者に個人データを提供しないこと
　　◦�個人情報を本人以外の第三者に渡すときは、原則として、あらかじめ本人の同意を得なけ

ればなりません。
　　◦�ただし、次の場合は、本人の同意を得なくても提供することができます。

（3）個人情報取扱いの基本ルール
●�　個人情報保護法では、民間事業者の個人情報の取扱いについて、以下の4つのルールを定め
ています。

個人情報を利用している民間事業者等に義務付けられているルール

る事象が生じた場合は、個人情報保護委員会への報告・本人通知が
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～中小規模の事業者に対する特例について～

＜中小規模事業者とは？＞
　従業員の数が100人以下で、以下２点に該当しない事業者を言い、個人
情報を取り扱う町会・自治会等もこの中小規模事業者に該当します。
　①取り扱う個人情報が5,000を超える者
　②委託を受けて個人データを取り扱う者
※　中小規模事業者による個人情報の取扱いについては、国の個人情報
保護委員会が「中小企業の皆様（中小企業サポートページ）（https://
www.ppc.go.jp/purpose/SMEs/）」を開設し、説明資料や対応方法、
法に基づく「個人情報保護法ガイドライン（以下「ガイドライン」）の
本文やQ＆Aを掲載していますので、ぜひご参考ください。

○�　個人情報保護法第２３条により、個人情報を取り扱う事業者は、情報の漏えい
や紛失などを防ぐための「安全管理措置」を講じることが義務付けられています。
○�　具体的に講じるべき措置や手法の例については、上記の「ガイドライン」に
示されていますが、中には規程の策定や入退室管理等、負担が大きいものもの
あります。

▶…法令に基づく場合（例：警察からの照会など）
▶…人の生命、身体又は財産の保護のために必要で、かつ本人からの同意を得るのが困難
な場合（例：災害発生時の安否確認など）
▶…公衆衛生・児童の健全育成に特に必要な場合で、かつ本人の同意が難しい場合（例：
児童虐待からの保護など）
▶…国の機関等や地方公共団体又は、その委託を受けた者が法令の定める事務を遂行する
ことに対してに協力する必要がある場合で、本人の同意を得ることにより、当該事務
の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合（例：統計調査への回答など）
▶業務の委託、事業の承継、共同利用

　　◦�個人情報を第三者に提供する場合には、いつ・誰の・どんな情報を・誰に提供したか、を
記録し保存する必要があります（原則３年）。

④本人から個人情報の開示を求められたときのルール
　□本人からの請求に対して適切な対応をとること
　　◦�あらかじめ苦情の申出先等を明示しておき、本人から請求があった場合は、保有する個人

情報の開示・訂正・利用停止等を行います。

▶…法令に基づく場合（例：警察からの照会など）
▶…人の生命、身体又は財産の保護のために必要で、かつ本人からの同意を得るのが困難
な場合（例：災害発生時の安否確認など）
▶…公衆衛生・児童の健全育成に特に必要な場合で、かつ本人の同意が難しい場合（例：
児童虐待からの保護など）
▶…国の機関等や地方公共団体又は、その委託を受けた者が法令の定める事務を遂行する
ことに対してに協力する必要がある場合で、本人の同意を得ることにより、当該事務
の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合（例：統計調査への回答など）
▶業務の委託、事業の承継、共同利用

　　◦�個人情報を第三者に提供する場合には、いつ・誰の・どんな情報を・誰に提供したか、を
記録し保存する必要があります（原則３年）。

④本人から個人情報の開示を求められたときのルール
　□本人からの請求に対して適切な対応をとること
　　◦�あらかじめ苦情の申出先等を明示しておき、本人から請求があった場合は、保有する個人

情報の開示・訂正・利用停止等を行います。
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<対応方法の例>
安全管理措置
の種類

中小規模事業者における手法
の例示 （比較）一般的な手法の例示

○個人データ
の取扱いに
係る規律の
整備

•� 個人データの取得、利用、
保存等を行う場合の基本的
な取扱方法を整備する。

取得、利用、保存、提供、削除・廃棄
等の段階ごとに、取扱方法、責任者・
担当者及びその任務等について定める
個人データの取扱規程を策定

○組織体制の
整備

•� 個人データを取り扱う従業
者が複数いる場合、責任あ
る立場の者とその他の者を
区分する。

•� 個人データの取扱いに関する責任者
の設置及び責任の明確化

•� 個人データを取り扱う従業者及びそ
の役割の明確化

•� 上記の従業者が取り扱う個人データ
の範囲の明確化　他

○個人データ
を取り扱う
区域の管理

•� 個人データを取り扱うこと
のできる従業者及び本人以
外が容易に個人データを閲
覧等

•� 入退室管理及び持ち込む機器等の制
限等

　�なお、入退室管理の方法としては、
IC�カード、ナンバーキー等による入
退室管理システムの設置等

•� 間仕切り等の設置、座席配置の工夫、
のぞき込みを防止する措置の実施等
による、権限を有しない者による個
人データの閲覧等の防止

※上記は事業者に義務付けられた措置の一部です。詳細は国のガイドラインを確認してください。（個
人情報保護委員会ホームページ　ガイドライン（通則編）P162～ P175

○�　そこで、ガイドラインでは、一定規模以下の事業者を「中小規模事業者」と
定義し、安全管理措置を円滑に実行できるよう、特例的な対応方法を例示して
います。
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（4）本人同意について
●�個人情報は慎重に取り扱うべきものであり、原則として、本人の同意を得ることなく、目的外
利用や、取得、第三者への提供はできません。
●�しかし、見守りの現場では、セルフネグレクトや対応拒否などで本人同意を得ることが困難な
ケースや、同意を前提としていては、人の「生命や身体の安全」を守ることができないケース
もあります。法の趣旨に則り、個人情報の保護と活用のどちらが本人の利益になるかを検討の
上、状況に応じて効果的に運用していく必要があります。
●�ここでは、個人情報保護法においての、本人同意の原則及び例外的に本人同意なしに取得、目
的外利用、第三者への情報提供ができるケース等について紹介します。

❶本人同意の取り方
●�本人同意の取り方には、書面によるものと口頭によるものの二つの方法があります。
●�書面で同意を得る場合、同意書を作成し、本人から署名や捺印をもらいます。同意書には、
情報の利用目的、共有する情報の種類、共有する関係者の
範囲、関係者間での共有方法、情報の管理方法等について
記載します。
●�口頭で同意を得る場合でも、確認する内容は書面による場
合と同じですが、後でトラブルにならないよう、同意を取っ
た日時や同意を得た内容、同席者等について記録を残して
おきましょう。

❷本人の同意なく個人情報の目的外利用、収集、第三者への提供ができる場合
●�「「人の生命、身体又は財産の保護のために必要な場合で、本人の同意を得ることが困難で
あるとき」等は、例外的に、本人の同意がなくても、個人情報の目的外利用や、収集、第三
者への提供ができます（個人情報の保護に関する法律第18条、同第20条、同第27条、）。
●�人の生命、身体又は財産等の保護に必要な場合の事例として、「個人情報の保護に関す　る
法律についてのガイドライン（通則編）平成�28�年�11�月（令和�4�年�9�月一部改正）個人
情報保護委員会」では、急病その他の事態が生じたときを挙げています。
●�「本人の同意を得ることが困難であるとき」の事例として、個人情報保護委員会のQ&Aでは、
本人の連絡先が不明等により、本人に同意を求めるまでもなく本人の同意を得ることが物理
的にできない場合や、本人の連絡先の特定のための費用が極めて膨大で時間的余裕がない等
の場合が考えられるとされています。
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（5）個人情報の管理
●�個人情報を活用して見守り活動を行う関係者は、情報の共有を行うに当たり、外部漏えいなど
で見守り対象者の権利利益を侵害することのないよう、以下のような管理ルールを定めておく
必要があります。

個人情報の管理ルール

□情報の活用範囲
　◦�個人情報は見守り活動以外の目的には使用しない。
□適切な情報の管理
　◦�個人情報が記載された資料は金庫や施錠できるキャビネットな
どに保管する。

　◦�個人情報が記載された電子データにはパスワードを設定し、パ
スワードは管理者等の限られた人だけで共有する。

　◦�台帳を管理するパソコンにはウィルス対策ソフトを入れる。
□情報の管理責任者の設置
　◦�個人情報の管理者を決め、情報管理の責任者を明確にする。
　◦�管理者は漏えいや紛失、破損等が起きないよう、組織のメンバーに対して、周知・徹底する。
□複写や印刷の制限
　◦�個人情報が記載された資料の複写や複製はしない。
　◦�必要な関係者に情報を電子データで提供する場合、印刷を許可しない設定としたPDFファイ
ルとして提供するなどして印刷を制限する。

□情報の持ち出し制限
　◦�個人情報が記載された資料や電子データは、指定場所から外に持ち出さないようにする。
　◦�活動のためやむを得ず外部に持ち出す場合は、個人情報の部分を匿名化するなど加工する。
□情報漏えいの防止
　◦�見守り活動を通じて知った個人情報を、見守り活動の関係者以外に漏らさない。見守り活動
をやめた後も同様に個人情報を漏らさない。

　◦�個人情報を見守り活動の関係者以外には見せたり、渡したりしな
い。

□古い名簿の破棄
　◦�見守り対象者名簿を更新する際には、古い名簿と引換えに配布し、
古い名簿が提供先に残らないようにする。

　◦�回収した古い名簿はシュレッダー処理するなどして、適切に廃棄
する。

□事故発生時の対応
　◦�個人情報に関する事故が発生した場合、速やかに管理者、個人情報の提供元に報告する。
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3 見守り活動での個人情報の共有に関するＱ＆Ａ

●�町会・自治会、民生委員・児童委員、民間事業者、地域包括支援センター、高齢者見守り相談
窓口など、見守りに関わる関係者間で、見守り対象者の個人情報の共有を進める際、問題とな
りそうなことを挙げ、その対応方法をまとめました。
●�回答を参考にしながら、各地域で情報共有を進め、見守り活動をより充実したものにしていき
ましょう。

Q
1

団地の自治会で見守り活動を行うに当たり、見守りが必要な高齢者の名簿を作成
し、自治会員や関係機関に配布することになりました。本人に同意を得た上でリ
スト化していますが、名簿への掲載を拒否している人が多い状況です。拒否して
いる人の中に、丁寧に見守っていかなければならない人が多くいるのですが、ど
のような対応が必要でしょうか。

A
1

◦�まず、文書を送って同意を得られなかった場合、直接訪問して、名簿を作成す
る目的やその必要性、名簿の管理方法、閲覧する人の範囲などを分かりやすく、
丁寧に説明しましょう。
◦�それでも同意を得られない場合、強制的に登録することはできません。
　�訪問時の様子から、特に見守りが必要ではないかと思われる人がいれば、民生
委員・児童委員や本人とつながりのある近隣の人などの協力を得て、その人の
ことを気に掛けてもらうなど、地域の中で役割分担することで、緩やかな見守
りを行っていくことができます。
◦�また、地域包括支援センターにも連絡し、専門的な視点からの支援も得ていき
ましょう。

Q
2

町会で見守り活動を行っていますが、町会に加入していない方も多く、地域の高
齢者の状況を十分に把握できません。民生委員・児童委員も見守り活動を行って
いることから、民生委員・児童委員が把握している地域の高齢者に関する情報を
教えてもらうことはできますか。

A
2

◦�民生委員・児童委員には守秘義務があるため、職務を通じて把握した個人情報
を町会に提供することはできません。
◦�そこで、民生委員・児童委員に、一緒に高齢者宅を訪問する活動を持ちかけて
みてはいかがでしょうか。民生委員・児童委員と一緒に訪問しながら、地域の
高齢者の状況を把握することができます。
◦�また、いつ行っても不在など心配なお宅がある場合は、地域包括支援センター
や高齢者見守り相談窓口に相談し、「地域包括支援センターで長期不在の理由を
確認できています。」などの安否情報を提供してもらう方法も考えられます。
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Q
3

マンション管理組合で、マンション内で見守り活動を行うことを検討しています。
見守りを希望する高齢者世帯の名簿を作成したいと思っていますが、どのような
方法がありますか。

A
3

◦�名簿の作成方法には「①手挙げ方式」「②同意方式」があります。
①手挙げ方式
◦�手挙げ方式は、見守り活動を行うために名簿を作成する旨、事前に住民に対し
て周知し、希望者を募り、名簿に必要な情報を収集する方法です。
◦�この方法は、情報収集の負担は軽いですが、希望者のみが対象となるため、他
人と関わりたくない人、見守りの必要性を自覚していない人などが漏れてしま
う可能性があります。
②同意方式
◦�同意方式は、直接本人に働き掛けて、必要な情報を収集する方法です。一人ひ
　�とり、直接訪問するなどして、名簿作成の趣旨を
説明し、必要な情報を聞き取っていきます。
◦�見守りの必要性を感じていない人にも、直接働き
掛けることで、名簿掲載への理解を得られる可能
性があります。一方で情報収集の手間や時間がか
かります。

Q
4

区では、高齢者の見守り活動を行っていましたが、障害者へも対象を広げることとな
りました。見守り活動を行うために、障害者の個人情報が必要となりますが、障害福
祉部門と高齢福祉部門で個人情報を共有することは可能でしょうか。

A
4

◦�自治体の個人情報保護条例に、「同一実施機関内で利用する場合で、事務に必
要な限度で利用し、かつ、利用することに相当な理由があると認められると

　�き、個人情報の目的外利用を行うことができる」という規定がある場合、見守
り活動によって個人情報が共有されることで、住民の利益につながるため、個
人情報を共有することができます。
◦�このような規定がない場合には、個人情報保護審議会に諮問し、障害福祉部門
と高齢福祉部門での情報共有について了承を得ると良いでしょう。
◦�また、見守り活動に関する事務を障害福祉部門と高齢福祉部門の共管にするこ
とで個人情報を共用することもできます。
◦�関係部門間で、見守りに必要な個人情報の共有を進めていきましょう。

133

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編

第
５
章

●
資第５
章

●
資
料
編



Q
5

市の高齢者福祉の担当者です。市内には8か所の委託型の地域包括支援センターが
ありますが、業務を行う上で必要な個人情報を提供することはできるのでしょうか。

A
5

◦�直営型の場合は、同一部署間での情報提供であることから、当然可能です。
◦�委託型の地域包括支援センターへ個人情報を提供する場合、個人情報保護審議
会に諮問し、了承を得ることで、情報を提供することができます。個人情報保
護審議会に諮問する際には、情報の提供先を「区市町村が委託する地域包括支
援センター」などとすることで、事業所が増える度に個人情報保護審議会に諮
問する手間を省くことができます。
◦�また、委託契約の中で、守秘義務や個人情報の管理について、定めてきましょう。
◦�地域包括支援センターの職員に対して、個人情報の取扱いに関する研修を行う
などして、情報管理について徹底しておくことも重要です。

Q
6

地域包括支援センターの職員です。一人暮らしの高齢者宅を訪問した際、地域の
ボランティア団体が行っている見守り活動を紹介したところ、「そのような活動を
している団体があるなら、定期的な訪問をお願いしたい。」と言われました。他に
も訪問を希望する高齢者がいたので、地域包括支援センターが把握している訪問
希望者についての情報を名簿にまとめ、そのボランティア団体に渡そうと思って
います。名簿にして提供することに問題はないでしょうか。

A
6

◦�区市町村が個人情報の取扱いについて定めている個人情報保護条例では、本人から同
意を得ている場合には、個人情報を第三者に提供することを認めています。
◦�本人に名簿作成の趣旨と提供先について説明し、同意を得ていれば、ボランティ
ア団体に提供しても問題はありません。

Q
7

自治体で地域福祉の担当をしています。民生委員・児童委員から、「自治体から個
人情報を受けられなくなり、見守り活動を行う上で、大変困っている。」との苦情
を受けました。民生委員・児童委員に対して見守り活動を行う上で必要な情報を
提供するために、自治体として、どのような対応を行ったらよいでしょうか。

A
7

◦�民生委員・児童委員は、地方公務員法の「特別職の地方公務員」に位置付けら
れており、活動を行う上で必要な個人情報の提供を受けるため、民生委員法で
　�守秘義務が規定されています。そのため、見守り活動に必要な個人情報を提供す
ることができますが、個人情報を提供するに当たり、管理方法を徹底する必要
があります。例えば、個人情報は鍵のかかる決まった場所に保管する、複写は
しない、そのまま外に持ち出さないなど、民生委員・児童委員と協議の上、自
治体で管理ルールを定めていきましょう。
◦�その上で、個人情報保護審議会へ諮問し、民生委員・児童委員への個人情報の
提供について、了承を得ておくとよいでしょう。
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Q
8

地域包括支援センターの職員として、地域の高齢者の実態把握のため、戸別訪問を
行っています。しかし、何度訪問しても、面会を拒否し、ドアを開けてくれない高齢者
がいます。近隣の人から話を聞くと、「以前、救急車で運ばれて退院してきたけれど、
とても痩せて具合が悪そうだ。最近は物忘れもひどくなっている様子で、心配に感じ
ている。」ということです。そこで、見守り活動の一環と
して、水道・電気・ガス事業者に、この高齢者の情報を伝
え、万が一、使用量に大きな変化があったら、地域包括
支援センターに通報してもらうようお願いしてみよう
と思っています。事業者からこうした情報の提供を受
けることは可能でしょうか。

A
8

◦�個人情報保護法27条は個人情報の第三者提供を制限する規定ですが、「人の生命、
身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ること
が困難であるとき」は、例外的に除外しています（本人同意なく個人データを
第三者に提供できる）。
◦�情報提供を受けるためには、あらかじめ自治体、水道・電気・ガスの供給事業
者を交えて検討した上で、協定を締結しましょう。
◦�具体的な通報の基準や通報の手順、通報先等についてマニュアルを作成してお
くと良いでしょう。

Q
9

町会で見守り活動を行っています。効果的に見守りを行うため、どこに見守りが必
要な高齢者がいて、どのように見守っていくかを可視化したマップを作成したいと
思っています。マップには、高齢者の疾病や生活状況等の個人情報を掲載しますが、
その際注意すべきことについて教えてください。また、完成したマップはどのよ
うに管理したらよいでしょうか。

A
9

◦�マップに見守りが必要な高齢者宅などの情報を書き込んでいく際には、外部に
分からないように記号を使うなど工夫します。記号の意味を記載した文書は、
地図とは別に作成しましょう。マップにはタイトルもつけないようにします。
◦�また、マップを使う人には、見守り対象者の情報などを書き込まないよう、十
分に周知しておきます。
◦�出来上がったマップは、鍵のかかる決まった場所に保
管し、見守り活動を行う関係者の中から管理責任者を
置きましょう。
◦�マップを複写する際には、管理責任者がきちんと枚数
を把握し、記録しておくようにします。
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Q
10

地域包括支援センターで、町会・自治会の役員や、本人と親しい近隣の人も交え、
個別の方の見守り方法を検討する見守り支援会議を行う場合、会議の中で、様々
な個人情報がやり取りされますが、どのようなことに留意したらよいでしょうか。

A
10

◦�まず、見守り対象者やその家族に、事前に会議の目的や参加者、共有する情報
について伝え、同意を得るようにしましょう。特に、顔見知りの近隣の方など
が参加される場合、後々トラブルとならないよう、そのことを伝えておくこと
が重要です。参加しないでほしいという方がいるかもしれません。
◦�会議の出席者には、会議で知り得た情報の取扱いについて、十分注意するよう伝
えましょう。守秘義務についての誓約書を取り交わしておくことも有効です。
◦個人情報が記載されている会議資料は回収するようにしましょう。

Q
11

町会・自治会などの小規模な組織も個人情報保護法の適用対象だということです
が、どのようなことに注意すべきでしょうか。

A
11

◦�改正個人情報保護法の施行（平成29年5月30日）により、個人情報を取り扱う
事業者は、その個人情報の規模に関わらず、法規制が適用されることになりま
した。この「個人情報取扱事業者」には、町会や自治会、同窓会等の非営利組
織も含まれています。
◦�従来から個人情報を適切に取り扱っていれば特別な負担は生じませんが、例え
ば会員名簿を作成する等、個人情報の収集・管理を行う場合には、法の定めるルー
ルを一つ一つ確認してから行う必要があります。
◦�こうした個人情報の取扱いについて、国の個人情報保護委員会が「中小企業サ
ポートページ（個人情報保護法）」を開設し、コンパクトな説明資料や対応方法
を掲載していますので、ぜひ参考としてください。

Q
12

マンション管理組合は、個人情報保護法の適用対象なのでしょうか。管理する個
人情報が5,000人分を超えなければ対象外と聞いたのですが・・・。

A
12

◦�平成29年5月30日の改正法施行により、以前は規制の対象外だった5,000人分
以下の個人情報を扱う事業者にも法が適用となりました。この「事業者」には
町会や自治会、同窓会等の非営利組織も含まれており、個人情報を取り扱うマ
ンションの管理組合も含まれるため、法律が適用されます。

個人情報保護委員会ホームページ：
◆中小企業サポートページ（個人情報保護法）
　https://www.ppc.go.jp/purpose/SMEs/
◆自治会・同窓会向け会員名簿を作るときの注意事項
　https://www.ppc.go.jp/files/pdf/meibo_sakusei.pdf
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Q
13

マンション管理組合が中心となり、見守り対象者の名簿を整備して見守り活動を
はじめようと考えています。
管理組合が法律上の「個人情報取扱事業者」になる場合、組合員であるマンショ
ンの住民は全員、取扱事業者の「従業者」にあたると考えてよいのでしょうか。

A
13

◦�国の個人情報保護法ガイドラインのQ＆Aによると、取扱事業者の「従業者」は、
マンション管理組合でいう理事等を指す、とされています。
◦�組合の理事のほか、例えば名簿を管理する事務局などの方や、個人情報のとり
まとめを行っている方は「従業者」に該当すると考えられますが、それ以外の
一般のマンション住民の方は該当しません（「第三者」として扱います）。
◦�例えば、名簿を作って全住戸に配布する場合には、第三者に情報を提供するこ
とになりますので、個人情報の収集時等に、あらかじめ本人の同意を得ておく
必要があります。

Q
14 「要配慮個人情報」とは、具体的にどのようなものでしょうか。

A
14

◦「要配慮個人情報」とは、個人情報のうち、不当な差別、偏見その他の不利益
が生じないように取扱いに配慮を要する情報として、個人情報保護法・政令・規
則に定められた情報です。
���人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実、身体障害、
知的障害、精神障害等の障害があること、健康診断その他の検査の結果、保健指導、
診療・調剤情報、本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索等の刑事事件に関
する手続きが行われたこと、本人を非行少年又はその疑いがある者として、保護
処分等の少年の保護事件に関する手続きが行われたことが該当します。
◦�要援護者の把握に取り組まれている自治会・町会では、例えば災害時の避難に対
応するため、「障害」や「病歴」等の情報等を取得している場合が多いと思います。
こうした「要配慮個人情報」は、必ず本人の同意がないと取得できませんので、
ご注意ください。
※平成29年5月30日の改正法施行よりも前に取得した情報については、改めて同
意をとる必要はありません（個人情報保護委員会のQ&A）。
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Q
16

地域包括支援センターの職員です。日々業務を行う中で、個人情
報の取扱いについて困った際、どこへ相談したらよいでしょうか。

A
16

◦区市町村には、個人情報の担当窓口がありますので、まず、そ
ちらへ問い合わせてみましょう。
◦�国の個人情報保護委員会でも、個人情報保護法に関する質問ダイヤル等を設置
しています。

地域包括支援センターの職員です。日々業務を行う中で、個人情

＜個人情報保護法質問ダイヤル＞
　電話：03-6457-9849
���　������（受付時間9：30～ 17：30土日祝日及び年末年始を除く）
　ホームページ：http://www.ppc.go.jp/application/pipldial/�
＜PPC質問チャット＞
　個人情報保護法に関する質問に回答する24時間チャットボットサービス
　https://2020chat.ppc.go.jp/
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資料編
章5第

（１） 東京都の高齢化の急速な進行
●�2020（令和2）年の国勢調査による都内の65歳以上の高齢者は、310万8千人で、総人口に
占める割合（高齢化率）は22.8％となっている。
●�今後も東京都の高齢者人口は増加が続き、以下の図表のとおり、2025（令和7）年には約
328万人（高齢化率は23.0％）、2030（令和12）年には約338万人（高齢化率は23.7％）に
達し、都民のおよそ4人に1人が65歳以上の高齢者という極めて高齢化の進んだ社会の到来が
見込まれている。

1 東京の高齢者を取り巻く状況

資料：総務省「国勢調査」［昭和55年～令和2年］　※総人口は年齢不詳者を除く。
　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国）」（平成29年4月）［令和7年～令和17年］
　　　※2025（令和7）年以降の都内人口推計は東京都政策企画局による。
　　　※総人口は年齢不詳者を除いた数値

図表　東京都の人口の推移と推計
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（２） 全国との比較
●�2020年（令和2年）から2030年（令和12年）までの東京都の65歳以上の高齢者人口の増加
率は全国第3位、増加数は全国第１位と予想されている。

図表　都道府県別の高齢者人口増加率と増加数

＜高齢者人口（65歳以上）の増加率・増加数の推計値（2020（令和2）年→2030（令和12）年）＞
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（注）増加率の上の数字は、高齢者人口の増加率推計値の都道府県順位
資料：総務省「国勢調査」[令和2年]

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年8月）[令和12年]
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（３）後期高齢者の増加
●�東京都の後期高齢者数は年々増加し、2020（令和2）年に約165万人となっており、今後も
増加が見込まれる。また、既に前期高齢者数（146万人）を上回っており、2030（令和12）
年には約193万人と、東京都の高齢者人口の56.8％、総人口の15.7％を後期高齢者が占める
と予測されている。

図表　東京都の高齢者数の推計

　（注）1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。
　資料：総務省「国勢調査」[1995（平成7）年から2020（令和2）年まで]
　　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（全国）」（平成29年4月）[2025(令和7)年から2035(令和12)年まで]
　　　　※2025（令和7）年以降の都内高齢者数の推計は東京都政策企画局による。
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（４）要介護認定者数の増加
●�東京都の要支援・要介護認定者数は年々増加しており、2005（平成17）年の4月末時点で約
35万人だったものが、2022（令和4）年の同時期においては63万人と約1.8倍に増加し、第
１号被保険者の5人に1人が要介護（要支援）を受けている。
●�今後、要介護認定率の高い後期高齢者の増加が予測されており、認定者数は更に増加していく
ことが見込まれる。

図表　東京都の要介護認定者数の推移

（注）1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。
資料：東京都福祉保健局「介護保険事業状況報告（月報）」
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（５）単独（一人暮らし）世帯の増加
●�東京都の65歳以上の単独（一人暮らし）世帯数は、年々増加しており、1995（平成7）年に
約26万人だったものが、2020（令和2）年には約81万人となり、2035（令和17）年には約
107万人まで増加することが予測されている。
●�総世帯数に占める割合も年々増加しており、1995（平成7）年の5.2％から2020（令和2）
年には11.2％、2035（令和17）年には15.0％に達することが予測されている。

図表　東京都の単独・夫婦のみ世帯の推移

図表　高齢者単独世帯及び高齢夫婦世帯の割合の推移（東京都）

（注）1万世帯未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。
資料：総務省「国勢調査」[1995（平成7）年から2020（令和2）年まで]
　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（平成31年4月）[2025（令和7）年から2035（令和17）年まで]

資料：総務省「国勢調査」[1995（平成7）年から2022（令和2）年まで]
　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（平成31年4月）[2025（令和7）年から2035（令和17）年まで]
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（６） 希薄な近隣関係
●�東京都が令和2年10月に実施した「高齢者の実態調査」（都内65歳以上の男女を対象）において、
在宅高齢者の外出頻度をみると、45％の高齢者が毎日外出している一方、週１回未満の高齢
者も15.2％存在している。
●�また、近所付き合いの程度をみると、「立ち話をする程度の人がいる」が39.6％で最も高く、
続いて「あいさつをする程度の人がいる」が35.1％となっている。

図表　在宅高齢者の外出頻度

図表　在宅高齢者の近所付き合いの程度

資料：「東京の在宅高齢者の実態調査」（令和2年度）
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（７）いわゆる「孤立死」※の増加
●�東京23区における65歳以上の一人暮らしの者の自宅での死亡者数は、2015（平成27）年か
ら6年連続で3,000件を超えている。
●�また、2010（平成22）年は2,913人であったが、2020（令和2）年は4,238人と、初めて4,000
人を超えた。

　※「孤立死」の定義の例（明確な定義付けはない）
●�内閣府「令和4年版高齢社会白書」
　◦�「誰にも看取られることなく、亡くなった後に発見される死）」
●�厚生労働省「平成24年5月11日付社援地発0511第1号「地域において支援を必要とする者の
把握及び適切な支援のための方策等について」
　◦�「地域で亡くなられた事に近隣の方々が気付かず、相当日数を経過してから発見されるとい

う、いわゆる『孤立死』」

図表　東京23区における65歳以上の一人暮らし高齢者の自宅での死亡者数の推移

出典：監察医務院「令和3年度版統計表及び統計図」
注：「孤立死」の明確な定義はない。本資料においては、65歳以上のひとり暮らし高齢者で、死亡場所が死者の住居内である者の数を折れ

線グラフで表示した。
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（８） 認知症高齢者数の増加
●�東京都の認知症の症状がある高齢者数の推移をみると、「何らかの認知症の症状がある高齢者
（認知症高齢者日常生活自立度Ⅰ以上）」は、平成16年には約24万人だったものが、令和7年
には約55万人に、「見守り又は支援の必要な認知症高齢者（認知症高齢者日常生活自立度Ⅱ以
上）」は、約16万人だったものが約41万人となることが予測されており、いずれも平成31年
から令和7年にかけて約1.2倍の増加が見込まれている。
●�見守り又は支援の必要な認知症高齢者の半数以上（54.2%）が居宅で生活している。

図表　東京都の認知症高齢者数の推移
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（資料）東京都「令和元年度認知症高齢者数等の分布調査」

図表　東京都の認知症高齢者数の居所
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●�第2章に「気付きのポイント例」を紹介したが、自治体や地域団体等で様々なチェックリスト
が作成されている。こうした既存のチェックリストを収集し、どのような項目が挙げられてい
るのか、以下に異変の察知ポイントを整理した。

〈気付きのポイント例〉
❶心身の病気についての気付きのポイント
●�以下の状態が見られる場合は、病気であることが疑われる。外見だけでなく、本人との会
話や、行動の変化などからも、心身の病気について気付くことができる。

【心身の状況】
　・元気がない。
　・痩せてきている。
　・体調が悪そうに見える。
　・歩き方がおかしいなど、怪我をしているように見える。
　・家の中を歩く姿があぶなっかしい、いつもよりドアを開けるのに時間がかかる（動
きが遅い感じ、つかまりながら歩くなど）。

　・家事や買い物が辛い、食欲がない、知り合いがなく寂しい等と本人が言っていた。
【行動の変化】
　・家にこもりがちである。
　・日頃と反対で、家から出ることがなくなった。

❷認知症についての気付きのポイント
●�以下のような状態が確認されれば、認知症であることが疑われる。身なりや行動の異変、
本人に接した際の会話の様子より気付くことができる。
●�商店やスーパー、宅配事業者など、日常的に本人と関わる機会の多い民間事業者は、勘定
や荷物の受け渡しなどを通じて、異変に気付く機会が多くある。

【身なり】
　・服装が汚れている（食べこぼしや便などの汚れ）。
　・服装が季節に合っていない。
　・いつも同じ服装で着替えている様子がない。
　・長期間お風呂に入っていないなど、衛生が保たれていないことによる臭いがする。
　・髪や服装が乱れている。
【行動の変化】
　・ごみをうまく分別できなくなった又はごみを出さなくなった。
　・同じ場所に不自然に長時間留まっている又はウロウロと混乱したように歩き回っ

2 異変の察知ポイント
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　　ている。
　・同じものを大量に購入している。
　・在宅は確認できても返事がない又は電話に出ない。
【心身の状況】
　・今まで挨拶をしていた人が挨拶をしなくなった。
　・話がかみ合わない、話をしてもつじつまの合わないことを言う（同じことを何回

も言う、など）。
　・一方的に自分のことばかり話すようになった。
　・暴言を吐くなど性格が急に変わった。
【民間事業者等の気付き】
　・買物に来た時の様子がおかしい（上記心身の状況、身なりなどの変化）。
　・レジや配達時、お金の勘定ができない。
　・同じものを頻繁に購入している。
　・配達したときの様子がおかしい（上記心身の状況、身なりなどの変化）。
【住まいの状況】
　・室内が乱雑になっている（テーブル、台所が食べたままで食器類が積み重なって

いる、掃除をした様子がない、など）。

❸虐待についての気付きのポイント
●�以下のような状態が確認されれば、同居家族などによる虐待が疑われる。あざがある、怒
鳴り声がするなど、見たり聞いたりする中での気付きのほか、本人や家族の会話や態度も、
気付きのポイントとなる。

【心身の状況】
　・身体（顔や手足など目に触れる部分）にあざがある。また、その理由を話そうと

しない。
【行動の変化】
　・日頃と反対で、家で過ごすことを避けて外に出ていることが多い。
【世帯状況、家族状況】
　・家族の中で孤立している様子がある。
【周辺環境】
　・大声が聞こえる、怒鳴り声がする、高齢者・女性・子供等の悲鳴が聞こえる。
【その他】
　・本人の状況を家族が話したがらない、親族や介護職員でない知らない人間が応対

に出て「本人は元気、変わりない。」と言って本人に会わせようとしない。
　・緊急時の連絡先を言いたがらない。

148



❹自宅で倒れている可能性がある場合
●�以下のような状態が確認されれば、家の中で倒れていたり、長期間にわたる場合は孤立死
なども疑われる。日常的に緩やかに関わっているからこそちょっとした異変にも気付くこ
とができる。

【行動の変化】
　・長期にわたって不在、最近姿を見なくなった又は近所の人から「最近姿を見てい

ない」と言われた。
　・買い物をしている様子がみられない。
　・町内会、老人会といった地域の集まりや行事にいつも参加しているのに、急に来

なくなった。
　・家の電話、携帯電話にも出ず、長期にわたって連絡が取れない。
【訪問時】
　・�訪問したが応答がない（約束した時間に行ったが応答がない、数日間会えないなど）。
　・いつもはドアを開けてくれるのに、今日は開けてくれない（いつもと様子・雰囲

気が違う、など）。
【住まいの状況】
　・家から悪臭、異臭がする。
　・郵便受けに郵便や新聞がたまっている（数日間、3日以上など）。
　・同じ洗濯物が何日も干してある、夜になっても洗濯物が取り込まれない。
　・鍵がかかり、中の状態が分からない状況が数日続いている。
　・植物への水やりができていない。
　・ごみがたまっている。
　・昼間なのに電気がついたままになっている、夜間に電気がつかない。
　・雨なのに窓が開け放してある。
　・昼間晴れているのに雨戸が閉まったままになっている、カーテンが閉まったまま

になっている。
【民間事業者等の気付き】
　・以前は長期に不在にする際前もって連絡してくれたが、連絡なしに新聞等が数日

間たまっている。
　・昨日配達したものが取り入れられていない。
　・配達した際にドアが開いているが応答がない。
　・いつも開いているカーテンや雨戸が開いていない。
　・電気、ガス水道等のメーターが以前と比べて極端に増減した、使用量に大きな変

化があった。
　・電気、ガス、水道等が不自然に利用されていない。
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❺消費者被害についての気付きのポイント
●�以下のような状態が確認されれば、消費者被害に遭っていることが疑われる。

【周辺環境】
　・見たことのない人が出入りしている。
　・家に、法外な高額商品が置いてある。

❻何らかの支援が必要となっていることへの気付きのポイント
●�以下のような状態が確認されれば、何らかの支援が求められていることが疑われる。急な
環境の変化、介護疲れなどから、表に出ていなくても、悩みや疲労を感じている場合がある。

【世帯状況、家族状況】
　・�家族環境が急変した（夫や妻と死別した／入院や入所で別居になった／同居の家
族が出て行った）。

　・最近引っ越してきたが、周囲になじめていない様子がある。
　・認知症や寝たきりの家族を抱え、介護者が疲れている様子がある。
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（1）新宿区
1）名称等 高齢者見守り登録事業　～広げよう支え合いの輪～

2）�登録事業
者・団体

（令和4年10月
時点）

＜配達＞
郵便局（55）／新聞販売同業組合（28）／運送業（41）／牛乳商業組合（12）／配
食業（6）／　等
＜小売業＞
コンビニエンスストア（262）／薬局（39）／戸山ハイツ西通り商店会（17）／左
門町振興会(11)／中井商友会(3)�／　等
＜不動産関係＞
宅地建物取引業協会（36）／　等
＜金融・保険＞
生命保険業（21）／銀行・信用組合（5）
＜その他＞
理容・美容同業組合（69）／公衆浴場業同業組合（21）／生活協同組合(6)／行政
書士会(34)�／�等
合計676事業者（括弧内は登録事業者・団体数）

3）概要 ●�新宿区では、平成24年度から、高齢者に身近な事業者が業務中に気付い
た高齢者の異変を地域包括支援センター等へ連絡し、関係機関と連携し
て、地域の高齢者を緩やかに見守る「高齢者見守り登録事業」を進めて
いる。
●�上記のとおり令和4年10月時点で460
事業者が登録されており、区は、登録
された全ての事業者に登録事業者証及
びステッカーを配布している。
●�また、業務中に異変に気付いた際の対
応の流れを分かりやすくまとめ、登録
事業者に対して周知している。
●�登録事業者は、業務の中で異変に気付
いた際は、地域包括支援センターに連
絡・相談する。連絡・相談を受けた地
域包括支援センターは、新宿区の所管
部署や緊急時には警察署・消防署と連
携し、対応する。

4）成果 ●�各地域包括支援センターが年1回開催している連絡会に登録事業者・団体
も参加することで、民生委員や地域住民との「顔の見える関係」が構築され、
地域における支え合いの輪が広がっている。

3 都内自治体における民間事業者との協定等締結事例
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（2）品川区
1）名称等 民間企業と連携した高齢者等地域見守りネットワーク事業

2）�協定締結事
業者・団体

（令和4年10月
時点）

〈金融機関〉
さわやか信用金庫（8店舗）／城南信用金庫（7店舗）
〈公共機関〉
東京都水道局（品川営業所）
〈新聞配達関係機関〉
品川区新聞販売同業組合(21店舗)
〈訪問・宅配関係機関〉
株式会社文化堂／生活協同組合コープみらい／ワタミ株式会社／布亀株式会
社／生活協同組合パルシステム東京／明治安田生命保険相互会社品川支社／
２３区南生活クラブ生活協同組合／株式会社ベネッセパレット／東都生活協
同組合／第一生命保険株式会社／野村不動産アーバンネット株式会社／株式
会社ケアメイト／有限会社ナルセ商店／配食のふれ愛 品川区本店／東京ヤク
ルト販売株式会社※名称については協定締結時のものを記載
〈コンビニ店舗配食・宅配関係〉
株式会社セブン‐イレブン・ジャパン（84店舗）
〈電話コールセンター関係〉
東京海上アシスタンス株式会社

3）概要 ●�品川区及び社会福祉法人品川区社会福祉協議会は、平成25年度から、民
間企業と連携した高齢者等地域見守りネットワーク事業の実施について、
協定を締結している。

〈それぞれの役割〉
①民間企業
　日常業務において、地域の高齢者等に何らかの異変を感じた場合や発見
した場合に、区の所管部署に連絡する。
②品川区
　①の民間企業から提供された情報と、区で保有する対象高齢者等の情報
と照らし合わせて状況を把握し、支援が必要と判断した場合は、速やかに
支援する。
　なお、対象高齢者等の情報把握に当たっては、障害担当部署、生活保護
担当部署等と連携した上で対応する。
　対応結果等は民間企業に概略を報告する。
③品川区社会福祉協議会
　②の品川区と連携し、①の民間企業に対し見守り活動に関する助言、研
修等を適宜実施する。

4）成果 ●�見守り協定の締結により、地域の一員としての企業における社会貢献活動
の意識が高まり、重層的な見守りネットワークの構築ができた。
●�これまでに、見守りネットワークにより、救急搬送し一命を取り留めた事
例も出ている。
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（3）練馬区
1）名称等 練馬区高齢者見守りネットワーク事業

2）�協定締結事
業者・団体
(令和4年3月
末日時点)

＜ライフライン事業者＞
東京ガス／東京電力／東京都水道局
＜金融・保険事業者＞
㈱ゆうちょ銀行／㈱みずほ銀行／明治安田生命保険相互会社／巣鴨信用金庫
／西武信用金庫
＜訪問・宅配事業者＞
区新聞販売同業組合／日本郵便㈱／生活協同組合連合会／佐川急
便㈱／ヤマト運輸㈱／赤帽／ワタミ㈱／アースサポート㈱／㈱
COCOROCORPORATION／ニコニコキッチン／㈱シニアライフクリエイ
ト／㈱武蔵野フーズ／㈱シルバーライフ／㈱ベネッセパレット／㈱ジェント
レ／ライフデリ／　等
＜その他＞
町会・自治会／区老人クラブ連合会／東京都住宅供給公社／区商店街連合会
／介護サービス事業者連絡協議会／　等
合計43団体
※一部は支店・営業所等と協定締結

3）概要 ●�練馬区では、平成15年度から、高齢者見守りネットワーク事業を開始し、
地域包括支援センターを拠点として、町会・自治会や民生委員・児童委員、
介護サービス事業者等と連携し、緊急時の通報を受けるなど、一定の成
果を上げてきた。
●�しかし、孤独死や徘徊の件数が増加傾向にあるため、平成26年に電気・
ガス・新聞販売店等の高齢者と接する機会を多く持つ多様な事業者等と
高齢者見守りネットワーク事業協定を締結し、見守りネットワークの強
化を図った。
●�協定団体が、一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯等を訪問した際に、新
聞や郵便物がたまっている等異変を感じたときは、地域包括支援センター
や警察、消防に速やかに通報を行う。区は、通報に基づき、住民を特定し、
安否確認等必要な対応を行う。
●�民間事業者の取組推進に向け、年に1回、協定を締結した民間事業者を
集めた総会を開催し、ケースに応じた通報の流れを周知するとともに、
各事業者の取組状況の紹介等を行っている。

4）成果 ●�民間事業者等からの通報により、地域包括支援センター等への支援につな
げることができた。
＜事例＞
●�民間事業者の窓口担当者が、認知症の疑いがあると判断した高齢者を、地
域包括支援センターにお連れした。
●�配食事業者が、前日分の弁当が残っていたため、地域包括支援センターに
通報したところ、入院していることが判明した。
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（4）立川市
1）協定名称等 立川市地域見守りネットワーク事業

2）�協定締結事
業者・団体

（令和4年2月時点）

＜訪問事業者＞
新聞販売店／乳酸菌飲料販売店／生協／等12事業者
＜金融・保険事業者＞
銀行／信用金庫／生命保険／農協等 10事業者
＜小売業者＞
スーパーマーケット等 2事業者
＜ライフライン事業者＞
電気、ガス、水道等 4事業者
その他、合計92事業者

3）概要 ●�立川市では、子どもから高齢者まで全ての市民が、地域から孤立するこ
となく安心して暮らせるよう、総合的な見守りシステムの一環として、
住民や市内で活動する団体や事業者の協力の下、日常生活や日常業務の
中で気づいた異変を市などへ連絡してもらい、安否確認等につなげる取
組(地域見守りネットワーク事業)を推進している。
●�本事業の趣旨に賛同し、立川市との協定に参加している団体・事業者は、
通常の活動や業務の中で異変を発見した場合、活動や業務に支障のない
範囲で市の「見守りホットライン」へ連絡する。
ただし、明らかに緊急を要する場合には、警察署又は消防署に通報する。
●�通報を受けた市は、担当課が庁内の関連部署や警察署、消防署、民生委員・
児童委員等の関係機関と連携しながら安否確認や必要な支援を行う。
●�また、通報者への配慮として、以下の対応を行っている。
　・通報時に申し出があった場合は、通報元に関する情報は公表しない。
　・確認対象世帯の状況については、必要に応じて通報者に報告する。
　　(ただし、個人情報に関する内容は除く。)
　・�通報の内容に誤りがあった場合や通報ができなかった場合でも、確認
対象世帯に生じた問題について、市は責任を問わない。

●�市は、協力事業者に「地域見守りネットワーク事業」に係るステッカー
を配布し、取組の推進を促している。

4）成果 ●�令和3年度に寄せられた通報は合計66件で、そのうち高齢者は41件
（62.1%）だった
●�「配食弁当が放置されて心配」と連絡があり、警察が入室したところ、意
識はあるも動けない本人を発見し、救急搬送となった例もある。
対応の結果、一命を取り留めたケースや、継続的な支援につなげること
ができたケースがある。
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　区市町村の個人情報保護条例では、本人の同意なく個人情報の目的外利用・外部提供を行うこ
とを原則禁止している。
　以下では、新たな条例を制定し、個人情報の共有を可能とした事例、個人情報保護条例の改正
により情報共有を可能とした都内の事例について取り上げる。

（1）東京都中野区「地域支えあい活動の推進に関する条例」
　中野区では、平成23年度に「地域支えあい活動の推進に関する条例」を制定し、高齢者（70
歳以上の単身者または75歳以上のみの世帯に属する者）、障害者手帳所持者等の名簿を、見守り・
支えあい活動の促進のため、町会・自治会、民生委員・児童委員、警察署、消防署に提供するこ
とを可能にしている。

　地域支えあい活動の推進に関する条例
第�7条　区長は、地域における支えあい活動を推進するために必要があると認めるときは、
次項に掲げる団体、者又は機関（以下「団体等」という。）に対し、次条から第11条まで
に定めるところにより、次に掲げる者に係る情報（第3項に規定する情報をいう。次項に
おいて同じ。）を提供することができる。

❶見守り対象者名簿の概要
1）名簿に登載される見守り対象者

　名簿に登載される見守り対象者は以下のとおりである。

① 高齢者（70歳以上の単身者または75歳以上のみの世帯に属する者）
② �障害者手帳所持者（身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、愛の手帳の交
付を受けている者）

③ 児童及びその保護者であって、区長が特に支援が必要であると認めた者
④ ①～③に準ずる者として区長が認めた者

2）見守り対象者名簿で提供される情報
　見守り対象者名簿で提供される情報は、氏名、住所、年齢、性別である。これ以外に
も、本人からの希望により、支えあい活動に必要な情報（足が悪い、寝たきりである等）
が提供される場合がある。

3）見守り対象者名簿の提供先
　名簿の提供を希望する町会・自治会、民生委員、児童委員、警察署、消防署に対して
見守り対象者名簿を提供できる。
　名簿は、それぞれの団体の活動範囲、担当区域または管轄区域ごとに紙の名簿として、
区が作成し提供する。見守り対象者の名簿は年1回更新する。新しい名簿は、更新前の
名簿と引き換えに提供する。

4 見守り活動の充実に向けた条例制定の取組について
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4）見守り対象者への事前の意向確認
　町会・自治会へ名簿を提供する場合には、事前に名簿への登載について本人の意向を
確認する。高齢者については、本人から登載不同意の回答がない限り、名簿に登載され
る「不同意方式」を採用している。障害者手帳所持者は、本人が希望した場合のみ、名
簿への登載と提供がされる（同意方式）。

名簿登載の対象者及び名簿登載方法

区分 事前通知 登載方法

○70歳以上の単身者
○�75歳以上のみの世帯に属する者

あり ◆不同意者⇒名簿登載をしない
※�民生委員・児童委員、警察・消防署に
は、対象者分の情報を提供

次の手帳の所持者
○身体障害者手帳
○精神障害者保健福祉手帳
○愛の手帳

あり ◆同意者⇒名簿登載
※�民生委員・児童委員、警察・消防署も
取扱いは同様
★�高齢者要件に該当する障害者手帳所
持者は、「高齢者」として取り扱う。

○�その他本人が名簿登載を申出、
区長が認めた者

なし ◆�本人からの申出内容を区が認定し、
名簿登載（子どもも可）

出所：中野区資料

❷個人情報保護対策
1）協定の締結

　見守り対象者名簿を提供する前に個人情報の取扱いに関する協定を締結する。
　町会・自治会との協定では、名簿の複写や携行の禁止、名簿の保管場所の指定、名簿
の目的外使用や第三者への提供の禁止等について定めている。

2）名簿管理者、名簿閲覧者の届出
　見守り対象者名簿の提供を受ける町会・自治会は、名簿管理者（原則1名）、名簿閲覧
者（原則上限10人）を届け出る。名簿閲覧者は、名簿管理者の立ちあいのもとに名簿を
閲覧できる。

3）守秘義務
　条例では名簿管理者、名簿閲覧者、提供を受けた名簿を使って支えあい活動を行う者
等（名簿管理者等）に対し守秘義務を課している。

4）目的外利用、第三者提供の禁止
　提供された見守り対象者の名簿を目的外に利用すること、第三者に提供することを禁
止している。

5）罰則
　名簿管理者、名簿管理者であった者が正当な理由なく、情報を漏らした場合には30万
円以下の罰金を課す。
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（2）東京都足立区「足立区孤立ゼロプロジェクト推進に関する条例」
　足立区では、「足立区孤立ゼロプロジェクト推進に関する条例」（平成24年12月公布、同25年
1月施行）を定め、区が他の目的で取得した高齢者の情報を、本人の同意なく、見守り活動、孤
立ゼロプロジェクト推進活動を行うために利用することを可能にしている。
　対象は、介護保険サービスを利用していない70歳以上の単身者または75歳以上のみの世帯に
属する者で、名簿（住民名簿）を本人の同意なく、所定の手続きを経た町会・自治会、民生委員・
児童委員、警察署、消防署に提供することができる。住民名簿の提供を受けた町会・自治会、民
生委員・児童委員は、実態調査を行い、孤立のおそれがあるかどうか調査する。
　孤立状態と判断された高齢者が記載された要支援者名簿も、町会・自治会、民生委員・児童委
員、警察署、消防署に提供することができる。

　足立区孤立ゼロプロジェクト推進に関する条例
第�7条　区長は、見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活動を行うため、必要に応じて
次に掲げる者に係る情報の収集に区が他の目的で取得した情報を用いることができる。
　（略）
　2�　区長は、前項第1号、第2号及び第6号に掲げる者に係る住民情報を収集しようとすると
きは、当該者からの同意を得ることなく、これを行うことができる。

　　（略）
第�8条　区長は、見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活動を推進するため、必要と認
めるときは、次に掲げる者及び関係機関に対し、住民名簿及び要支援者名簿を提供するこ
とができる。ただし、当該支援を必要とする者が規則に定めるところにより不同意の申出
を区にしたときはこの限りでない。
　（略）

❶…見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活動のために目的外利用できる
情報の概要
1）目的外利用できる情報の対象者

　高齢者（70歳以上の単身者または75歳以上のみの世帯に属する者）、障害者手帳所持
者（身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、愛の手帳の交付を受けている者）等に
関して、区が他の目的で収集した情報を、見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活
動を行うために利用できる。

2）目的外利用できる情報の対象者への事前確認
　区が他の目的で収集した高齢者の情報は、本人の同意を得ることなく用いることがで
きる。障害者手帳所持者の場合には事前に本人から同意を得なければならない。

❷住民名簿の概要
　高齢者の名簿（住民名簿）を本人の同意なく、町会・自治会、民生委員・児童委員、警察署、
消防署に提供できる。
1）名簿に登載される見守り対象者

　住民名簿には、介護保険サービスを利用していない高齢者（70歳以上の単身者または
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75歳以上のみの世帯に属する者）が登載される。
2）住民名簿で提供される情報

　住民名簿として提供される情報は、氏名、住所、年齢、性別である。
3）住民名簿の提供先

　住民名簿は町会・自治会、民生委員・児童委員、警察署、消防署に対して提供できる。
　提供される住民名簿は、当該町会・自治会の活動の範囲内、民生委員・児童委員、警察署、
消防署の管轄の範囲内に住所を有する者に限定される。
　住民名簿の提供を受けた町会・自治会や民生委員・児童委員は、名簿に登載された高
齢者が孤立のおそれがあるかどうか調査する。条例では、「日常生活において、世帯以
外の人と10分程度の会話をする頻度が1週間に1回未満の状態、または日常の困りごと
の相談相手を欠く状態」を孤立状態と定義している。孤立状態と判断された高齢者は、
要支援者名簿に登載される。

❸要支援者名簿の概要
　孤立状態と判断された高齢者が登載された要支援者名簿を、町会・自治会、民生委員・児
童委員等に提供できる。
1）要支援者名簿で提供される情報

　要支援者名簿として提供される情報は、氏名、住所、年齢、性別、本人から聴き取り
等により収集した事項である。

2）要支援者名簿の提供先
　要支援者名簿は町会・自治会、民生委員、警察署、消防署に対して提供できる。
　要支援者名簿は、当該町会・自治会の活動の範囲内、民生委員、警察署、消防署の管
轄の範囲内に住所を有する者に限定される。

3）要支援者の意向確認
　要支援者から情報提供に不同意の申し出があった場合は、要支援者名簿から削除され
る。

❹個人情報保護対策
1）活動開始申出書の提出

　見守り活動及び孤立ゼロプロジェクト推進活動を行うために、住民名簿及び要支援者
名簿の提供を受けようとする町会・自治会は、孤立ゼロプロジェクト活動開始申出書を
提出する。

2）名簿管理者、名簿閲覧者の届出
　上記申出書の提出に当たっては、名簿管理者届兼誓約書及び名簿閲覧者届兼誓約書を
添付する。名簿管理者は、原則1名とする。

3）情報の安全管理
①�名簿管理者は、住民名簿及び要支援者名簿の紛失、破損、改ざんその他の事故を防止
するとともに、その漏洩を防止しなければならない。
②�名簿閲覧者は、住民名簿及び要支援者名簿の閲覧により知り得た情報の漏洩を防止し
なければならない。
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4）守秘義務
　条例では、名簿管理者、名簿閲覧者（名簿管理者等）に対し、守秘義務を課している。

5）目的外利用の禁止
　見守り活動又は孤立ゼロプロジェクト推進活動のために提供された情報を目的以外の
ために利用することを禁止している。

6）罰則
　名簿管理者、名簿管理者であった者が正当な理由なく、提供された住民名簿又は要支
援者名簿を提供したときには30万円以下の罰金を課す。

「梅田東町自治会見守会」の見守り活動
（東京都足立区）

〈「孤立ゼロプロジェクト」の開始〉
• ��「足立区孤立ゼロプロジェクト推進に関する条例」施行に基づき、足立区では、平成
25年1月から「孤立ゼロプロジェクト」を開始しました。事業開始の申し出のあった町
会・自治会とその地域を担当する民生委員・児童委員に住民名簿を提供し、町会・自治
会役員等の戸別訪問による高齢者実態調査を行っています。調査の結果、「孤立のおそ
れがある」と判断された対象者については、地域包括支援センターが追加調査を行い、
必要に応じ、介護サービスや地域活動など、必要な支援につなげています。また、要
支援者の名簿を町会・自治会、民生委員・児童委員、警察・消防に提供することで、見
守り活動等に活用しています。これにより、実施した町会・自治会では、既存のネッ
トワークから漏れていた方を把握することができるようになり、早期発見、早期支援
につなげることができるようになりました。

「孤立ゼロプロジェクト高齢者実態調査実施状況」【令和４年３月末日現在】
平成30年3月末時点で、区内すべての町会・自治会で１回目の調査が終了しました。

区から提供を受けた住民名簿による高齢者実態調査後も
見守り活動を継続

事例
紹介

調査世帯数 孤立なし 孤立のおそれ 入院・不在等 不同意

48,920世帯
（60,078人）

35,616世帯
（44,506人）

5,875世帯
（7,331人）

4,982世帯
（5,280人）

2,447世帯
（2,961人）
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＜「梅田東町自治会見守会」パトロール活動の発足＞
•� 梅田東町自治会では、令和元年１２月に町会内の有志で「梅田東町自治会見守会」を結成。
「絆のあんしんネットワーク」（※）の一員である「絆のあんしん協力機関」として、地
域の高齢者への自主的な見守り・声掛け活動を行う、「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」
に参加し、定期的に地域の高齢者を見守るためのパトロールを開催しています。
•� 定期的に実施していた「孤立ゼロプロジェクト高齢者実態調査」をきっかけに、町会内
で「せっかく顔見知りになれた高齢者との関わりを継続させたい」との声が上がり、見
守りのための組織を結成することとなりました（令和元年１２月）。
•� 令和２年７月、コロナウイルス感染拡大により外出自粛が続き、パトロールも中止を余
儀なくされていましたが、「外出自粛が続いた今こそ、高齢者の見守りが必要だ」とい
う思いで、緊急事態宣言の解除直後からパトロールを再開しました。
•� 参加者の多くが、高齢者の見守り・声かけボランティア「絆のあんしん協力員」に登録
しています。
•� パトロールには、見守会のメンバーに加え、近隣警察署のふれあいポリス、地域包括支
援センター関原、地域包括支援センターあだちの職員などの関係機関も参加。５つの班
に分かれて自治会のエリアを巡回します。
•� 令和４年度は約４０名の高齢者の見守りを行っています。５人程度のチームで対象者宅
を訪問。相手の状況に合わせて声掛け、地域の行事へのお誘い、グッズの配布などを行っ
ています。
•� パトロール後は、参加者全員で対象者の様子を共有し、日常での見守り活動に役立てて
います。また、パトロールに関係なく、地域の中で気がかりな方がいた場合は、地域包
括支援センターに報告を行っています。
•� 訪問された高齢者は、顔なじみの自治会の方の訪問に、ほっとした表情を浮かべます。
定期的に見守り活動を
行うことで、ご高齢の
方々のちょっとした変
化に早く気付くことが
でき、お互いに安心し
て暮らせる、明るい地
域社会づくりに役立っ
ています。

※「絆のあんしんネットワーク」
…足立区の「孤立ゼロプロジェクト」の一環として、地域住民や協力機関が連携して
高齢者が抱える問題を早期に発見し必要なサービスにつなげることで、住み慣れた地
域で安心して暮らせるまちづくりを目指すネットワーク

見守りパトロールの様子
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5 各種文例

　地域で高齢者の見守り活動を行う上で、関係者間で取り交わす、主な文書の様式例を紹介する。

（１）民間事業者と自治体の協定書文例
　区市町村が民間事業者と見守りに関わる協定を締結する際の様式例を紹介する。

○○市高齢者見守り事業者ネットワーク事業協定書

　○○（以下「甲」という。）と○○市（以下「乙」という。）は、○○市高齢者見守り事業者ネッ
トワーク事業実施要綱（以下「要綱」という。）に規定する高齢者見守り事業者ネットワー
ク事業（以下「事業」という。）の実施に関して、要綱第○条の規定に基づき、次のとおり
協定を締結する。

（目的趣旨）
第１条�　この協定は、甲と乙が協力し、高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮ら

し続けられる地域社会の実現を目指して、高齢者の見守りを行うことにより地域住民
の福祉の向上を図ることを目的とする。

　　２�　この協定は、前項の目的を達成するため、事業の実施に関し、要綱に定める事項の
ほか、必要な事項を定めるものとする。

（責務）
第２条�　甲と乙は、見守り活動の実施に当たって、相互理解による高い信頼関係と協力関係

を構築するとともに、事業を継続的に実施することができるよう、その体制の確立に
努めるものである。

（事業の内容）
第３条�　甲は、その日常業務において、地域の高齢者に対して、「緩やかな見守り」を行い、

何らかの異変を発見した場合に乙の○△に連絡を行うものとする。
　　２�　甲から連絡を受けた○△は、甲より提供された情報と、○△及び行政関係各課の業

務にて蓄積された対象高齢者の情報と照らし合わせて、対象高齢者の状況を確認し、
当該対象高齢者への支援等が必要と判断したときは、速やかに支援等にかかわる活動
を実施するものである。

　　�３�　甲が○△に連絡する高齢者の見守りにかかわる情報は、当該高齢者の氏名、性別
及び異変が確認されたときの状況とする。

（見守り協力対象者名簿への登録）
第４条�　乙は、この協定の締結をもって甲の見守り協力事業者名簿に登載するものとする。
（個人情報の保護）
第５条�　甲と乙は、本事業に関し知り得た個人情報を他に漏らすことのないよう、個人情報

の取扱に関して、必要な措置を講ずるものとする。
　　２�　甲は、高齢者の見守りに関して知り得た情報を、高齢者の見守り以外の目的に利用

してはならない。
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（免責事項）
第６条　甲は、高齢者の異変に関して、その責任を負わないものとする。
（協議）
第７条�　この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度甲乙協議の

上決定するものとする。
（有効期間）
第８条�　この協定の有効期間は、協定締結の日から、令和○○年○月○日までとする。
　　２�　前項の期間満了の日の３か月前までに、甲乙いずれからも特段の申し出がない場合

は有効期間を１年更新するものとし、その後も同様とする。
（本協定の破棄）
第９条　甲は、乙に対する申し入れによって、本協定を破棄することができる。
　　２�　乙は、甲が事業に協力するに当たり要綱若しくは本協定の規定に違反したとき又は

甲が事業に協力するに当たり不適当な事由があると認めるときは、甲に対して通告に
より本協定を破棄することができる。

この協定を証するため、本通２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

　甲

　乙
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（２）個人情報保護の取扱いに関する誓約書
　自治体が保有する要支援者等の名簿を町会・自治会等の団体に提供し、見守り活動に活用して
もらう場合に、当該団体の代表者が自治体に対して提出する誓約書の様式例である。

個人情報保護の取扱いに関する誓約書

令和　　年　　月　　日　

　○○市長様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　○○高齢者見守りネットワークにおいて、高齢者への見守り活動を実施するに当たり、個
人情報保護に関する下記の事項を遵守することを誓約します。

記

１. �見守り活動で知り得た個人情報を見守りの目的以外に利用しません。
２. �見守り活動で知り得た個人情報を○○高齢者見守りネットワーク以外には提供しませ
ん。

３. �見守り活動で知り得た個人情報の取扱いには十分に注意し、情報の滅失・改ざんのない
よう、適切な管理に努めます。
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（３） 個人情報管理規定（町会・自治会、集合住宅の管理組合、NPO向け）
　町会・自治会、集合住宅の管理組合、NPO団体等が、見守り活動に当たって個人情報（会員
及びその世帯に関する個人情報等）を取り扱う際に定める個人情報管理規定の様式例である。

○○会　個人情報取扱方法

令和　　年　　月　　日
（法令の遵守）
第１条�　○○町会（以下「本会」という。）は、個人情報保護に関する法令等を遵守すると

ともに、地域の見守り活動において、個人情報の保護に努めるものである。
（利用目的）
第２条　本会が取得した個人情報は、次の目的に沿って適正に利用する。
　　　　⑴　日頃の見守り活動や声掛け活動
　　　　⑵　会員名簿及びマップの作成
　　　　⑶　災害時における避難支援
　　　　⑷　本会が実施する各種行事の案内
（対象範囲）
第３条�　本会として情報を収集する対象範囲（要支援者）は、原則として、○○歳以上の一

人暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯とするが、その他障害のある方を含め支援が必要
と思われる世帯についても柔軟に対応する。

（取得する個人情報の内容）
第４条�　取得する個人情報の内容は、要支援者からの同意（手上げ及び本人同意方式）によっ

て本会が収集した「△○名簿」等に記された次の事項とする。
　　　　⑴�　氏名、生年月日・性別・住所・電話番号、ＦＡＸ番号、携帯電話番号、世帯人数、

日常的な困りごと、緊急時の連絡先
　　　　⑵　その他、必要とするもので同意を得た事項
（管理）
第５条�　本会が取得した個人情報は、次のとおり適正に管理する。
　　　　⑴　個人情報の管理者は、本会会長とする。
　　　　⑵�　取得した個人情報は、本会事務室及び前項の本会会長宅で施錠の上適正に保管

する。
　　　　⑶�　不要となった個人情報は、管理者立会いの下で、裁断及びデータ消去等適正に

廃棄する。
　　　　⑷　個人情報の保存期間については、役員会の議決に委ねる。
　　　　⑸�　個人情報は、原則として訪問活動、更新作業等必要な場合以外は、保管場所か

ら持ち出さない。
　　　　⑹�　個人情報は、原則として、本会役員、地区担当者、自主防災組織役員、民生委員・

児童委員以外に複写しない。
　　　　⑺　個人情報の漏えい等問題が発生した際、速やかに管理者へ報告する。
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（提供先）
第６条�　本会は、次の場合を除き、本人の同意を得ないで第三者に個人情報の提供はしない。

また、提供する個人情報は、提供する目的に応じて必要最小限のものに限る。
　　　　⑴　法令に基づく場合
　　　　⑵　人の生命、身体又は財産の保護のために必要な場合
　　　　⑶　公衆衛生の向上、又は児童の健全育成の推進に特に必要がある場合
　　　　⑷�　国の機関若しくは地方公共団体又は、その委託を受けた者が法令の定める事務

を遂行することに対して協力する必要がある場合
（開示）
第７条�　本会は、保有する個人情報に関して本人から開示、訂正、削除等を求められたとき

は、「個人情報請求書」の提出により適切な措置を講じるものとする。

○○会個人情報請求書

令和　　年　　月　　日
○○会　様
　　　　　　　　　　　　　　　開示等希望者　　　住所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　

次のとおり、○○会における私の個人情報の
　　　□開示・□訂正・□削除　を請求します。

開示請求者及び
【証明書類】

□本　人�【□運転免許証　□健康保険被保険者証　
� □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）】
□家　族（本人から委任を受けた方に限る）
� 【□委任状（本人自書）
� □本人の確認資料（□運転免許証　□健康保険被保険者証
� 　　　　　　　　　 □その他（　　　　　　　　　　　　）】
� □家族の確認資料（□運転免許証　□健康保険被保険者証
� 　　　　　　　　　 □その他（　　　　　　　　　　　　）】
□法定代理人【□戸籍謄本　□登記事項証明書
　　　　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）】

開示区分 □閲覧　　□視聴　　□写しの交付

訂正内容

削除内容
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（４）要支援者名簿への登録に関する同意書
　見守り活動を行う町会・自治会等が、本人の同意を得て登録者名簿を作成する場合の同意書の
様式例である。

高齢者等見守り登録カード

登録
情報

氏名
性別
住所
電話番号
緊急時の連絡先
登録事由

【同　意　事　項】

令和　　年　　月　　日　

　○○町会会長　様

　日頃の見守り活動や声かけ活動、マップづくり、各種行事案内等の利用のため、上記
の記載事項を、◎◎地区の○○町会、地域包括支援センター、民生委員・児童委員協議
会、地区社会福祉協議会等に提供することに同意します。

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　
代理記入者氏名
　　　　　関係
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（５）見守り支援会議に参加する地域住民の誓約書
　地域包括支援センターや高齢者見守り相談窓口が、町会・自治会役員、近隣住民、民間事業者
等の参加を得て開催する見守り支援会議においては、個別のケースに関する様々な個人情報が取
り扱われる。
　このため、守秘義務を持たない参加者に対し、会議への参加を通じて知り得た情報を他に漏え
いしないことを誓約書に記入してもらうことが有効である。

誓　約　書

令和　　年　　月　　日　

　○○地域包括支援センター
　管理者様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

　私は、○○地域包括支援センターが行う見守り支援会議に参加するに当たり、知り得た情
報を他に漏らさないことを誓約いたします。

以上
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（1）調査概要
①調査目的 新型コロナウイルス感染症流行の影響下における見守りの現状を把握す

るため、都内自治体に対してアンケート調査を実施した。

②主な調査テーマ ・見守りの対象者について
・見守りの実施方法について
・見守りのネットワークについて

③�調査対象 東京都内全自治体：62自治体

④調査実地時期 令和3年3月

（2）調査結果
❶自治体全域における高齢者の見守りに関する取組状況
1）自治体全域における高齢者の見守りネットワークの組織化について

●�「専門的な見守り」「担当者による見守り」において、見守りの対象範囲を定めている
自治体は53.2％（33/62自治体。見守りの方法についてはP4を参照）
そのうち、対象範囲として最も多かったのが、独居を含む高齢者のみの世帯（78.8％。
26/33自治体）その次が認知症高齢者（33.3％。11/33自治体）である。
また、見守りの対象範囲に該当する方をあらかじめ把握できている、もしくはある程
度把握できていると回答した自治体は87.9％（29/33自治体）である。

●�「専門的な見守り」「担当による見守り」以外の見守りの手段についてはそれぞれ、「サ
ロン、通いの場、地域活動を通じた緩やかな見守り」（83.9%。52/62自治体）、「ライ
フライン事業者等による緩やかな見守り」（79.0%。49/62自治体）、「町会・自治会や
近隣住民による日常的な見守り」（74.1％。46/62自治体）、「介護保険サービスなど
ほかの公的なサービスを通じた見守り」（70.1％。44/62自治体）となった。

6 都内区市町村における見守りに関する取組状況
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〔問１〕「専門的な見守り」、「担当による見守り」において、見守りの対象範囲を定めていますか。�
（単数回答）

〔問２〕問１で「ア：定めている」と回答した場合、見守りの対象範囲としているのは次のうち
どれですか。該当するものすべてを選択してください。（複数回答）

n=62
0 5 10 15 20 25 30 35

イ：定めていない

ア：定めている

0 5 10 15 20 25 30

キ：その他

カ：外出機会が減り、心身機能の低下が
　　懸念される高齢者

オ：いわゆる「8050問題」が疑われる世帯

エ：セルフネグレクトが疑われる高齢者

ウ：家族による虐待が疑われる高齢者

イ：認知症高齢者

ア：独居高齢者（日中独居を含む）、
　　高齢者のみ世帯

合計町村部市部区部
（自治体数）

18

12

3

33

5

14

10

29

13
10

3
26

5
5

1
11

2

1
5

8
3
5

0
8

2
4

0
6

3
4

0
7

11
9

0
20

合計町村部市部区部
（自治体数）

n=86

0 5 10 15 20 25 30 35

イ：定めていない

ア：定めている

0 5 10 15 20 25 30

キ：その他

カ：外出機会が減り、心身機能の低下が
　　懸念される高齢者

オ：いわゆる「8050問題」が疑われる世帯

エ：セルフネグレクトが疑われる高齢者

ウ：家族による虐待が疑われる高齢者

イ：認知症高齢者

ア：独居高齢者（日中独居を含む）、
　　高齢者のみ世帯

合計町村部市部区部
（自治体数）

18

12

3

33

5

14

10

29

13
10

3
26

5
5

1
11

2

1
5

8
3
5

0
8

2
4

0
6

3
4

0
7

11
9

0
20

合計町村部市部区部
（自治体数）
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〔問３〕問１で「ア：定めている」と回答した場合、見守りの対象範囲に該当する方をあらかじ
め具体的に把握していますか。（単数回答）

〔問４〕問１の対象範囲に対して、「専門的な見守り」、「担当による見守り」以外に見守りの手段
はありますか。（複数回答）

n=199

n=33
0 5 10 15 20

エ：把握できていない。

ウ：あまり把握できていない。

イ：ある程度把握できている。

ア：把握できている。

0 10 20 30 40 50 60

オ：その他

エ：町会・自治会や近隣住民による日常的な見守り
　　（マンション管理組合や管理人の場合は、その他）

ウ：介護保険サービスなど他の公的な
　　サービスを通じた見守り

イ：ライフライン事業者等による緩やかな見守り

ア：サロン、通いの場、地域活動等を
　　通じた緩やかな見守り

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

12
5

0
17

4
5

12

2

3

0
4

2

0

0
0

0

21

21
24

23
15

44

49
4

6

17
23

5
46

3
3
2

8

6
52

25

0 5 10 15 20

エ：把握できていない。

ウ：あまり把握できていない。

イ：ある程度把握できている。

ア：把握できている。

0 10 20 30 40 50 60

オ：その他

エ：町会・自治会や近隣住民による日常的な見守り
　　（マンション管理組合や管理人の場合は、その他）

ウ：介護保険サービスなど他の公的な
　　サービスを通じた見守り

イ：ライフライン事業者等による緩やかな見守り

ア：サロン、通いの場、地域活動等を
　　通じた緩やかな見守り

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

12
5

0
17

4
5

12

2

3

0
4

2

0

0
0

0

21

21
24

23
15

44

49
4

6

17
23

5
46

3
3
2

8

6
52

25

0 10 20 30 40 50

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

ア：訪問して対面による見守りを継続

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

ア：訪問して対面による見守りを継続

0 5 10 15 20 25 30 35 40

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話
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合計町村部市部区部
（自治体数）
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❷見守りの実施方法について
１)専門的な見守りについて
●�コロナ禍において変化した見守りの方法について、専門的な見守りと担当による見守り
それぞれを調査した。
●�専門的な見守りについては、A：地域包括支援センターとB：高齢者見守り相談窓口に分
けて調査した。（都の高齢者見守り相談窓口設置事業を活用していない場合は、地域包括
支援センターの設問のみ回答。）

〔問５〕専門的な見守りについて
〔問５－１〕コロナ禍における見守りの継続について（複数回答）

0 10 20 30 40 50

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

ア：訪問して対面による見守りを継続

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

ア：訪問して対面による見守りを継続

0 5 10 15 20 25 30 35 40

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話
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Ｂ
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〔問５－２〕問５－１で「イ：訪問して対面することに代わる別の手段で実施」を選択した場合、
その代替手段は何ですか。（複数回答）

n=52

0 10 20 30 40 50

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

ア：訪問して対面による見守りを継続

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

ア：訪問して対面による見守りを継続

0 5 10 15 20 25 30 35 40

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話
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ー
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（自治体数）
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n=118

0 1 2 3 4 5

オ：特に必要なことは無かった

エ：スマホなど機器の貸与

ウ：使い方をガイドするため、
　　最初だけ訪問

イ：使い方をガイドするため、
　　見守りの際に電話を併用

ア：高齢者に対する使い方
　　講座を事前に実施

オ：特に必要なことは無かった

エ：スマホなど機器の貸与

ウ：使い方をガイドするため、
　　最初だけ訪問

イ：使い方をガイドするため、
　　見守りの際に電話を併用

ア：高齢者に対する使い方
　　講座を事前に実施
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Ｂ
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〔問５－３〕問５－２で「オ：オンラインツール（メール、SNSなど）」を選択した場合にお聞き
します。見守りにオンラインツールを導入するに当たり、必要だったことは何ですか。（複数回答）

n=11

n=6

0 1 2 3 4 5

オ：特に必要なことは無かった

エ：スマホなど機器の貸与

ウ：使い方をガイドするため、
　　最初だけ訪問

イ：使い方をガイドするため、
　　見守りの際に電話を併用

ア：高齢者に対する使い方
　　講座を事前に実施

オ：特に必要なことは無かった

エ：スマホなど機器の貸与

ウ：使い方をガイドするため、
　　最初だけ訪問

イ：使い方をガイドするため、
　　見守りの際に電話を併用

ア：高齢者に対する使い方
　　講座を事前に実施
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Ｂ
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〔問５－４〕問５－２で「オ：オンラインツール（メール、SNSなど）」を選択しなかった場合に
お聞きします。見守りにオンラインツールを導入しない・できない要因は何ですか。（複数回答）

n=45

n=29

0 5 10 15 20

ク：その他

キ：導入に向けて検討中のため

カ：取り組んでみたが、見守り対象である高齢者の
　　オンラインツールへの理解が伴わず断念した

オ：取り組んでみたが、行政側の
　　環境整備が伴わず断念した

エ：検討したが、見守り対象である高齢者の
　　環境が整わないと判断し、断念した

ウ：検討したが、行政側の環境が整わず断念した

イ：検討に至っていない
　　（検討の機運が高まっていない）

ア：他の手段で代替可能なため、検討の必要が無い

ク：その他

キ：導入に向けて検討中のため

カ：取り組んでみたが、見守り対象である高齢者の
　　オンラインツールへの理解が伴わず断念した

オ：取り組んでみたが、行政側の
　　環境整備が伴わず断念した

エ：検討したが、見守り対象である高齢者の
　　環境が整わないと判断し、断念した

ウ：検討したが、行政側の環境が整わず断念した

イ：検討に至っていない
　　（検討の機運が高まっていない）

ア：他の手段で代替可能なため、検討の必要が無い
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２)担当による見守りについて
●�担当による見守りについては、「民生委員・児童委員」「老人クラブ」「住民ボランティア」
の3つに分け、「専門による見守り」と同じ質問で調査した。

〔問５－５〕コロナ禍における見守りの継続について（複数回答）

n=61

n=55

n=53

0 5 10 15 20 25 30 35

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

合計町村部市部区部
（自治体数）

ア：訪問して対面による見守りを継続

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

ア：訪問して対面による見守りを継続

エ：その他

ウ：見守りを停止

イ：訪問して対面することに
　　代わる別の手段で実施

ア：訪問して対面による見守りを継続
民
生
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〔問５－６〕問５－５で「イ：訪問（対面）に代わる別の手段で実施」を選択した場合、その代
替手段は何ですか。（複数回答）

n=81

n=50

n=55

0 5 10 15 20 25

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話

カ：その他

オ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）

エ：訪問してインターホン越しに会話

ウ：訪問してポスティング（チラシ等）

イ：手紙・はがき

ア：電話

民
生
委
員
・
児
童
委
員

老
人
ク
ラ
ブ

住
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

合計町村部市部区部
（自治体数）

1
2

1

1

7

1

0

0

0
5

9

0
7

6

3
4

0

4

0
8 9

3

1
1
1

20
1
1

3
0

7

8
5

3

0

0

6
4

1 8
8

6
4

1
1

2

1
1

0

0
7

70

5
9

1
10

13

14

11

10

10

10

13

14

24

18

17

17

17

176



〔問５－７〕問５－６で「オ：オンラインツール（メール、SNSなど）」を選択した場合にお聞きします。
見守りにオンラインツールを導入するに当たり、必要だったことは何ですか。把握している範囲
でご回答ください。（複数回答）

n=6

n=6

n=5

0 1 2 3 4

オ：特に必要なことは無かった

エ：スマホなど機器の貸与

ウ：使い方をガイドするため、最初だけ訪問

イ：使い方をガイドするため、
　　見守りの際に電話を併用

合計町村部市部区部
（自治体数）

ア：高齢者に対する使い方講座を事前に実施

オ：特に必要なことは無かった

エ：スマホなど機器の貸与

ウ：使い方をガイドするため、最初だけ訪問

イ：使い方をガイドするため、
　　見守りの際に電話を併用

ア：高齢者に対する使い方講座を事前に実施

オ：特に必要なことは無かった

エ：スマホなど機器の貸与

ウ：使い方をガイドするため、最初だけ訪問

イ：使い方をガイドするため、
　　見守りの際に電話を併用

ア：高齢者に対する使い方講座を事前に実施
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〔問５－８〕問５－６で「オ：オンラインツール（メール、SNSなど）」を選択しなかった場合に
お聞きします。見守りにオンラインツールを導入しない・できない要因は何であると考えますか。
（複数回答）

n=96

n=82

n=102

0 5 10 15 20

ク：その他

キ：導入を検討中のため

カ：見守られる側のオンラインツールへの理解が伴わない

オ：見守られる側のオンライン等の環境が整わない

エ：見守る側のオンラインツールへの理解が伴わない

ウ：見守る側のオンライン等の環境が整わない

イ：検討の機運が高まらない

ア：他の手段で代替可能なため、検討の必要を感じていない

ク：その他

キ：導入を検討中のため

カ：見守られる側のオンラインツールへの理解が伴わない

オ：見守られる側のオンライン等の環境が整わない

エ：見守る側のオンラインツールへの理解が伴わない

ウ：見守る側のオンライン等の環境が整わない

イ：検討の機運が高まらない

ア：他の手段で代替可能なため、検討の必要を感じていない

ク：その他

キ：導入を検討中のため

カ：見守られる側のオンラインツールへの理解が伴わない

オ：見守られる側のオンライン等の環境が整わない

エ：見守る側のオンラインツールへの理解が伴わない

ウ：見守る側のオンライン等の環境が整わない

イ：検討の機運が高まらない

ア：他の手段で代替可能なため、検討の必要を感じていない

民
生
委
員
・
児
童
委
員

老
人
ク
ラ
ブ

住
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

合計町村部市部区部
（自治体数）

3

2
2

2
2

2
4

0

0

1
1

5

2
7

3

3

2

5

4
7

1

1

5
8

1
0

2

1

1
0
0

3
12

7
2

3

3
8

14

15
3

4
2

3
9

3

3

5
5

2
2

13

5
5

1
1

0

0

1
1

4
3

10

13
3
3

0

0

3

3
10

13
3

2

2
8

6

7
5

2
14

16

18

16

19

17

15

14

12

17

10

12

9

7

15

11
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❸見守りのネットワークについて
●�見守りのネットワークについては、およそ7割の自治体が、区市町村全域でネットワークを
構築しているとしている。
●�また、アフターコロナを見据えた今後の見守りについては、ネットワーク構築の新たな資源
になり得るものとして民間事業者を挙げている自治体が17.6％と最も多かった。

〔問６〕見守りのネットワークをどのような単位で構築していますか。（単数回答）

n=62

n=62

n=62

0 10 20 30 40 50

ウ：構築していない

イ：一部の町会・自治会で
　　構築している

ア：構築している

ウ：構築していない

イ：一部の圏域で構築している

ア：構築している

イ：構築していない

ア：構築している１
区
市
町
村
全
域

３
町
会
・
自
治
会

２
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
圏
域

あ
る
い
は
日
常
生
活
圏
域

合計町村部市部区部
（自治体数）

18
21

43
4

5

9
5

19

20
16

39

1

3

3
0

4
7
8

19

8
4

2
14

4

8

0
22

7
8
11

26

15

179

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編

第
１
章

●
高
齢
者
等
の
見
守
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て

第
２
章

●
見
守
り
活
動
の
基
本
的
な
流
れ
と
ポ
イ
ン
ト

第
３
章

●
見
守
り
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

第
４
章

●
個
人
情
報
の
適
切
な
共
有
に
つ
い
て

第
５
章

●
資
料
編

第
５
章

●
資第５
章

●
資
料
編



〔問７〕アフターコロナを見据えた今後の見守りについて、ネットワーク構築の新たな地域資源
になり得るものはどれだと考えていますか。（複数回答）

〔問８〕ライフライン事業者等による「緩やかな見守り」について教えてください。
〔問８－１〕見守りについてライフライン事業者等と協定を締結していますか。(単数回答) 

ア：見守り相談の専門窓口

イ：見守りボランティア

ウ：生活支援コーディネーター

エ：民生委員・児童委員

オ：町会・自治会

カ：近隣住民

キ：同居する家族

ク：離れて暮らす家族

ケ：民間事業者（介護事業者に限らない。）

コ：その他

サ：特になし

17.6%

17.6%

14.8% 9.9%

10.4%

8.8% 8.8%

7.1%

7.1%8.2% 3.3%

3.8%

ケ

カ
ク

オ

エ

キ

コ

ア

サウ
イ

n=62
0 10 20 30 40 50 60

イ：締結していない。

ア：締結している。

22
24

5
51

1
2

8
11

合計町村部市部区部
（自治体数）

n=182

180



〔問８－２〕問８－１で「ア：締結している」を選択した場合、締結先の事業者は次のどれですか。
締結している事業者すべてを選択してください。（複数回答）

ア：電気・ガス・水道事業者

イ：新聞販売店

ウ：郵便局

エ：宅配業者

オ：牛乳・乳酸菌飲料販売店

カ：スーパーマーケット・
　　コンビニエンスストア

キ：生活協同組合

ク：農業協同組合

ケ：金融・保険機関

コ：タクシー事業者

サ：鉄道事業者

シ：マンション管理会社

ス：その他

12.9%

11.9% 9.2%

9.4%

11.3% 10.5% 10.2%

7.0% 6.5%

3.5% 3.5%

2.7%

1.3%

キ
ケ ウ カ

スオエ

イ

ア

ク コ
シ

サ

n=371
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〔問８－３〕問８－１で「ア：締結している」を選択した場合、締結先の事業者は次のどれですか。
締結している事業者すべてを選択してください。（複数回答）

〔問８－４〕問８－２の事業者に見守り対象者の名簿等のデータを提供していますか。（単数回答）

n=82
0 10 20 30 40 50

カ：取組内容を具体的に定めていない。

オ：その他　

エ：その他の地域活動（介護予防、行方不明
　　高齢者の早期発見、高齢者虐待防止など）

ウ：高齢者の消費者被害の防止

イ：認知症高齢者の支援
　　（認知症サポーター養成講座など）

ア：高齢者に対する「緩やかな見守り」
　　の実施

0 10 20 30 40 50 60

イ：提供していない。

ア：提供している。

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

0
1
1

2

22

6

24

52

0
1
1
2

5
5

0
10

1
3

0
4

5
3

0
8

5
4

0
9

21
22

6
49

0 5 10 15 20 25 30

イ：設けていない。

ア：設けている。

0 5 10 15 20 25 30

オ：その他

エ：町会・自治会以外のマンション単位の
　　住民同士の「緩やかな見守り」

ウ：町会・自治会単位の住民同士の
　　「緩やかな見守り」

イ：「担当による見守り」による訪問

ア：「専門的な見守り」による訪問

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

4
4

3
11

7

3

8
18

21
0

9
12

10
0

17

29

2
23

13
8

26

11
6

9

1

27

14

12

 

n=54

0 10 20 30 40 50

カ：取組内容を具体的に定めていない。

オ：その他　

エ：その他の地域活動（介護予防、行方不明
　　高齢者の早期発見、高齢者虐待防止など）

ウ：高齢者の消費者被害の防止

イ：認知症高齢者の支援
　　（認知症サポーター養成講座など）

ア：高齢者に対する「緩やかな見守り」
　　の実施

0 10 20 30 40 50 60

イ：提供していない。

ア：提供している。

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

0
1
1

2

22

6

24

52

0
1
1
2

5
5

0
10

1
3

0
4

5
3

0
8

5
4

0
9

21
22

6
49

182



〔問８－５〕問８－２の事業者と定期的に情報交換等を行う場を設けていますか。

〔問９〕マンション・集合住宅における見守りの取組について教えてください。
〔問９－１〕マンション・集合住宅の住民に対する見守りは、どのような形で行っていますか。
（複数回答）

n=101

n=53
0 5 10 15 20 25 30

イ：設けていない。

ア：設けている。

0 5 10 15 20 25 30

オ：その他

エ：町会・自治会以外のマンション単位の
　　住民同士の「緩やかな見守り」

ウ：町会・自治会単位の住民同士の
　　「緩やかな見守り」

イ：「担当による見守り」による訪問

ア：「専門的な見守り」による訪問

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

4
4

3
11

7

3

8
18

21
0

9
12

10
0

17

29

2
23

13
8

26

11
6

9

1

27

14

12

 

0 5 10 15 20 25 30

イ：設けていない。

ア：設けている。

0 5 10 15 20 25 30

オ：その他

エ：町会・自治会以外のマンション単位の
　　住民同士の「緩やかな見守り」

ウ：町会・自治会単位の住民同士の
　　「緩やかな見守り」

イ：「担当による見守り」による訪問

ア：「専門的な見守り」による訪問

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

4
4

3
11

7

3

8
18

21
0

9
12

10
0

17

29

2
23

13
8

26

11
6

9

1

27

14

12
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〔問９－２〕問９－１で「ア：「専門的な見守り」による訪問」または「イ：「担当による見守り」
による訪問」を選択した場合にお聞きします。対象者との接触が構造上制限されるオートロック
付きマンション等における見守りで、他の住民に対する見守りと違い、特に工夫されていること
があれば教えてください。（複数回答）

〔問９－３〕問９－１で「エ：町会・自治会以外のマンション単位の住民同士の「緩やかな見守り」」
を選択した場合、その具体的な取組について把握していれば教えてください。（複数回答）

n=47
0 5 10 15 20

カ：特に工夫をしていることは無い

オ：その他

エ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）の活用

ウ：チラシ等を定期的にポスティング

イ：マンション管理組合の会合に定期的に出席して、
　　住民に関する情報を収集

ア：マンション管理人と関係を構築し、
　　住民に関する情報を収集

0 3 6 9 12 15

ウ：その他

イ：マンションの住民が各住戸を訪問し、
　　声掛けを実施

ア：マンションの住民が定期的に集まって
　　会話する場を設定
　　（管理組合としての会合を除く）

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

7
6

0
13

3
3

0
6

4
7

1
12

2
7

3
12

3
1
1

5

0
1

0
1

4
2

0
6

3
2

0
5

13
5

0
18

n=31

0 5 10 15 20

カ：特に工夫をしていることは無い

オ：その他

エ：オンラインツール
　　（メール、SNSなど）の活用

ウ：チラシ等を定期的にポスティング

イ：マンション管理組合の会合に定期的に出席して、
　　住民に関する情報を収集

ア：マンション管理人と関係を構築し、
　　住民に関する情報を収集

0 3 6 9 12 15

ウ：その他

イ：マンションの住民が各住戸を訪問し、
　　声掛けを実施

ア：マンションの住民が定期的に集まって
　　会話する場を設定
　　（管理組合としての会合を除く）

合計町村部市部区部
（自治体数）

合計町村部市部区部
（自治体数）

7
6

0
13

3
3

0
6

4
7

1
12

2
7

3
12

3
1
1

5

0
1

0
1

4
2

0
6

3
2

0
5

13
5

0
18
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「区市町村の高齢者見守り体制充実に向けた関係者会議」委員・幹事名簿
〈委員〉� ◎…委員長　〇…副委員長

区分 氏名 所属・役職名

学識経験者
◎小　林　良　二 東洋大学社会学部教授
○坂　倉　杏　介 慶應義塾大学グローバルセキュリティ研究所　特任講師

区市町村

　吉　田　淳　子 新宿区福祉部高齢者福祉課長
　朝　井　めぐみ 中野区地域支えあい推進室　地域活動推進担当副参事　
　石　黒　みどり 八王子市健康福祉部高齢者支援課長
　伊　藤　重　夫 多摩市健康福祉部高齢支援課長

地域包括支援
センター

　山　田　理恵子 墨田区たちばな高齢者支援総合センター�係長
　香　川　卓　見 三鷹市大沢地域包括支援センター�統括次長

シルバー交番 　近　藤　朋　美 港区芝地区ふれあい相談室　ふれあい相談員

社会福祉協議会 　和　田　　　忍 社会福祉法人足立区社会福祉協議会在宅支援部部長補佐（社協ヘル
パーステーション課長事務取り扱い）

民生委員・児童
委員 　吉　野　鷹　夫 大田区民生委員児童委員協議会会長

町会・自治会 　佐　藤　良　子 立川市大山自治会会長

NPO法人
　牧　野　史　子 NPO法人介護者サポートネットワークセンター・アラジン理事長
　瀧　脇　　　憲 NPO法人自立支援センターふるさとの会理事

介護支援専門員 　羽　石　芳　恵 居宅介護支援事業所　東京都介護福祉士会コア　主任介護支援専門
員

大規模集合住宅
管理者

　狩　野　信　夫 東京都住宅供給公社少子高齢対策部長
　石　倉　健　彦 独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部ストック事業推進部長

東京都健康長寿
医療センター 　藤　原　佳　典 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研究所研究部長

〈幹事〉
奈良部　瑞　枝 福祉保健局総務部企画担当課長
多　田　菜　穂 福祉保健局生活福祉部地域福祉推進課長
加　藤　み　ほ 福祉保健局高齢社会対策部計画課長
横　手　裕三子 福祉保健局高齢社会対策部介護保険課長
山　口　信　久 福祉保健局障害者施策推進部計画課長（平成24年7月15日まで）
藤　井　麻里子 福祉保健局障害者施策推進部計画課長（平成24年7月16日から）

7 区市町村の高齢者見守り体制充実に向けた関係者会議

　このガイドブックは、平成24年に学識経験者、地域包括支援センター関係者、自治会・町会関
係者等により構成された「区市町村の高齢者見守り体制充実に向けた関係者会議」における検討
結果をまとめたガイドブックに、改訂を加えたものである。
　ガイドブック作成に当たり、御協力いただいた委員等は、以下のとおりである。
（所属・役職名は平成24年度当時）
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渡　辺　正　信 都市整備局住宅政策推進部企画担当課長

「ネットワークワーキンググループ」委員名簿� ◎…座長

区分 氏名 所属・役職名

学識経験者
小　林　良　二 東洋大学社会学部教授
坂　倉　杏　介 慶應義塾大学グローバルセキュリティ研究所　特任講師

区市町村 高　野　　　亮 新宿区福祉部高齢者福祉課高齢者支援係長

地域包括支援センター
香　川　卓　見 三鷹市大沢地域包括支援センター 統括次長
山　田　理恵子 墨田区たちばな高齢者支援総合センター 係長

シルバー交番 近　藤　朋　美 港区芝地区ふれあい相談室　ふれあい相談員

社会福祉協議会 和　田　　　忍 社会福祉法人足立区社会福祉協議会在宅支援部部長補佐
（社協ヘルパーステーション課長事務取り扱い）

民生委員・児童委員 市　川　　　衛 狛江市民生委員児童委員協議会会長
NPO法人 瀧　脇　　　憲 NPO法人自立支援センターふるさとの会理事
消防庁 袖　山　みゆき 東京消防庁防災部防災安全課防災福祉係長

「ネットワークワーキンググループ」臨時委員名簿
出席回 氏名 所属・役職名
第2回 佐　藤　良　子 立川市大山自治会会長

第3回

永　由　義　広 新宿区高齢者福祉課高齢者相談係長
安　久　陽　子 新宿区若松町高齢者総合相談センター
渡　邉　光　亮 新宿区大久保高齢者総合相談センター
鈴　木　香　世 足立区地域包括支援センター関原　課長
伊　藤　重　夫 多摩市健康福祉部高齢支援課長　
野々山　喜代美 多摩市南部地域包括支援センター　
矢　澤　ミチ子 多摩市南部地域包括支援センター　
宮　原　龍　太 多摩市南部地域包括支援センター

第4回

佐　藤　信　康 東京電力株式会社東京支店営業部料金グループ課長
橋　本　隆　史 東京電力株式会社多摩支店営業部料金グループ課長
村　上　良　二 東京ガス株式会社お客さまサービス部  料金業務管理グループ課長
由　川　敬　之 東京ガス株式会社リビング企画部地域広報推進グループ主幹
須　郷　一　雄 東京都水道局サービス推進部業務課指導係長
津　田　　　智 東京都水道局サービス推進部業務課特別整理担当係長

第6回 藤　原　靜　雄 中央大学法科大学院教授

第8回
髙　橋　邦　子 警視庁生活安全部生活安全総務課警部
木　幡　佐和子 警視庁交通部交通総務課警部補

小　川　清　泰 都市整備局都営住宅経営部業務指導担当課長（平成24年7月15日まで）
渡　邉　　　誠 都市整備局都営住宅経営部業務指導担当課長（平成24年7月16日から）
北　原　昌　文 生活文化局広報広聴部情報公開課長
髙　橋　孝　人 警視庁生活安全部生活安全総務課生活安全対策担当管理官
江　原　信　之 東京消防庁防災部防災安全課地域防災担当副参事
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高齢者等の見守りガイドブック改訂検討委員（50音順・敬称略）� ◎…座長

氏名 所属・役職名
　 香 川　 卓 見 三鷹市大沢地域包括支援センター統括施設長
◎ 小 林　 良 二 東京都立大学名誉教授
　 澤 岡　 詩 野 公益財団法人ダイヤ高齢社会研究財団主任研究員
　 進 藤　 由 美 国立研究開発法人国立長寿医療研究センターリサーチコーディネーター
　 広 石　 拓 司 株式会社エンパブリック代表取締役
　 室 田　 信 一 東京都立大学人文社会学部准教授
　 和 田　　� 忍 足立区社会福祉協議会地域福祉部長

8 高齢者等の見守りガイドブック（第4版）改訂検討委員

　高齢者等の見守りガイドブックの第4版への改訂にあたっては、以下の委員に御協力いただい
た。（所属・役職名は令和５年３月現在）
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高齢者等の高齢者等の
見守りガイドブック見守りガイドブック

誰もが安心して住み続けることができる
地域社会を実現するために
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